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はじめに: 留意事項とメディア対応の原則 
  
【事業概要】 
 本事業の主たる課題は、妊娠届出時・母子手帳交付時や、新生児訪問事業、各種乳幼児健康診査
等の母子保健活動で利用可能な、「特に支援を必要とする子ども・家庭・妊産婦の的確な把握を目
指すアセスメントツール」の構成案を提示することである。児童虐待を含む子どもの不適切養育の
発生や、保護者の心身不調等なんらかの理由に基づく養育上の不調の発生が危惧される状況を的確
に捉え、慎重なアセスメントを実施する契機とし、各種支援や介入につなげることで、児童虐待等
の予防ならびに早期発見の実現を目指すべき目的としている。 
当該目的を達成するために、本事業では、(1)すでに利用されている各種アセスメントツールや文
献情報等からアセスメント項目を可能な限り広範に収集し、(2)全国市区町村(母子保健主管部局お
よび児童虐待相談対応部局)と児童相談所を対象とする全国調査によって各項目に定量的な評価を
与え、(3)アセスメントツールの素案構成と予測的妥当性の基礎評価を実施し、(4)国際的な指針や
実務的視点からツールの精査を実施した。これらの手続きにより、特に妊娠期に利用可能なアセス
メントツールの構成案と、妊娠期から乳幼児期にかけて利用可能なアセスメントツールの構成案が
作成された。 
  
【事業の限界点と留意事項】 
本事業の主要な限界点、ならびに、作成されたアセスメントツールの利用・発展に係る留意事項
は次のとおりである。 
  
(a) 本事業で得られた調査の結果には、事例のサンプリング方法や回答方法に由来する結果の偏
りが含まれる可能性がある。 
本事業では、単一の調査で200項目程度のアセスメント候補項目の定量評価を行う必要性があっ
たことから、調査で提示する項目を無作為提示する計画的欠損手続きを採用した。また、調査に係
る回答者負担への配慮から、「一組織あたり最大5事例」の事例情報収集を行い、回顧的な回答方
法によるデータ収集を行った。こういった手続き上の制約と限界に由来し、想定した複数母集団か
ら得られた標本に偏りが生じている可能性がある。結果に慎重な解釈が求められるとともに、今後
は悉皆的なデータ蓄積や対象事例の無作為抽出等によって、より精確な結果を得てゆく必要があ
る。本事業で得られた各種知見とそれを掲載した資料は、そういった今後の精緻な検討を実現する
上での次善の参考情報とされたい。 
  
(b) 本事業で作成したアセスメントツールの構成案は、「アセスメント」の特に初期段階に相当
する一部分のみを補助するものである。児童虐待の発生や養育上の不調等の社会的リスク事象を
アウトカムとして、定量的・客観的視座から各種アセスメント項目の評価と選抜の結果得られた
ものであって、それ以外の社会的リスク事象や、子ども・家庭・妊産婦の(主観的な)視点からの
負担やストレス、ニーズ、ストレングス、あるいは医学的リスクについては直接的に考慮されて
いない。 
母子保健活動で予防等の対象となる事象は多岐にわたる。それらを的確に検知し、必要な支援や
指導、介入に結びつけるためには、包括的な情報収集と総合的な見立てを講じる必要がある。本事
業では、上記に示した「社会的リスク」のみを対象とし、それを予測的に把握するためのツール構
成案を提示している。「アセスメント」や「見立て」の初期段階にある「可能性の検出」や「特に
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予防的支援等が必要な対象の把握」までをスコープとしたものであって、アセスメント全体を十分
にカバーするものではない。また、データ分析では、平均値等の代表値を用いた「全体的な傾向」
を扱っているため、個別の事例すべてに対して結果が精確に援用できるわけではない。よって、項
目への該当によって直ちに「児童虐待等のリスクがある」などと決定づけられるものではない。さ
らに、定量的な分析結果等に基づく視点は、「客観的に、第三者の立場から」物事を俯瞰して捉え
ることのみに立脚するものである。個々の家族の声や訴えなど、アセスメントに不可欠な「主観的
な、当事者の立場から」得られる情報は、必ず考慮する必要がある。より的確な見立てと、それに
基づく支援等を展開するためには、本事業の対象範囲を超えた、子どもや家庭、妊産婦の主観的側
面を含めたニーズや、ストレングスも含めた家族の機能など、事例を包括的に捉える視点が必要に
なる。 
  
(c) 本事業で作成したアセスメントツールの構成案は、子どもや妊産婦、家庭の「特に周囲によ
る支援が必要と考えられるニーズ」を早期から把握し、それぞれのニーズに対応したケアやサポ
ートを十分に提供することで、社会的リスクのある状況を未然に回避・予防することを目的に作
成されている。 
妊娠や出産、子育ては、その全てで、必ず誰かの継続的な手助けを必要とするものである。本事
業で作成したアセスメントツールの構成案は、周囲に手助けを求めることが難しい場合を含め、特
に外部からの積極的な関与が必要と思われる妊産婦や家庭を的確に把握し、必要な支援等を届ける
ことを目的として作成されている。したがって、アセスメントツールの構成案等に示された項目
は、「(客観的視点から見たときの)子どもや妊産婦、家庭が抱えるニーズ」であって、それらを十
分に満たすことが叶わない場合に「養育上の困難や不調が発生するリスクが生じる」と捉えられる
ものである。よって、第一義的に、母子保健活動に従事する関係者を中心的対象にして、「リスク
のある状況を生じさせないために、どのようなポイントに対するケア等を必要としているか」を早
期段階から検討するための観点であって、決して「児童虐待等の発生を疑う」「保護者や家庭を何
らかの形でラベルづけする」ことを強調したり、促したりするためのものではない。これは、「子
どもの健やかな出生と成長の実現、そしてその前提・基盤たる妊産婦を含めた保護者・家庭の尊
重」という原理に立脚し、支援関係者、メディア関係者、妊娠期や子育て期にある一般家庭等を問
わず、本事業の資料を閲覧・利用する全ての方々に、あらかじめの理解をお願いする。 
  
  
【報道にあたっての原則と資料】 
・Ethical Guidelines for Journalists, Prepared by the United Nations Communications Gro
up (UNCG), Afghanistan 
https://www.unicef.org/afghanistan/media/2136/file/afg-publication_UN%20Ethical%20Gu
idelines%20for%20Journalists%20-%20English.pdf%20.pdf 

  
・Guidelines for journalists reporting on children (UNICEF) 
  https://www.unicef.org/eca/media/ethical-guidelines 
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総合要約 
 本事業の根幹たる目的は、妊娠届出時・母子手帳交付時や、新生児訪問事業、各種乳幼児健康診
査等の母子保健活動のなかで、児童虐待を含む子どもの不適切養育の発生や、保護者の心身不調等
なんらかの理由に基づく養育上の不調の発生が危惧される状況(以下、社会的リスク)を的確に捉
え、慎重なアセスメントを促し、必要な支援や介入につなげ、児童虐待等の予防ならびに早期発見
を実現することである。当該目的を達成するために、(1)すでに各種母子保健で利用されているアセ
スメントツールや文献情報等から、社会的リスクに関連しうるアセスメント項目を可能な限り広範
に収集し、(2)全国市区町村・児童相談所を対象とする全国調査によって各項目に定量的な評価を与
え、(3)アセスメントツールの素案構成と予測的妥当性の基礎評価を実施し、(4)国際的な指針や実
務的視点からツールを精査した。これらの手続きにより、特に妊娠期の母子保健活動での利用を想
定したアセスメントツールの構成案と、乳幼児期の母子保健活動での利用を想定したアセスメント
ツールの構成案が作成された。 
アセスメント項目の収集では、全国市区町村の母子保健主管部門から提出された問診票やアセス
メントツール(1812箇所から提出された6472書式)に加え、各種関連先行文献・資料等から項目を
抽出し(一次抽出: 638項目)、意味的な類似性等を考慮して統合した(204項目)。これにより、妊娠
期から乳幼児期にかけて利用可能な、心理社会的側面を含めた多面的なアセスメント観点が抽出さ
れた。そして、収集されたアセスメント項目を利用した全国調査を実施し、各項目に対して定量的
な評価を加えた。具体的には、全国市町村母子保健主管部門、全国市町村児童虐待相談対応部門、
児童相談所児童虐待対応部門を対象に、事例単位でのアセスメント項目該当情報を収集し、各項目
の該当状況と社会的リスク項目(アウトカム)の該当状況との関連を分析した。これらの結果は、本
報告書ならびに別添資料(事業報告サマリー/アセスメント項目情報リスト)に掲載されている。 
本事業の調査で得られた各種知見を総括し、母子保健活動で利用可能なアセスメントツールの構
成案が作成され、これにあわせて、事業の限界点や成果物の利用方法に関する留意事項等が整理さ
れた。 
  
【成果物の公開先について】(2022年3月31日時点) 
 本事業の事業報告書(本稿)、アセスメントツールの構成案、そして調査結果を整理した補足資料
は、事業主体(国立研究開発法人産業技術総合研究所)における事業受託代表者(髙岡昂太)のWebペ
ージ(https://staff.aist.go.jp/kota.takaoka/)に公開予定である。 
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検討委員会の開催と議題・議論内容 
  

 日付 開催回 議題・議論内容 

2021年 
8月16日(月) 

第一回 (1-a) 事業方針の共有と議論 
・事業方針とスケジュールの確認 
・母子保健の視点と児童福祉の視点の整理 
・妊娠期から未就学までを対象としてカバーできるように 
(1-b) アセスメントツールの役割と事業の構想について 
・予防の視点の重要さ、支援に必要な関係づくりの視点の重要性 
・今後社会で実装していくために一定の性能水準が必要 
(1-c) 実務者視点・研究視点からの議論 
・多くの保健師からの意見集約が大事 
・リスクの重み付けができると良い 
・児童虐待と母子保健を繋げられる媒体になると良い 
・家庭との関係構築するための評価、社会的背景も評価できると良い 

2021年 
11月1日(月) 

第二回 (2-a) 項目抽出結果・調査構成等の確認と議論 
・時間軸の中でどの時点の情報を適用するか、情報が把握できていない
場合はどうするか等への配慮が必要 
・時系列的な変化については、時間的な前後関係は扱わず相関を扱う 
(2-b) 調査項目やアウトカム、調査対象事例に関する議論 
・取りこぼしがないよう最初から項目を絞りすぎない方がいい 
・年齢だけでなく地域差や人口規模にも着目すると良い 
・コントロール群は妊娠期から3歳児健診まで継続してフォローしてい
て養育上困難なことが発生しなかった事例を対象 
(2-c) 調査構成や個別設問等に関する議論 
・表形式で該当する箇所にチェックする方式に変更 
・大項目をコンパクトにし、具体的な状況は記述式で回答 
・母親の肥満傾向についての設問も組み入れられる 
・未入力なのか未把握なのか回答を分けられると良い 
・乳幼児の慢性的な泣きについての項目も必要では 
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2022年 
2月  8日(火) 

第三回 (3-a) 調査結果の共有と解釈に関する議論 
・慎重なアセスメントが必要な母の初産時年齢は24歳以下と調査で出
た点について、20代前半は妊娠中の不安を感じやすいといった調査結
果など、現場の感覚としても乖離はない。24歳以下は経済的にも不安
定であり自身の出生歴などに悩むのは23歳位からが多い印象もある。 
(3-b) アセスメントツールの素案を用いた構成や項目の検討 
・ツールのタイトルについて、問題を炙り出すのではなく手厚く支援を
提供することを伝えるのが重要 
・初期アセスメントツールなど、初めの方に使ってほしいという意図を
タイトルや副題に付けるのも良い 
・面接の現場で、対象者を目の前にしてチェックをつけるのは難しい。
多面的で網羅できるものを標準形とし、必要であれば、さらに項目数を
絞ったものも活用できるとよい。 
(3-c) 総括に向けた追加解析等の課題整理 
・標準の形とは別に、できる限り統合した少ない項目のバージョンも解
析し整理して次回提案予定 

2022年 
2月28日(月) 

第四回 (4-a) 総合的視点からのアセスメントツール構成案の評価と最終調整 
・ツールの項目の順番について、領域別に並び替えるほうが良い 
・文言が、当該子どもから見てどういう関係なのか表記を統一したほう
が良い 
(4-b) 事業報告書等の成果物の確認と修正 
・報告書第7章、第8章の内容について確認があった 
(4-c）今後必要な検証課題 
・このツールはあくまでたたき台であり、今後の実証、データの蓄積、
修正が重要である。またそのためにシステムの電子化を進めていくこと
も必要である 
・実際に現場で導入する際に、初期面接や妊婦面接を行っていない自治
体での導入や、既存ツールを使っている自治体でも不足項目を補う形で
の導入が考えられる 
・情報の初期収集では、回顧的に過去の情報を見ながらツールをつけて
情報を収集することも考えられるが、その際には3歳児健診までは市町
村母子保健部局に紙ベースのデータがあるので可能だが、それ以降の年
齢だと情報の取得が困難で実施するのは難しい 
・このツールは児童虐待予防等に力点を置いたスクリーニングツールで
あり、関係性のストレングスを収集、解析していない。今後ストレング
ス情報との連携も支援を行う上では必要 
・母子保健領域と児童福祉領域をどう繋げていくかがこのツールの活用
の重要課題になる 
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第1章 課題背景と研究対象範囲 

1.1 母子保健領域の背景と期待される役割 
 母性と乳幼児の健康の保持増進を図る母子保健は、国民保健の維持向上の基礎として極めて重要
なものである。戦前・戦後から様々な母子保健活動によって、妊産婦や新生児の死亡率は激減し、
日本は世界有数の低率国となった(梅木, 2018)。 
 母子保健活動の内容は時代の変遷と共に変化し続けている。近年では、核家族化や、増加し続け
る児童虐待相談対応などを背景に、「子育て支援」や「児童虐待の予防と早期発見」といった、妊
産婦や子ども、家庭が抱える精神的・社会的な課題への対応が求められるようになった。産前・産
後のケア・サポート事業など、活動の範囲にもさらなる充実や拡充を進める動きが展開され続けて
いる(みずほ情報総研株式会社, 2018; 公益社団法人 母子保健推進会議, 2021)。 
 母子保健事業を担う組織の体制も、時代とともに変遷している。過去、平成7年の母子保健法の
改正により、母子保健活動の主体が都道府県から市町村へ移譲されたことで、市町村各地域の特徴
を踏まえた事業展開が可能となった。しかし、それから20年以上が経過し、市町村間の事業内容の
違いが地域の健康格差につながっているという懸念と共に、乳幼児健診等の標準的なあり方が求め
られるようになってきた(山崎, 2019)。これにあわせて、子どもや妊産婦、家庭が抱える問題は多
様化し、幅広いニーズに対応するだけの組織や体制づくりが求められるようになった。そして、支
援には多くの関係機関が関わることから、関係機関同士の情報共有や連携に関する課題が関係者間
で広く共有されはじめ、課題解決のための取組が必要になってきている。このような経過から、現
在、妊娠・出産から子育て支援までをワンストップで行う「ネウボラ」の導入や、子育て世代包括
支援センターの設置など、子どもが成育する時期や、医療、保健、福祉などの関連領域間に「切れ
目のない」支援をキーワードとする統一的なシステムを志す方向にシフトしてきている(横山, 201
8)。こういった流れに対応するように、関係機関間での情報共有の効率化を図る取り組みや、学校
保健や家庭福祉関連情報とのデータ連結、データを活用した事業の企画・評価と運用(データヘル
ス等)などの実現も一つのテーマとなっている(梅木, 2018; 株式会社キャンサースキャン, 2018; 山
形他, 2018; 株式会社小学館集英社プロダクション, 2019; 山崎他, 2020)。 

1.2 母子保健活動と社会的リスクのアセスメント 
 現在、自治体によって内容や時期に一定の差異があるものの、「妊婦健診」「乳幼児健康診査」
などの健康診査や、「新生児訪問事業」「乳児家庭全戸訪問事業」などの訪問事業、その他様々な
母子保健活動が展開されている。こういった妊産婦や子ども等に接触する機会を通じて、それぞれ
の健康状態や生活状況等を把握し、必要な支援や指導が実施されている。 
 児童虐待等を含めた社会的リスクに関連する範囲について、母子保健分野に求められる支援内容
と知識・技術には、「虐待の予防・啓発」、「虐待の発見・通告」、「分離・子どもの保護」、
「虐待者・母親の精神的支援」、「子どもの発達・安全の確認」、「家族全体の支援」、「生活・
育児の支援」、「各種サービスの情報提供」、「近所の状況の把握」、「関係機関との連絡調整」
などが挙げられてきた(有本, 2007)。特に、虐待の予防や早期発見に関して、考慮すべき事項は多
い。配偶者間での暴力、ドメスティック・バイオレンス(DV)による児童相談所への通告が著しく増
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加している(厚生労働省, 2021)ことなどを一例に、児童虐待の背景にある多様な家庭の課題を捉え
る必要が生じてきている。 
 多様化・複雑化する家庭のニーズに対応した支援を実現するためには、多面的な視点に基づくア
セスメントが必須となる。biopsychosocial(生物-心理-社会)をキーワードにして、母子保健領域で
実施されるアセスメントにも広範な視点が求められるようになった(厚生労働省, 2017)。中でも、
児童虐待による死亡事例が相次いだことなどを背景に、「児童虐待の未然予防と早期発見」の機能
を母子保健領域に求める動きが強くなってきている。各種母子保健活動の主軸を担う保健師は、健
康診査などを通じて、現に虐待が発生している事例のみならず、虐待が疑われる事例、その可能性
が予測される事例まで幅広くとらえる立場にある(福島他, 2004)。2000年11月「児童虐待防止等に
関する法律」が施行されて以降、児童虐待に対する早期発見や予防等に関する内容が明文化され、
組織的・総合的な取組が求められるようになった。 
 平成13年度には、「子ども虐待予防のための保健師活動マニュアル～子どもに関わるすべての活
動を虐待予防の視点に～」の中で、児童虐待に関する基礎知識から保健師の役割、虐待予防や早期
発見、支援に関する考え方や研究知見等が共有されている(佐藤, 2012)。しかし、限られた機会の
中で的確に児童虐待の発生を見抜き、必要な支援や介入に接続することは決して容易ではない。20
07年の文献レビューでは、(1)児童虐待予防に貢献するための母子保健事業の活用と評価、(2)家族
支援に関する研究の必要性、(3)連携・調整、社会福祉の知識・技術に関する研究実践および研究成
果の活用、(4)新たな役割に向けた研究の継続・充実、(5)研修の企画運営の工夫および職場の上
司・同僚、関係機関との協力体制の確立などが、今後の課題になると整理されてきた(有本, 2007)。
また、「支援者としての役割」と、「虐待を発見し通告する責任」との間にある葛藤を抱えている
組織も多いと言われている(大川他, 2000)。近年では、児童虐待事例への支援に対する行政保健師
の困難感について、特に人口規模が10万人以上の自治体では、「介入方法」、「健康問題と生活課
題の重複」、「関係機関連携の難しさ」、「養育者が支援を拒否する」、「支援体制や社会資源の
少なさ」に困難感を感じているという報告がある(有本・田髙, 2018)。母子保健活動における虐待
予防等の重要性と課題意識は幅広く共有されており、乳児ネグレクトの兆候を捉えて支援につなげ
る取組など、現在でも課題解決に向けた各種機関の工夫や努力が続けられている(e.g. 大場他, 202
1)。 
 「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針について」では(閣議決
定, 令和3年2月9日)、成育過程にある者およびその保護者ならびに妊産婦を取り巻く現状の課題が
示されている。特に社会的リスクの観点からは、女性の健康に関する課題(リプロダクティブ・ヘ
ルス・ライツの視点に基づく成育医療等の提供)、妊産婦のメンタルヘルス、子どものこころの問
題(子どもの発達特性、バイオサイコソーシャルの観点を踏まえた支援)、10代における問題(性に関
する問題等)、児童虐待、父親の孤立(出生後の父親のメンタルヘルス)、子育て世代の親を孤立させ
ない地域づくり(特に、ひとり親世帯や両親または一方の親が外国籍であるといった場合)などが課
題として挙げられ、それらに対する基本的指針が示されている。その他にも、「妊娠を他者に知ら
れてくない女性」への対応や法制度(三菱UFJリサーチ&コンサルティング, 2019; シード・プラン
ニング, 2020)、「予期しない妊娠/計画していない妊娠」に対する相談体制や拡充の検討(公益社団
法人 母子保健推進会議, 2019; 松岡他, 2021)、「多胎」や「未熟児」事例に対する理解や支援のあ
り方(三菱UFJリサーチ&コンサルティング, 2021; みずほ情報総研株式会社, 2019)、「妊産婦に対
するメンタルヘルスケア」のための保健・医療に関する連携(三菱UFJコンサルティング, 2018)、
「産後うつ病」の評価や対応(三菱UFJリサーチ&コンサルティング, 2020)、「母子健康手帳の多言
語化など、外国籍の妊産婦等へのサービスや効果的な支援」(公益社団法人 母子保健推進会議, 202
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0)、「乳幼児健康診査未受診者等に対する取組」のあり方(公益社団法人母子保健推進会議, 2021)、
妊娠期を含めた女性に対する暴力やDV等に関するスクリーニング等のアセスメントや対応方法に
関する研究(e.g. 今関他, 2015; 株式会社リベルタス・コンサルティング, 2021)など、広範な観点が
個別に議論されてきている。 
 アセスメントはあらゆる支援や介入の基盤となることから、母子保健領域には前述した視点を含
めたアセスメントが求められているものと考えられる。しかし、例えば、「飛び込み出産」などの
場合は、妊娠期から関係機関が関与することが難しく、対応が後手とならざるを得ない(鈴木, 201
5)など、各種の母子保健活動で対応可能な範囲にも限界がある。また、死亡事例検証報告例等にお
いて指摘される「健診未受診事例」に対しては、「把握が困難である」とする例も含まれ、電話や
アンケート、問診票などにより「確認した」とする地方自治体もある(佐藤, 2019)。「乳幼児健診
の目的が子育て支援にシフトしつつある現在、真にその目的を達成する健診方法の検討が必要であ
るが、この検討はどこの地方自治体でも可能というわけではない」(佐藤, 2019)という文言に示さ
れる通り、現時点では、この広大な領域に対して、既存の母子保健活動の枠組みの中、あるいはそ
れを拡充してゆく中で、アセスメント範囲の充実を図るしかないという状況にあるものと考えられ
る。実際、乳児健康診査の保健師実務に関して、直営の集団方式を採用している自治体6箇所の取
組内容を質的に調査した報告では、問診一件でおよそ10分から20分程度、保健指導で20分程度の
所用時間だったことが報告されている(阿部他, 2019)。また、妊産婦のメンタルヘルスケアの文脈
で、行政等は相談相手になりにくいといった指摘(三菱UFJ&コンサルティング, 2018)も存在する。
限られた資源や制限のある状況の中で、子どもや妊産婦、家庭が抱えるニーズを捉え、児童虐待等
の予防や早期発見を実現するための手段が必要になる。 
 これまで、母子保健分野においても児童虐待等を含めたハイリスク家庭や、養育上の困難の発生
が危惧される妊婦(特定妊婦)のアセスメントを補助するツールがいくつか提案されてきた。代表例
の一つとして、アセスメントシート(妊娠期)(大阪府版)は、(A)生活歴、(B)妊娠に関する要因、(C)心
身の健康等要因、(D)社会的・経済的要因、(E)家庭的・環境的要因、(F)その他の6領域29項目と、
支援者等の状況2項目に示される視点から、妊娠期の事例を包括的に捉え、リスク評価を実施する
ものとなっている(光田他, 2021a)。その他にも、福島他(1999; 2004)や家族ケア研究会(2000)では、
「家族生活力量」という視点から、家族のセルフケアや地域社会での生活機能をアセスメントし、
児童虐待の発生可能性などを含めた家族のケアニーズを把握しようとする試みなども報告されてき
ている。 
 「社会的ハイリスク妊婦への支援と多職種連携に関する手引書」では、リスクの捉え方やアセス
メントの重要性などが案内されている(光田他, 2021a)。研究報告を含む当該資料では、社会的ハイ
リスク妊娠を「さまざまな要因により、今後の子育てが困難であろうと思われる妊娠」と定義し、
当該妊婦等に対する「切れ目のない支援の確立に関する個々の限定的な試行錯誤を乗り越え、早急
に全国的な体制整備が必要であること」を指摘している。社会的ハイリスクの状態を評価するため
の背景要素として、独居、支援者なし、未入籍、精神疾患、人工妊娠中絶、DV、出会い系サイト、
貧困、自殺、いじめ、不登校、リストカット、乳児院、母子家庭、無介助出産、ネグレクト、夫無
職、入院助産、虐待歴、失踪届、借金、離婚、未収金、若年、生活保護、住所不定、出生届未提出、
未受診妊娠、家出、健康保険証不取得、揺さぶられっこ症候群、望まぬ妊娠などが列挙され、多様
な背景とその重層的な重なりによって児童虐待等へと至ると捉えられている(光田他, 2021a)。また、
「すべての妊婦に保健師が面談することさえ問題があるのに、31項目のスクリーニングを実施する
ことは現場に相当な負担がかかる」との指摘もあり、現場の実情に応じたアセスメントのあり方を
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検討する必要があるとして(光田他, 2021a)、比較的項目数の少ないツールによって社会的ハイリス
ク妊娠を把握・評価しようとする研究が進められている(光田他, 2021b)。 
 他方、こういったアセスメントのためのスクリーニング等のツールには、負の側面もあることが
指摘されている。例えば、辻(2016)では、母子保健分野における児童虐待のリスクアセスメントに
関して文献レビューを実施し、その利点や批判点を整理した上で、児童虐待に関するアセスメント
ツールであるにも関わらず当該結果をアウトカムにしていないものが多いことや、作成者によるジ
ェンダー規範の影響、経済状況やひとり親家庭などのライフサイクルで起こりうる日常的な光景を
虐待ハイリスクと単純に結びつけることなどによって、母子や家庭が周辺視され、結果的に子ども
や家族を追い詰めてしまうという点を問題として指摘している。そして、そういった弊害への対処
として、「問題のある家庭」という捉え方を「家族の強み」の視点から再定義してゆくこと等を強
調している(辻, 2016)。如何に優れた機能をもつツール(道具)が作成されたとしても、その元来の目
的を達成するためには、「ツールの本来の目的」や「適切な理解と使い方」を丁寧に共有する必要
があることは、当該指摘からであっても十分に理解されるところである。 

1.3 母子保健領域のアセスメントツールに求められる機能 
 母子保健領域での利用を想定したアセスメントツールには、「的確な見立てを実現し、必要な支
援や介入に結びつける」という、子どもやその基盤たる意味においての保護者等の最善の利益の追
求と実現を直接意図する範囲だけでなく、様々な要件を満たすことが求められる。その前提とし
て、児童虐待等の社会的リスクのアセスメントを主眼に据えた場合、当該アウトカムを的確に把握
するための一定以上の性能を有する必要があることは言うまでもない。 
 他の要件に相当する例として、主たる4つの機能を列挙する。各種母子保健活動で収集される情
報は、個別の事例のアセスメントだけでなく、関係機関間での情報共有、地域や日本全体の公衆衛
生・疫学的な評価、国内統計や国連の持続可能な開発目標(SDGs)への報告・活用など、様々な情報
源として活用される(e.g. 児玉, 2021)。本邦における小児期の健康課題の把握に関して、利用でき
るデータソースの課題を抽出した研究報告では、身体疾患と比べ、精神面・社会面での健康課題の
実態を把握する調査研究や、介入方法に関する情報の不足が指摘されている(森他, 2020)。また、2
017年の調査時点では、妊娠届出時等の妊産婦の情報と乳幼児健診データに関するデータの連結な
ど、情報の蓄積や管理、連結が十分になされておらず、妊娠時の感染症等の検査の「結果」や問診
情報等の電子データベースへの蓄積状況にも自治体間で大きな開きがあることが指摘されている
(株式会社キャンサースキャン, 2018)。そして、特に本事業のテーマである児童虐待等の発生やそ
れに関連する子どもや妊産婦、家庭の状況などに関するアセスメント情報を蓄積する自治体は少な
い。また、母子保健情報の利活用にかかる電子的記録情報の内容に関しては、「最低限電子化すべ
き情報」と「標準的な電子記録様式」に相当する情報がそれぞれ提案されているものの、「乳幼児
健診・妊婦健診で把握される情報」や社会的リスクに関連する情報については、慎重な検討が必要
になることから、その具体的内容については議論の最中にある(厚生労働省子ども家庭局母子保健
課, 2019)。これらの議論から、少なくとも(1)精神的・社会的側面を含めた子どもや家庭に関する
多面的な情報蓄積のフォーマットとしての役割、(2)関係機関での情報共有や認識の共有を図るため
の共通言語としての役割、(3)各種研究への利用を通じた知識を創出するための基盤としての役割が
必要になることが理解される。また、アセスメントツールには、必然、定量的な評価を経た知見が
掲載されることから、(4)最新の研究知見の共有媒体としての機能も果たすこととなる。他の具体的
な要件として、国際的な指針等に含まれる重要な評価事項が組み入れられていることや、ツールの



 18 

信頼性や妥当性が必要な水準を満たしていること、組織形態や運用フローが異なる現場での実務利
用に耐えうる利便性を有していること、実際的に利用可能な媒体(紙面や電子媒体)で実装可能であ
ること、最大限誤った利用法を導かない工夫や、それを補うための説明・研修等の取組など、詳細
を述べれば枚挙にいとまがない。母子保健領域における、児童虐待等の予防や早期発見を主眼とす
るアセスメントツールを作成するにあたっては、相応に工夫された設計が要求される。 

1.4 アセスメントという枠組みと本事業が対象とする範囲 
 ここで、「アセスメント」という枠組みと、本事業で作成を実施する「アセスメントツール」が
担う範囲について整理する。  

1.4.1 本事業における「アセスメント」 
 「アセスメント」という用語には、分野や立脚する立場等によって様々な捉え方があると考えら
れる。本事業では、そういった特定の立場に依らず、一般的な原則として、(1) 必要な情報が網羅
的に収集され、(2)収集された情報が的確に評価され、(3)必要な支援や介入に結び付けられるこ
と、これら3つを満たすものが理想のアセスメントであると考える。したがって、アセスメントを
補助する道具としての「アセスメントツール」は、これら3つの要素のいずれかまたは全てを補助
しようとするものでなければならない。また、その前段として、ハイリスク・アプローチに基づく
支援を展開することを想定した場合、「まず、どのような事例でより慎重なアセスメントが必要と
なるか」を見極めるためのプロセスも必要になる(スクリーニング等がこれに相当する)。このよう
に、アセスメントにはいくつかの段階があり、それを補助するツールにも段階に応じた目的設定が
必要となる。 
 また、「どのような情報を収集するか」にも、複数の視点が存在する。児童虐待等の発生に直接
関連する「リスク」に関する情報や、子どもや家庭の「ニーズ」あるいは「強み(ストレングス)」
に関する情報などが代表例となる。これらは、収集した情報をどのように統合して理解し、どのよ
うな目的やタイミングで、「どのように」、あるいは、「どのような」支援へと繋げようとするか
によって、力点を置くポイントが異なるものと考えられる。 

1.4.2 本事業で扱うアセスメントツールの範囲 
 本事業では、各種の総合的なアセスメントの実現に向けて、その第一歩として、最も重大な社会
的リスクのアウトカムである「児童虐待による子どもの死亡」を防止するという視点をまず考慮す
る必要性から、当該アウトカムを想定対象に含めて、特にアセスメントの初期段階における「特に
周囲によるサポートが必要であると考えられる子ども・妊産婦・家庭の把握」を目的とする初期ア
セスメント補助ツールの構成を実施する(図1.1)。 
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図1.1 本事業で想定するアセスメントツールの位置付け 
 
 図1.1は、本事業が想定した一般的なアセスメントのフローである。事例に接触した初期段階の
情報から、当該事例に生じうる様々な可能性を想定し(初期アセスメント)、(必要に応じて)体系的な
アセスメントに繋げ(総合的なアセスメント)、アセスメントの結果に基づいて必要な連携や支援等
を実施し(連携・支援・介入)、各種アウトカムの未然予防や早期発見に繋げるという流れが想定さ
れている。 
 ここで、特に「未然予防」を図るにあたっては、事例の情報に立脚して「なんらかの疾病などの
課題が発生する可能性」を念頭に据え、それを防ぐための方法について検討する必要がある。こう
いったツールの目的とアセスメントのフローに照らし、(1)客観的視点から児童虐待や養育上の不調
等の可能性が想定できる、または、現に発生している状況が把握できる、(2)ニーズや資源等を含め
た事例の全体像の把握、構造的な見立てに繋げられる、という二つを主たる機能として有する設計
を行う。また、想定されるアウトカムについては、(1) 子どもの生命の危機や、心身の健全な発達
に重大な影響を及ぼしうる虐待行為(重篤な児童虐待)、(2)重篤な虐待とは定義されない範囲のその
他の虐待行為(児童虐待)、(3)養育上の不調や困難の発生、これら3つを想定した。 

1.4.3 本事業において「特に適切な理解と追加での考慮が必要」な視点 
 アセスメントツールの作成に際して、その作成の意図や目的、使用方法などが十分に共有されな
い場合には、様々な弊害が発生しうる。よって、本事業が意図する用語の範囲や限界点を、以下3
点に整理する。 
 
(1) 本事業における「リスク」の捉え方 
 端的に「児童虐待や養育上の不調・困難等が発生する可能性の高さ」のことを示す。しかし、
「児童虐待等のリスクがある、高い」という捉え方で子どもや家庭を捉えることは、「真に必要な
こととは何か」を考える眼差しから乖離する可能性を多分に有するものと考えられる。よって、本
事業では、「ケアニーズが満たされていない(把握されていないことも含む)、十分に満たすことが
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できない場合に生じる、子どもや妊産婦、家族等の心身の安全や健康に懸念のある状態のこと」を
「リスク」と捉え、子どもや妊産婦、家族等の心身の安全や健康のために「必要な支援や介入」を
考えることに力点を置く。子どもや家庭に対する、ラベリングや判定を行うことを目的とはしない
(判定は行政の手続きに過ぎず、本質ではない)。 
 さらに付け加えれば、ケアニーズを満たすための支援を実現する上で、子どもや妊産婦、家族等
に対して「不足」や「過剰」といった評価を与えることや、何らかの「理想」や「標準」などを想
定して比較したりすることは、(子どもや妊産婦等の身体医学的な疾病等のリスクを評価する場合
を除いて)必要ではないものと考えられる。本事業で作成されたアセスメントツールに記載されて
いる項目は、子どもや妊産婦、家庭に対して、そういった比較や評価を促すためのものではないこ
とに留意されたい。したがって、アセスメントツールに記載される項目等は「背景に何らかのケア
ニーズがあると客観的に推測される観点」であって、それ自体に該当することが「リスク」ではな
い。また、当該観点に該当する場合であっても、背景にある子どもや妊産婦、家庭のケアニーズが
的確に把握され、十分に満たされ、今後も継続してその状態が保証されうる場合には、「リスクが
ある」とは判断されない。 
 
(2) ニーズには「主観的視点」と「客観的視点」があり、アセスメントツールは「客観的視点」
だけを提供するものであること 
 アセスメントでは、「本人や当事者が抱える困りごと」に相当する主観的ニーズと、「客観的に
見て、負担になっていると予想されること」といった客観的なニーズの両側面を考慮する必要があ
るものと考えられる。具体的には、「本人は困った様子を訴えないが、客観的に見て周囲のサポー
トが必要」という場合と、「客観的に見れば問題ではないように思われるが、本人や当事者にとっ
て重大な問題であり周囲のサポートを必要としている」という場合の両方で、周囲のサポートは必
要となる。 
 本事業では、複数の事例データを元に「子どもや保護者、家庭の特徴とアウトカムの関係性」を
統計解析等によって検討する。統計解析等では、「集団の平均的な傾向」のみが扱われることにな
る。したがって、構成するアセスメントツールは、「こういった特徴をもつ事例の場合、こういっ
た結果が生じる可能性が高い」といった一般法則的な視点から構成されることとなる。ゆえに、本
事業で構成するアセスメントツールは、「客観的な視点」のみを提供するものであって、子どもや
保護者等が抱える「主観的なニーズ」については、別途必ず考慮する必要がある。 
 
(3)  子どもや妊産婦、家族等の「ストレングス」が考慮されていないこと 
 保護者の主体的な養育を促し、それを支えることは、子育て支援の中核を為す考え方の一つであ
る。したがって、家族の強み(ストレングス)をアセスメントの柱に据えて、支援の在り方を考える
ことは極めて合理的であると言える。妊産婦や家庭との関係を構築し、必要な支援へとつないでゆ
く上でも重要な役割を果たすだろう。ただし、本事業においては、「まず第一歩」としての「最も
重大なアウトカムの発生防止」を事業上の主眼に据え、カバーできる範囲の限界から、このストレ
ングスの視点を扱っていない。本事業では、家族のストレングスという視点を含めたアセスメント
の必要性・重要性を理解し、今後の検討を必要としているという前提のもとで、子どもや妊産婦・
家庭のケアニーズ、あるいは、それが満たされない場合のリスクのみを扱っている。 
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1.5 本事業における用語の定義 
【リスク】望ましくない事象が起きる蓋然性(確率)と、発生した事象の重大さを勘案して評価され
る概念。「リスクがある」、「リスクが高い(ハイリスク)」とは、疾病や虐待等の望まない事象が
発生する可能性が高い、または、わずかであっても想定される有害事象が深刻であることのいずれ
かまたは両方を含み、したがって予防的関与(一次予防・二次予防・三次予防のいずれをも含む)が
必要となる状態のこと。本事業では、1.4に整理した通り、特にこの「予防的関与が必要である」
という意味に特別の重点を置く。 
  
【社会的リスク】子どもの健やかな出生と成長を阻害する心理的または社会的側面に関するリスク
のこと。望ましくない事象の内容に限定はなく、子どもの健やかな出生と成長を阻害しうるものは
原則すべてこれに含まれる(ただし、ここでは身体疾患への罹患等に関する医学的リスクと区別し
て扱う)。本事業では、調査・研究という文脈から、その記述的定義として、(1)児童虐待、(2)配偶
者間等の家庭内暴力、(3)保護者の精神的不調等に基づく養育の(一時的)困難の発生を対象の範囲と
した。これらの事象が発生する可能性は、子ども本人が持つ特徴や性質、妊産婦等を含めた保護者
や家族が有する特徴や性質、生活環境や社会関係、およびこれらの関係性から評価される。「リス
ク」の定義と同様、「予防的関与が必要である」ことを第一義的意味として用いる。 
 
【法定健診】本事業では、母子保健法(第１２条)に定められる、いわゆる「一歳六か月児の健康診
査」と「三歳児の健康診査」の二つを指す。 
 
【乳幼児健診】上述の法定健診を含め、自治体が独自に実施する乳幼児を対象とする健康診査(母
子保健法第13条)のことを指す。 
  
【新生児訪問等事業】母子保健法第11条に定められる「新生児訪問指導」と、児童福祉法第6条の
3 第4項に定められる「乳児家庭全戸訪問事業」(通称、こんにちは赤ちゃん事業)をまとめて呼称す
る際に、当該用語を使用する。なお、両者を区別する場合は、それぞれの法定用語を使用する。 
 
【母子保健活動】本事業では、上述の乳幼児健診や新生児訪問等事業の他、妊婦健診や父母学級、
産後ケア事業など、自治体や医療機関等で実施される妊娠・出産・子育てに関する予防的指導・教
育・支援事業全般を指すものとする。ただし、子どもや妊産婦を含めた保護者等と直接的に接触の
ある機会に限定し、広報活動等の「顔の見えない関係」で実施される活動は用語の意味する範囲に
含めないものとする。 
  
【成育基本法】成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目な
く提供するための施策の総合的な推進に関する法律(2018年12月14日公布、2019年12月1日施行)
の略称。 

1.6 特に考慮が必要と考えられる国際的な指針等について 
 ここで、本事業で特に考慮が必要と考えられる2つの国際的な指針等について、その概要を整理
する。性と生殖の健康と権利については、下記の文献より解説を邦訳する。 
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Ann M Starrs, Alex C Ezeh, Gary Barker, Alaka Basu, Jane T Bertrand, Robert Blum, Awa 
M Coll-Seck, Anand Grover, Laura Laski, Monica Roa, Zeba A Sathar, Lale Say, Gamal I  
Serour, Susheela Singh, Karin Stenberg, Marleen Temmerman, Ann Biddlecom, Anna  
Popinchalk, Cynthia Summers, Lori S Ashford (2018). Accelerate progress̶sexual and  
reproductive health and rights for all: report of the Guttmacher‒Lancet Commission,  
The Lancet, 391, 10140. https://doi.org/10.1016/S0140-6736(18)30293-9. 
 
 
 また、Preconception Careに関しては、下記2つの文献より、「妊産婦と子どもの健康に影響を
与える主要な要因」として挙げられた要素と、支援で考慮すべき特に心理・社会的側面に関する観
点を抜粋して整理する。 
・Preconception Care A guide for optimizing pregnancy outcomes , The American  
 College of Obstetricians and Gynecologists, District II/NY 
 
・WHO Preconception care, Report of a regional expert group consultation 6‒8 August  
 2013, New Delhi, India 
 

1.6.1 性と生殖の健康と権利(Sexual and Reproductive Health and Rights) 
【性と生殖の健康と権利の統合的定義】 
 
 性と生殖に関する健康とは、性と生殖のあらゆる側面に関連して、身体的、感情的、精神的、
社会的に良好な状態であり、単に病気、機能障害、病弱がないだけではない。従って、性と生殖
に対する積極的なアプローチは、自尊心と全体的な健康の促進において、安全な性的関係、信
頼、およびコミュニケーションが果たす役割を認識すべきである。すべての個人は、自分の身体
について決定する権利と、その権利を支援するサービスを利用する権利を有する。性と生殖の健
康の達成は、すべての個人の以下の人権に基づく、性と生殖に関する権利の実現に依存する。 
 
・身体の完全性、プライバシー、および個人の自律性が尊重される。 
・性的指向、性自認および性表現を含む、自らのセクシュアリティを自由に定義する。 
・性行為を行うかどうか、またいつ行うかを決定する。 
・性的パートナーを選択する 
・安全な性体験をする 
・結婚するかどうか、いつ、誰と結婚するかを決める。 
・子どもを産むかどうか、いつ、どのような手段で産むか、また何人産むかを決定する 
・差別、強制、搾取、暴力から解放され、上記のすべてを達成するために必要な情報、資源、サ
ービス、支援を生涯にわたって利用することができる。 
 
 必要不可欠な性と生殖に関する保健サービスは、保健の権利の「利用可能性、アクセス性、受
容性、質」の枠組みを含む公衆衛生と人権の基準を満たさなければならない。サービスには以下
が含まれる必要がある。 
 
・エビデンスに基づく包括的なセクシュアリティ教育を含む、性と生殖に関する正確な情報とカ
ウンセリング 
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・性的機能と満足度に関する情報、カウンセリング、およびケア 
・性的およびジェンダーに基づく暴力と強制の予防、発見、管理 
・安全で効果的な避妊方法の選択 
・安全で効果的な中絶サービスおよびケア 
・不妊症の予防、管理、および治療 
・HIV を含む性感染症および生殖器感染症の予防、発見、治療 
・生殖器系癌の予防、発見、治療 
 

(Panel3より 執筆者邦訳) 
 
【性と生殖の権利と健康】 
 
性の健康 
「単に病気や機能障害、虚弱さがないだけでなく、セクシュアリティに関して身体的、感情的、
精神的、社会的に良好な状態。性の健康は、強制、差別、暴力のない、安全な性的経験を持てる
可能性だけでなく、性と性的関係に対する積極的かつ尊重されたアプローチを必要とする。性の
健康が達成され維持されるためには、すべての人の性的権利が尊重され、保護され、満たされな
ければならない。」 
 
 性の健康は、すべての人が以下のものを利用できることを意味する。 
・セクシュアリティ、性的アイデンティティ、および性的関係に関連するカウンセリングとケア 
・HIV/AIDSを含む性感染症およびその他の泌尿器系疾患の予防と管理のためのサービス 
・性についての心理的カウンセリングや、性的機能不全および障害の治療 
・生殖器系の癌の予防と管理 
 
性の権利 
 性的権利は人権であり、差別、強制、暴力のない、すべての人の次のような権利を含む。 
・性および生殖に関する保健医療サービスへのアクセスを含む、性的健康の達成可能な最高水準
を達成すること 
・セクシュアリティに関する情報を求め、受け取り、伝えること 
・エビデンスに基づいた包括的なセクシュアリティの教育を受けること 
・身体の完全性が尊重される 
・性的パートナーを選ぶ 
・性行為をするかしないかを決める 
・同意の上で性的関係を持つ 
・結婚するかどうか、いつ、誰と結婚するかを選択する 
・自由で完全な同意のもとに、結婚をする 
・自由で完全な同意のもとに、婚姻中および婚姻解消時に夫婦間の平等を保って婚姻を行うこと 
・汚名や差別のない、満足できる、安全な性生活を追求する 
・自分のセクシュアリティ、性的指向、性自認について、自由な情報に基づき、自発的な意思決
定を行う 
 
生殖の健康 
 生殖の健康とは、生殖系とその機能およびプロセスに関連するすべての事柄において、単に病
気や疾患がないだけではなく、身体的、精神的、社会的に完全に良好な状態である。生殖の健康
とは、すべての人が以下のことを可能にすることを意味する。 
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・生殖器官と生殖に関する健康維持に必要なサービスについての正確な情報を得ること 
・衛生的な方法で、プライバシーを守り、尊厳を持って月経を管理する 
・親密なパートナーからの暴力やその他の形態のジェンダーに基づく暴力を予防し、それに対応
するための多部門のサービスにアクセスすること 
・安全で、効果的で、手頃な価格で、納得のいく避妊方法を選択し、利用することができる 
・安全で健康な妊娠・出産と乳幼児の健康を保証するための適切なヘルスケア・サービスを利用
できる 
・中絶後のケアを含む、安全な中絶サービスを利用できること 
・不妊症の予防、管理、治療のためのサービスを利用できる。 
 
生殖の権利 
 生殖の権利（リプロダクティブ・ライツ）は、すべての夫婦および個人が、子どもの数、間
隔、時期について自由にかつ責任を持って決定し、そのための情報と手段を持ち、最高水準のリ
プロダクティブ・ヘルスを獲得する権利という人権認識に基づいている。これらは以下の内容を
含む。 
 
・差別、強制、暴力を受けずに生殖に関する決定を行う権利 
・プライバシー、守秘義務、尊重、インフォームドコンセントの権利 
・相互に尊重し合い衡平な男女関係を築く権利 
 

(Panel2 性と生殖に関する健康と権利の構成要素より, 執筆者邦訳) 
 
【性と生殖の権利と健康において、明確なニーズがある条件】 
 
- 10～19歳の思春期・若者 
- 50歳以上の成人 
- 性産業への従事者 
- 避難民および難民 
- 多様な性的指向、性自認、性特性を持つ人々 
- 障がいのある人々 
- 薬物を濫用している人 
- 人種的・民族的マイノリティ、移民グループ、先住民族 
- 恵まれない人々：貧困、農村、低学歴、都市のスラムに住む人々 
 

(Figure3より, 執筆者邦訳) 
 
 
 

1.6.2 Preconception Care 
【母子の健康アウトカムに影響を与える主なリスク要因】 
 
・栄養状態(Nutritional conditions) 
・遺伝的条件(Genetic conditions) 
・ワクチンで防げる病気(Vaccine preventable diseases) 
・環境衛生(Environmental Health) 
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・不妊症・不育症(Infertility/ subfertility) 
・女性器切除（女子割礼）(Female genital mutilation) 
・早すぎる妊娠、望まれない妊娠、急速で連続した妊娠(Too early, unwanted and rapid succe
ssive pregnancies) 
・性行為感染症(Sexually transmitted infections) 
・ヒト免疫不全ウイルス(HIV) 
・対人暴力 (Interpersonal violence) 
・メンタルヘルス (Mental health) 
・精神に作用する物質の使用(Psychoactive substance use) 
・喫煙(Tobacco use) 
 
(WHO Preconception care Report of a regional expert group consultation, P.13 Figure3より, 
執筆者邦訳) 
 
【Preconception Careにおいて評価対象となる行動上の課題】 
 
1．アルコールの乱用（Alcohol misuse） 
 ・過去30日間に5日以上、一度に5杯以上の飲酒がある 
2．家庭内暴力 (Domestic violence) 
 ・打撲、ありそうもない怪我、抑うつ的な気分がある 
3．薬物の乱用 (Drug abuse) 
 ・妊娠前から違法薬物やアルコールの使用がある 
4．葉酸 (Folic acid) 
 ・妊娠前と妊娠初期に葉酸の摂取量が少ない 
5．市販薬について(Over-the Counter Medications) 
 ・特定のビタミンの過剰摂取がある 
6．流産・死産の経験 (Prior Pregnancy Loss) 
 ・過去に流産・死産の経験がある 
7．心理社会的懸念事項 (Psychosocial Concerns) 
 ・支援を受けるために障害がある、住居が不安定、意図しない妊娠、コミュニケーションの障 
  害がある、栄養状態が悪い、喫煙している、危険物質の使用がある、うつ病である、安全性   
  が低い環境にある、親密なパートナーによる暴力がある、ストレスがある 
8．喫煙（Smoking） 
・妊娠中に喫煙行動がある 
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第2章 本事業の目的と構成 

2.1 本事業の目的 
 本事業の主たる課題は、妊娠届出時・母子手帳交付時や、新生児訪問等事業、各種乳幼児健康診
査等の母子保健活動で利用可能な、「特に支援を必要とする子ども・家庭・妊産婦の的確な把握を
目指すアセスメントツール」の構成案を提示することである。児童虐待を含む子どもの不適切養育
の発生や、保護者の心身不調等なんらかの理由に基づく養育上の不調の発生が危惧される状況を的
確に捉え、より慎重な総合的アセスメントの実施に繋げ、各種支援や介入につなげることで、児童
虐待等の予防ならびに早期発見を実現することを目指すべき目的としている。 
当該目的を達成するために、本事業では、(1)すでに利用されている各種アセスメントツールや文
献情報等からアセスメント項目を可能な限り広範に収集し、(2)全国市区町村・児童相談所を対象と
する全国調査によって各項目に定量的な評価を与え、(3)アセスメントツールの素案構成と予測的妥
当性の基礎評価を実施し、(4)国際的な指針や実務的視点からツールの精査を実施する。これらの手
続きにより、特に妊娠期(新生児期ごろまで)の母子保健活動での利用を想定したアセスメントツー
ルの構成案と、乳幼児期の母子保健活動での利用を想定したアセスメントツールの構成案を作成す
る。 

2.2 本事業アセスメントツール作成に関して想定した要件と構想 
 1.3節にも整理した通り、アセスメントツールには、「アセスメントの一部を補助し、事例の的
確な見立てに貢献する」という機能以外にも、様々な役割や要件の設定が要求される。本事業で
は、「特に支援を必要とする子ども・家庭・妊産婦を的確に把握する」という部分の機能に加え
て、(1)事例情報を蓄積する枠組みとしての機能、(2)知識(研究知見や国際的な指針等)の伝達・活用
媒体としての役割、(3)最低限、妊娠期と乳幼児期の2つの時期区分での利活用が想定されているこ
と、(4)関係機関との共通認識を得るための指標的役割、これら4つの役割を持たせることを設定し
た。そして、これらを実現するための要件として、(a)確認と記録が必要になる標準項目の設定、
(b)項目選択肢の設定、(c)項目の変更可能性に対する配慮、(d)各項目に対する設置背景や客観的根
拠情報等の説明、(e)結果の解釈方法の明確化が必要であることを想定した。また、こういった機能
的側面からの要件以外に、「実際的に運用可能なアセスメント項目の内容や数が不明であることへ
の配慮」、「他に主体となってアセスメントツールを作成する研究事業等への配慮」などが求めら
れる。 
 このような各方面から求められる要件に対応するため、本事業では以下の手続きによるアセスメ
ントツールの構成を実施する。 
 第一に、児童虐待や養育上の不調の発生に関連しうる項目(アセスメントの観点)を最大限網羅的
に収集し、項目プール(データベース)を作成する。項目単位で知見を保持することで、項目の組み
合わせなどを柔軟に変更することができる。これにより、標準的な項目の候補や、将来的な項目の
変更可能性、他の並行事業等に対する配慮を実現する。第二に、母子保健活動や児童虐待相談対応
等で実際に対応のあった事例に対してアセスメント候補項目を適用する事例調査を行い、各項目が
有するアウトカムとの関連性について基礎的な定量分析を実施する。これにより、的確な項目選択
肢の設定や、各項目の設置背景および客観的な根拠情報の提示が可能になる。そして第三に、複数
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候補項目から有用な項目を抽出し、項目セット(アセスメントツールの形式)の単位でアウトカムと
の関連性を評価する。当該手続きは、妊娠期頃のアセスメントに特化した項目セット(妊娠届出
時・母子手帳交付時の面談や、妊婦健診、新生児訪問事業等での利活用を想定)と、乳幼児期のア
セスメントに特化した項目セット(各種乳幼児健康診査での利活用を想定)で行う。これにより、
「当該ツールの構成案で、どの程度の精度で、アウトカムの発生が予測できるか」が時期別で評価
できるようになり、結果の解釈や限界について整理することが可能となる(図1.2)。 
 

 
図1.2 本事業で実施する3つの大きな手続き 

 
 なお、本事業では、限られた事業期間内で上記要件を優先する理由から、アセスメントツールの
実施的な運用可能性、利便性等の評価については直接的な考慮の対象外とする。すなわち、(1)誰が
どのようなタイミングで使った場合でも同じ結果が得られること(信頼性の評価)、(2)異なる業務フ
ローを持つ組織であっても共通利用でき、負担が少なく、実質的に運用可能なフォーマットになっ
ていること(利便性の評価)、(3)各種母子保健活動が実施されるタイミング(自治体で異なる乳幼児健
診のタイミングなど)や子どもの発達状況に細やかに対応していること、これらについては、今後
の検討課題として整理し、事業内で定量的な精査は想定していない。 

2.3 本事業の構成  
 前節に示した目的を達成するため、本事業では全国調査の実施と各種データ解析を含めた手続き
について、章別に概要を整理する。なお、第一部(第3章から第7章)では、アセスメントツールの構
成に必要な手続きを概括する。また、第二部(第8章から第12章)は、アセスメントツールを用いて
蓄積されたデータの活用例と、想定される今後の展開や検証課題について整理する。 

2.3.1 (第一部 第３章) アセスメント候補観点の収集 
 第3章では、アセスメントツールへの組み入れ候補となる、社会的リスクの関連項目の抽出手続
きとその結果について整理する。全国市区町村の母子保健活動で使用されている問診票等の資料
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や、児童虐待等のアセスメントに関連する文献・研究資料等から、最大限包括的な項目の収集を実
施する。なお、全国市区町村の母子保健活動でのアセスメントの実施状況等に関する、一次資料の
背景についても整理を行う。 

2.3.2 (第一部 第４章) 全国市区町村母子保健部門・市区町村児童虐待対応関
連部門・児童相談所対象調査と基礎集計 
 第4章では、前段で抽出したアセスメント項目を使用した全国調査に関する手続きと、基本的な
調査結果について報告する。調査対象は、全国市区町村の母子保健主管部局、全国市区町村の児童
虐待相談対応部門、全国児童相談所の児童虐待相談対応部門となる。数百を超える候補項目につい
て、それぞれの項目を実際の対応事例に適用し、その評定結果をWebアンケートフォームにて収集
する。このとき、数百を超える項目全てについて、調査参加者に回答を依頼することは叶わない。
参加協力者への負担軽減等の倫理的配慮から、本事業では計画的欠損手続きを採用し、組織ごとに
項目を無作為提示することで回答情報を収集する。なお、調査データの詳細な分析は後続の章に整
理し、本章では回収率等の基礎情報のみの集計を行う。また、アセスメント項目の評価に係る事例
調査のみではなく、本事業では母子保健活動を担う組織に対して、「支援資源の不足状況」に関す
る設問も設定する。当該設問に関する結果は、第二部第8章および第9章に整理する。 

2.3.3 (第一部 第５章) 全国調査データの分析: リスク比の推定 
 第5章では、全国調査データを使用し、項目ごとにアウトカムとの関連性を検討し、その結果に
関する概要を整理する。具体的には、「あるアセスメント候補項目に該当した時に、該当していな
い場合よりも、何倍程度アウトカムの該当確率が高いか」という、リスク比と呼ばれる指標を全て
の候補項目について推定する。なお、項目別の詳細な数値結果とその適切な解釈の方法について
は、本稿への掲載を割愛し、別添する「事業サマリ」と「アセスメント項目情報リスト」に掲載す
る。 

2.3.4 (第一部 第６章) 全国調査データの分析: 年齢等に関する解析 
 第6章では、「リスク比」という指標では直接検討できない項目について、別途項目の特徴に応
じたデータ解析を実施する。具体的には、妊婦の年齢、妊婦健診の受診回数など、「該当/非該
当」では定量化できない項目の分析を実施する。ここでは主に、「何歳未満の妊娠の場合、将来的
な養育上の課題の発生が懸念されるか」など、閾値に関する基礎的な分析を実施し、その結果を整
理する。 

2.3.5 (第一部 第７章) ツール構成案の作成と予測的妥当性の基礎評価 
 第7章では、第4章の基礎集計結果から第6章までの分析結果を踏まえ、各種母子保健活動で有用
と考えられる項目を選抜し、その「項目セット」としての予測性能を検証する。具体的には、全国
市区町村の母子保健主管部局で「当該項目の情報は母子保健活動では取得できない」といった利用
可能性の低い項目を除いた上で、アウトカムとの関連性が認められた項目を抽出し、さらに国際的
な指針や国内で重要視されるアセスメント観点について質的に精査することでアセスメント候補項
目のセットを作成する。項目セットは、子どもに関する情報がほとんど得られない妊娠期(新生児
期ごろまで)と、乳幼児期の二つを作成する。項目セットの評価には、最も単純な方法として「該
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当個数」による得点化と、項目ごとの重みを考慮した「重みづけ得点法」、そして、項目セットが
もつ情報を最大限に活用することを試みる手段としての「機械学習」によって、それぞれアウトカ
ムの該当情報がどの程度の精度で予測可能かについて検討する。なお、本章では「重篤な事態を含
め、児童虐待や養育上の不調等の何らかが発生したという経過がある」場合の全てを主要な予測対
象(主要アウトカム)として扱う。 

2.3.6 (第二部 第８章) 全国市区町村母子保健主管部門が抱える課題の整理 
 仮に的確なアセスメントツールの作成が実現されたとしても、アセスメントの結果が適切な支援
や介入に結びつかない限り、真に実効的な効果は得られない。第8章では、全国市区町村等の母子
保健活動を担う組織で、組織的な対応を講じる際の各種支援資源の不足状況に関する調査回答結果
を整理する。 

2.3.7 (第二部 第９章) 組織的課題の地域別評価 
 第9章では、第8章に引き続き、全国市区町村等の母子保健活動を担う組織における、支援資源の
不足状況に関する回答データを集計する。なお、第9章では、前章で得られた結果を踏まえ、「ど
のような地域でどのような課題があるか」について、地理空間的な可視化技術を用いて地域が抱え
る課題状況を可視化し、データ利活用の一例とする。 

2.3.8 (第二部 第10章) 機械学習等解析技術の活用例 
 第10章では、第5章から第7章で実施されたアセスメント項目と項目セットに関する分析を発展
させ、「全ての項目を候補対象とし、最大限に情報を活用した場合に、どの程度社会的リスク関連
アウトカムが予測可能か」という視点から、機械学習によるアウトカム予測の解析を行う。第5章
から第7章では、基本的に「該当した場合にアウトカムの発生が懸念される」という、いわゆる
「リスクが高い」という方向のみに基づいて項目を選抜する形式となっている。これに対し、本章
では、「該当すればリスクが低い」という方向に寄与する項目についても考慮の範疇に含め、全て
の項目の情報を最大限活用する。これにより、「直接的に社会的リスクを予測させる項目ではない
ものの、より識別性の向上に貢献しうると考えられる項目」を考慮することができる。当該結果
は、将来的なデータ利活用に寄与すると考えられる項目、情報の継続的な蓄積を推奨する項目の候
補として利用可能性がある。 

2.3.9 (第二部 第11章) 補足解析 
 第11章では、第10章までの解析結果を踏まえて、補足的解析が必要と判断された内容につい
て、その方法と結果を整理する。具体的には、保護者の続柄などのカテゴリ変数に関する情報整理
や、アセスメントツールの予測的妥当性について、現場実装を実施した場合に想定される性能の変
化に関する分析を実施する。 
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2.3.10 (第二部 第12章) アセスメントツールの構成手続きと今後の課題および
留意事項 
 1.4.3節でも触れた通り、アセスメントツールには、その作成意図や目的、適切な結果の理解や
利用法、あるいは限界点など、正しく理解した上での活用が求められる。第12章では、調査結果や
データ解析の結果を踏まえ、改めて本事業で作成したアセスメントツールの最終調整手続きと、当
該手続きを経て確認された限界点等について整理する。また、1.3節にも示した通り、アセスメン
トツールには様々な役割が想定される。中でも、特に重要であると考えられる「今後の検討課題」
に関して、調査結果に基づく範囲内で重要な論点を整理する。 

2.4 想定される成果 
 本事業で実施される各種の手続きにより、以下の成果物が得られる。それぞれの内容と位置付け
は次の通りである。 

2.4.1 事業報告書(本稿) 
 本事業の構想、それに基づく調査手続きと、各種の解析方法に関する情報が掲載される。事業の
目的や意図、範囲を整理した上で、「後続の研究事業等が再現できるよう」最大限配慮した手続き
の掲載を行う。なお、アセスメントツールの利用方法等に関する事項は、作成されたツールに付随
させる方が有効に機能すると考えられることから、アセスメントツールの利用方法、解釈の方法、
課題や限界点等の要点は、ツール本体に付随して要約する。  

2.4.2 事業報告書サマリー兼アセスメントツールの構成案と構成ガイド 
 本事業で作成したアセスメントツールを正しく活用するためには、作成の背景を含めた事業の概
要を利用者に向けて説明する必要がある。よって、事業報告書サマリーと、本事業で作成したアセ
スメントツールの構成案を、「事業報告書サマリー兼アセスメントツールの構成案と構成ガイド」
の書式名称で添付する。なお、作成したアセスメントツールは、「特に支援を必要とする子ども・
家庭・妊産婦の的確な把握を目指すアセスメントツールの構成案(試行版)」という表題で書式内に
掲載する。ここで、「構成案」や「試行版」と命名した理由は、(1)活用現場での実際的な利便性評
価等の本来的に必要な検証事項が十分に精査されていないこと、(2)関係組織間での共通利用等を前
提とした場合には、それぞれの自治体等で重要視する項目などを十分に議論し、組み入れ、協定化
などを含めた合意形成プロセスが実効性を確保するために重要であり、最終的には実務利用との整
合を得るための「仕上げ」の手続きが必要であることが背景となっている。  

2.4.3 アセスメント項目情報リスト 
 本事業で得られた、アセスメント観点の一覧と、それに付随する各種の解析結果等を項目ごとに
整理したもの。各項目をどのような理由に基づき「アセスメントツール構成案」に組み入れたのか
等の根拠情報も合わせて掲載されることから、「事業報告書サマリー兼 アセスメントツールの構
成案と構成ガイド」に添付する。 
 これらの成果物によって、(1)妊娠期(新生児期)と乳幼児の母子保健活動での利用を想定した社会
的リスクの初期アセスメントを補助するアセスメントツールの構成案、(2)各種の調査手法・解析手
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法の手続き等に関する後続の研究事業等で援用可能な技術的情報、(3)自治体が独自の項目等組み入
れを検討する際、あるいは、後続する研究事業等で利用可能なアセスメント候補項目の一覧情報等
が得られる。事業の前提や調査手続きなど、背景を適切に踏まえた上での、援用が期待される。 

2.5 倫理審査とデータの二次利用 
 本事業の実施にかかる調査・研究手続きについて、あらかじめ倫理審査申請を行い、下記の通り
承認を得た。 
  
【国立研究開発法人 産業技術総合研究所 人間工学実験委員会 事前申請】 
整理番号：人2021-1178(新規) 
実験課題名：母子保健における児童虐待予防等のためのリスクアセスメントの在り方に関する調査
研究 
判定結果：人間工学実験審査申請非該当 
  
【社会福祉法人恩賜財団母子愛育会 愛育研究所研究倫理委員会】 
通 知 日: 2021年12月7 日 
受付番号: 第4号 
研究課題: 母子保健における児童虐待予防等のためのリスクアセスメントの在り方に関する調査研
究 
判定結果: 承認(承認番号第4号) 
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第３章 アセスメント候補観点の収集 

3.1 背景と目的 
 児童虐待や養育上の不調などの発生予測や、事例の総合的な見立てを実現するためには、多面的
な情報が必要になる。アセスメントの対象も、子どもや妊産婦、保護者、親族等の関係者、その他
の社会関係や生活環境など幅広い。また、個人に関する情報についても、身体的側面、心理的側
面、社会経済的側面など、複数視点を持つことが要求される。こういった多面的視座は、アセスメ
ントツールを作成しようとする際にも同様に求められる事になる。 
 社会的リスクに関するアセスメント観点は、これまで母子保健活動の中でもいくつか整理が試み
られてきた。各自治体が、実務経験の蓄積から独自のアセスメント観点を言語化し、利用している
例も多い。それ以外にも、児童虐待による死亡事例検証報告や、児童相談所で用いられるアセスメ
ントツール、配偶者間等の暴力に関するアセスメントツールなど、関連する領域にまで範囲を広げ
れば、様々な視点が公開されている。  
 本章では、社会的リスクに関連するアセスメントに利用可能な観点を多面的に収集することを目
的として、(1) 全国母子保健活動で利用されている問診票やアンケート等、(2)妊産婦や子育て等に
関する既存のアセスメントツールや尺度、(3)児童虐待の調査項目やアセスメントツール、(4)児童
虐待等による死亡事例検証報告、(5)その他行政通知等で周知されたアセスメント観点、これらの資
料を対象とする文献調査を実施し、項目の抽出と統合を実施する。 

3.2 方法 

3.2.1 全国市区町村の母子保健部門で利用されている問診票等の資料収集 
 本事業の目的を達成することにおいてのみの利用を前提に、事業委託元である厚生労働省子ども
家庭局母子保健課によって実施された調査資料の貸与を受け、それを利用した。当該調査は、全国
市町村の母子保健主管部局で利用されている、乳幼児健診での問診票や、特定妊婦・ハイリスク妊
産婦等のアセスメントシート、その他の母子保健事業で利用されているアンケート等の資料を収集
するものとなっている。本事業では、当該資料に掲載された問診やアンケートの項目等から、「社
会的リスクに関連しうると判断される」項目を抽出した。また、同資料の収集時に調査されたアセ
スメント実施状況に関するアンケート結果についても集計することで、得られた資料の背景にある
自治体の状況を把握する。 

3.2.2 文献検索 
 全国市町村で利用される書面資料には含まれない範囲についてもカバーするため、文献検索によ
る情報収集を実施した。対象となる文献は、(1)厚生労働省等の行政通知文書や公開された政策関連
資料、(2)厚生労働科学研究費研究事業や子ども・子育て支援推進調査研究事業等の過去の母子保健
関連研究事業報告書、(3)妊産婦や子育て支援に関する既存のアセスメントツールや尺度に関する文
献、(4)児童虐待による死亡事例検証報告、(5)児童虐待対応に関する研究論文や資料、(6)児童虐待
と母子保健(保健師業務)、およびそれらに関連する主要トピック(産後うつ等)を含んだ書籍、(7)WH
OやUNICEF等が公開している妊産婦に関連するケアに関する指針等に関する資料を対象とした。



 33 

なお、これらの資料等は、文献データベース等で系統的に検索可能な範囲外に点在する灰色文献で
あることが大半であるため、系統的な文献検索手続きは実施せず、逐次的に検索キーワードを変更
した一般Web検索等により収集した。また、対象文献の領域での文献レビュー等が含まれる場合に
は、そのレビュー結果等を活用した。 

3.2.3 項目抽出手続き 
 収集された資料から、項目を抽出する際の手続きおよび統合の手続きについて整理する。 本事
業では、大きく「一次抽出」と「二次抽出」、そして「有識者による評価」の3段階で当該作業を
実施した。 
 一次抽出では、資料の全文レビューを実施した上で、「既出項目との重複を可能な限り抽出段階
で排除し、新規に得られた項目を追加する」形式で項目抽出を行った。項目の抽出手続きは、臨床
心理士の資格を有し、調査設計と統計解析に精通する担当者一名と、補助者1名の２名によって行
われた。 
 二次抽出は、一次抽出で得られた項目について、(1)完全に重複する項目の除外、(2)意味的に類
似する項目の抽象化と統合を実施した。抽象化と統合の手続きは、抽象度の高さ(具体性の低さ)の
バランスに配慮して行った。また、これに合わせて、各項目が属する領域区分を設定し、項目ごと
にカテゴリを付与した。 
 有識者による項目評価では、母子保健活動に従事する実務者を含めた有識者検討委員会によっ
て、二次抽出で得られた項目の過不足等について検討し、新規項目の組み入れや除外を実施した。  

3.3 結果 

3.3.1 文献検索および項目抽出の結果 
 文献検索の結果、最終的に項目抽出に組み入れられた文献・参考文献は、巻末に掲載する。ま
た、一部、児童虐待(子どもの家庭内性暴力を含む)に関する項目抽出を目的に含んだレビュー文献
については、その一次研究に相当する資料を掲載している。なお、全国市区町村で利用されている
問診票やアンケート等の資料については、特定可能性等への配慮から、その資料内容を本事業内に
おいては具体的に記載しない(概要のみに留める)。収集した文献等から項目を抽出した結果を図3.1
に示す。 
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図3.1 項目抽出の結果 
  
 項目抽出の結果、一次抽出では、社会的リスクに関連しうると考えられる項目が638項目抽出さ
れた。ここから、「抽出手続きの誤りにより、最終的にアセスメント項目の抽出という視点からは
明らかに無関連と判断された項目(e.g. 医師に相談したい事項等の自由記述項目)」が22項目、部分
的に内容が重複した項目の統合(e.g. 「入眠困難や中途覚醒」「入眠困難や早朝覚醒」となってい
る項目等)で16項目が除かれ、最終的に６００項目の一次項目が抽出された。二次抽出による統合
では、600項目が200項目まで、大区分7領域、各大区分内に含まれる小区分の合計54領域に分類・
整理された。なお、当該区分の設定は本事業内で項目の領域を管理するためのものであって、何ら
かの学術的な分類区分等に基づいて設定されたものではない。 有識者による項目評価では、項目
抽出担当者によって抽出された二次抽出では不足が認められた観点について、４つの項目が追加さ
れた(e.g. 乳児の持続的な泣き等)。これらの手続きにより、最終的に204項目のアセスメント候補
項目が抽出された。 
 最終的に調査に組み入れられた項目群と、その領域を表3.1に示す。 
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表3.1 調査に組み入れられたアセスメント候補項目数とその領域区分(事業内での区分) 
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 表3.1には、項目の領域区分ごとに含まれたアセスメント候補項目の数が示されている。なお、
表の右側に示されている「事例基礎情報の項目数」とは、子どもの年齢や保護者の不在など、事例
の基礎情報部分に相当する項目となっている。 
 また、母親と、父・パートナーに関する区分に関しては、出産等に関する項目を除いて、両者に
同じ項目が含まれるよう配慮(子育ての主体等に関するバイアス等への配慮)しているが、各種母子
保健活動での情報源となる主体が児童の母親である場合が多いと想定されることから、本事業で
は、母親が情報源となって得られる父・パートナーに関する情報は母親の項目側に暫定的に組み入
れることとした。それに伴い、妊娠期～乳幼児期の母親と父・パートナーの領域区分に項目整理上
の違いが発生していることを了解されたい。 
 なお、調査に組み入れられた各項目の内容や文言は、別添する「アセスメント項目情報リスト」
に掲載している。 

3.3.2 全国市町村の母子保健主管部門における(ツールを用いた)アセスメント
の実施状況 
 事業委託元である厚生労働省子ども家庭局母子保健課によって実施された調査(全国市区町村の
問診票等の提出を求める内容、および、各種母子保健活動における精神的・社会的側面に関するア
セスメントの実施状況に関するアンケート)の調査資料のうち、「精神的・社会的側面に関するア
セスメントの実施状況」に関するアンケートの集計結果を整理する。 
 アンケートへの回答は、対象となった自治体1922箇所のうち、1735箇所から得られた(回収率 9
0.0%)。アンケート項目の内容は、表3.2に示した母子保健活動のそれぞれにおける精神的・社会的
側面のアセスメントについて、(1) アセスメントシート等を用いて実施している、(2)アセスメント
を実施していない または アセスメントシート等を用いずにアセスメントを実施している、(3)当該
母子保健事業を実施していない、これらのいずれかを選択する形式で構成された。 
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表3.2 厚生労働省子ども家庭局母子保健課実施アンケートでの対象活動 

対象区分 対象時期等 集計グラフ表示名 

妊娠届出時(法定) 妊娠届出時_法定 

妊婦訪問(任意) 妊婦訪問_任意 

両親学級(任意) 両親学級_任意 

新生児の訪問指導(法定) 新生児訪問指導_法定 

乳児家庭全戸訪問(児童福祉法) 乳児家庭全戸訪問_児福法 

乳幼児健診 1~2ヶ月児(任意) 乳幼児健診1m2m_任意 

3~5ヶ月児(任意) 乳幼児健診3m5m_任意 

6~8ヶ月児(任意) 乳幼児健診6m8m_任意 

9~12ヶ月児(任意) 乳幼児健診9m12m_任意 

1歳半児(法定) 乳幼児健診1y6m_法定 

3歳児(法定) 乳幼児健診3y_法定 

4~6歳児(任意) 乳幼児健診4y6y_任意 

その他 機会に関する 
自由記述のため集計なし 

 
当該アンケートの集計結果を図3.2(単純棒グラフ)と図3.3(構成比)に示す(それぞれ、表示されてい
る数値は同一)。集計の結果、妊娠届出時(法定)、新生児訪問指導、乳児家庭全戸訪問、3～5ヶ月児
の健診、1歳6ヶ月健診、3歳児健診について、90%以上で「実施している」という自治体からの回
答が得られている。 
 そして、「アセスメントツールを用いた精神的・社会的側面のアセスメントを実施している」と
回答された割合は、妊娠届出時の85.24%を筆頭に、1歳6ヶ月健診(64.5%)、3歳児健診(63.86%)、
新生児訪問指導(61.79%)の順で高かった。各種の法定事業と、任意で実施率の高い3~5ヶ月児を対
象とする健康診査では、半数以上の市町村が何らかのアセスメントツールを利用した精神的・社会
的側面のアセスメントを実施しているが、その一方で、ツールを用いたアセスメントを実施してい
ない市町村も一定の割合で報告される結果となった。 
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図3.2 ツールを用いた精神的・社会的側面のアセスメントの実施状況について(棒グラフ) 
(注: 「ツール利用なし」と表記された区分は、”アセスメントを実施していない” または “アセスメントシート等を用いずにアセスメン
トを実施している”のいずれかであることに留意) 
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図3.3 ツールを用いた精神的・社会的側面のアセスメントの実施状況について(構成比表示) 
(注: 「ツール利用なし」と表記された区分は、”アセスメントを実施していない” または “アセスメントシート等を用いずにアセスメン
トを実施している”のいずれかであることに留意) 

3.4 結果の解釈 

3.4.1 項目の抽出結果について 
 母子保健活動における社会的リスクアセスメントに関連しうる項目を抽出した結果、内容に重複
のない項目(アセスメント観点)が600抽出された。 当該結果は、少なくとも児童虐待や養育上の不
調等の社会的リスクの的確なアセスメントを実現するためには、広範かつ多面的な情報が必要であ
ることを意味しているものと考えられる。また、すでに関係機関に向けて公開された情報や、自治
体にて利用されている問診等項目からこれらが抽出されたことを鑑みれば、少なくともいくつかの
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自治体において、多面的な視点に基づくアセスメントの実現を試みる取り組みが展開されているこ
とが窺われる。 
 二次抽出では、意味的に類似する複数の具体例を結合して統合する手続きを採用した。これは、
一つの項目が一義を反映する訳ではない状態となっている。言い換えれば、ある項目に該当した時
に、具体的にどのような状態が生じていたのか特定できないという状況が発生する仕様となってい
る。これは、「測定」の視点からは望ましいものではない。このような統合方法を止むを得ず選択
した背景には、(1)全国調査で評価する項目が膨大となった場合に、計画的な欠損手続きを採用した
としても、解析に必要な例数が十分に得られない可能性があったこと、(2)「測定」より「予測性
能」を重視する本事業の前提から、１項目あたりの(非)該当率が極めて小さい場合には、アウトカ
ムに対する情報の表現力が下がり、結果としてアセスメントツールが有する予測性能の向上に貢献
しない可能性が懸念されたこと、という二つの理由がある。当該課題から、今後の検討課題とし
て、「具体的なアセスメント観点として、測定したい情報については、複数項目等による信頼性や
妥当性のある尺度を作成し、それを利用する」などの手続きが必要になると考えられる。この点に
ついて、現場実務内で「全てのアセスメント観点を複数項目によって構成された尺度で測定する」
といった手続きは現実的に不可能であると推測される。よって、特に正確な「測定」が重要視され
うる観点からは、独立した尺度等による測定と評価を順次組み入れてゆくという流れが想定されう
る。具体的には、体系的に研究が進められ、一定の信頼性や妥当性が確保され、尺度による評価が
一般的となっている心理・精神医学的な側面に関するアセスメント事項(抑うつ症状等)や、Sexual 
and Reproductive Health and RightsやPreconception Careなどの国際的な指針における主要ト
ピックとなっている配偶者等間での暴力などの「測定」と「記録」を目指すのであれば、単項目に
よる記録ではなく、より正確性の担保されうる測定や記録の方法を採用することが望ましいといえ
るだろう。本事業では、「特にどのような観点のアセスメント情報がアウトカムの予測に貢献する
か」といった、観点のもつ重要性に関する情報を一部提供するのみに留める。本事業の結果を踏ま
え、後続の丁寧な研究の蓄積が必要とされる。 
 抽出された項目を領域区分で整理する際には、第一に、「妊娠期」と「乳幼児期」の二つの期間
で項目を大別した。基本的に妊娠期には子どもに関する情報がほとんど存在しないことなどの構造
的な理由から独立した区分を設定している。また、子どもに関する情報が少ない中で的確に社会的
リスクを評価するために、妊娠期の領域区分には、乳幼児期以降とは独立して、母親や父親・パー
トナー、家庭環境等の項目等を設ける手続きを採用した。しかし、このような大別は、子どもの成
育過程の変化の大きさや、子育てに関して課題となる事項の段階的変化を鑑みれば、時間的解像度
が粗い。子どもの年齢や発達段階、各自治体が独自に実施する乳幼児健診の時期等の粒度に応じ
て、今後より詳細な項目の選出や分析等が必要になるものと考えられる。 
 上述した各種の限界点を踏まえ、それをより精緻に検討してゆくために、各種の母子保健活動で
の記録情報の蓄積と、それを活用した研究等の広範な実現が期待される。 

3.4.2 全国市町村の母子保健活動におけるアセスメントツールの例 
 事業委託元である厚生労働省子ども家庭局母子保健課によって実施された調査のうち、「精神
的・社会的側面に関するアセスメントの実施状況」に関するアンケートの集計結果では、いくつか
の母子保健事業において、アセスメントツールを使用している自治体と、ツールを使用したアセス
メントを実施していない自治体に大別される結果が得られた。アセスメントツールを使用していな
い自治体の場合、精神的・社会的側面のアセスメントにおいて「組織内での判断基準」や「自治体
間での判断基準」が異なっている可能性があるものと推測される。また、「ツールを用いたアセス
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メントを実施している」との回答があった自治体に関しても、表3.3に示す例のように、他の自治
体との判断基準と異なる対応を展開している可能性が推測される。なお、ここでは収集された資料
のうち、特定妊婦やハイリスク妊産婦、要支援児童・家庭への対応に関連するアセスメントツール
についていくつか例を抜粋し、その内容について整理する。このとき、大多数の資料で出典や参考
元が不明であることや、自治体ごとに独自の改変が加えられている場合があることなどから、出典
情報や詳細についてはその内容を割愛する。 
 

表3.3 全国市町村の母子保健活動で利用されているアセスメントツールの一例 
(本事業担当者による任意の抜粋) 

注: 項目を一部改変したものや、問診票等の中に項目が点在して配置されている場合、項目の内容から出典が特定困難な
場合等が複数存在したため、当該ツールを利用している自治体等の計上は実施していない 
No 適用時期 項目数 概要 

1 妊娠期 
母子手帳交
付時 

24項目  (妊婦の)健康状態、個人因子、環境因子、経済的環境、その他の区分から構成。２０歳以下を若
年妊娠とし、妊娠週数22週以降の母子手帳交付を閾値とする。結果の評価方法や活用方法は未記
載。 

2 妊娠期 時期区分
ごとに26
項目 

 母子手帳交付時、妊娠中期、妊娠後期のそれぞれで評定し、妊娠中の状況経過を整理できる形
式。「特定妊婦」の判定では、例えば妊娠届出28週以降、「要支援妊婦」では妊娠届出16週以降
などの閾値が設けられている。 

3 妊娠期 39項目  妊娠に関する要因、心身の健康等要因、成育歴、家庭的・環境要因、社会的・経済的要因、そ
の他、周囲の援助者等の状況の区分から構成され、領域別に該当個数と閾値が設定され、ケアプ
ランの作成判定に援用されている。初産20歳未満と16歳未満の妊娠を若年妊娠として濃淡をつけ
て扱い、高齢出産を40歳以上で扱う。妊娠届出が20週以降の場合なども含まれる。 

4 妊娠期 13項目  家族構成や妊婦の状況、社会関係などの13項目で構成され、項目ごとに1~2点の重みが付与され
ている。2~5点をハイリスク、6点以上をスーパーハイリスクと判定する。 
 19歳以下を若年妊娠、中絶2回以上などの項目が含まれている。 

5 妊娠期 28項目  生活歴、妊娠に関する要因、心身の健康度等要因、社会的・経済的要因、家庭的・環境的要
因、その他等の区分から構成され、該当個数を基本として、特定の項目に該当した場合には別枠
の計上方法を設ける条件設定。具体的な活用方法は不明。初産20歳未満と16歳未満の妊娠を若年
妊娠として濃淡をつけて扱い、高齢出産を40歳以上で扱う。 

6 妊娠期 
母子手帳 
交付時 

10項目  望まない妊娠、精神疾患(既往)、若年妊娠(20歳未満)、母子手帳未発行・後期の届出、経済的困
窮、支援者がいない(パートナーがいない等)、すでに養育の問題がある(第一子育児放棄等)、妊婦
健診未受診、身体的不調、知的障がいの10項目から構成され、具体的な項目の評定・利用方法は
明記されていない。上記の該当状況等に応じて「要フォロー妊婦」が判定され、その中から、関
係機関での情報共有、支援知性の整備等、特に支援が必要な妊婦と考えられる場合を「特定妊婦
候補」としている。 

7 妊娠期 56項目  家庭基礎、妊娠・出産、その他の3区分から構成され、収集された情報を元にカンファレンスを
開催し、支援等の対応を決定するもの。 
 若年妊娠を18歳未満、パートナーの年齢が20歳未満を閾値とする。母子手帳交付時・妊娠届出
時の週数等に閾値は定められてない。 

8 妊娠期 47項目   「特定妊婦判定の目安」として妊娠・出産、妊婦の行動・態度等、家族・家庭の状況の3区分か
ら構成。妊婦の年齢が18歳未満を閾値、夫(パートナー)は20歳未満。妊娠届出の週数は22週以降
が設定されている。 
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9 妊娠期 16項目  「リスク要因」という表題で項目が並べられる。面接場面で確認されるのは一項目のみとなっ
ている。若年妊娠は19歳以下、妊娠届出週数は22週以降、高齢出産は40歳以降の初産が閾値とし
て用いられている。 

10 乳幼児期 
3~4ヶ月健
診 

82項目  「虐待要因一覧表」と位置付けられ、家族基盤、親準備性、親子の愛着形成、育児力、子ども
の健康問題の5つの区分から構成。項目ごとに1点から１３点までの重み付けがなされ、合計得点
等を用いていると推測されるものの、具体的な対応との結びつけ方法等は未記載。年齢について
は、両親のいずれかまたは両方が20歳未満の場合が閾値となっている。 

11 乳幼児期 68項目  家族の基盤情報、親の準備性、愛着形成、育児力、子どもの健康問題などの区分で「リスク要
因」とされる観点が整理されたもの。問診票や母子手帳、面談等による主観的評価を情報源に活
用し、該当個数で得点化。若年妊娠を20歳未満、高齢出産を35歳以上として扱う。 

12 乳幼児期 37項目  親の状態、子の状態、その他の3区分で構成。父母の年齢等の情報は含まれない。 

13 乳幼児期 20項目 子の状況、親の状況、家庭状況、(親族等による)支援体制、その他の区分から構成。保護者の年齢
等の閾値設定はなし。保護者の精神疾患と虐待歴あり(または疑い)のみ要保護児童対策地域協議会
への情報提供を検討するという方式。 

14 乳幼児期 29項目  「リスクアセスメントシート」の名称で、虐待の種類・態度、世帯の状況、安全確認、子ども
の状況、主たる虐待者の状況など、児童虐待の発生以降を前提とした区分構成がなされている。
また、緊急介入を検討する水準から、重篤性の水準ごとに該当内容例が記載されておいる。保護
者の年齢等の閾値設定はなし。 

15 乳幼児期 29項目  「乳幼児虐待リスクセスメント指標」の名称で、子ども、養育者、養育状況、家庭環境、援助
協力の5区分が設定され、それぞれに含まれる項目ごとに「高いリスク」「中くらいのリスク」
「低いリスクまたはリスクなし」の欄が設けられ、該当する具体例が配置されている。若年出産
の年齢明示はなく、「中くらいのリスク」の例に配置されている。 

 
 上記の表3.3の整理に基づき、本調査事業で(1)収集・整理を実施した項目の観点およびその多面
性、(2)本事業で想定した項目の得点化手続きや性能評価手続きの内容、予測的妥当性の評価視点に
照らして、代表例としてピックアップした上記のツールに想定される課題点を一覧で整理した(表3.
4)。 
 表3.3および表3.4に示した一例からも明らかな様に、各自治体が使用しているアセスメントツー
ルに部分的に重複する観点が掲載されていたとしても、全体に統一性はなく、評価観点やその数、
閾値の設定にも差異がある。一例として、妊婦の年齢、若年出産の年齢基準を「18歳未満」あるい
は「20歳未満」とするかについても自治体間で基準が異なっており、当該年齢基準によって支援を
必要とする妊産婦が系統的に見落とされている可能性が懸念される。また、アセスメントツールの
利用目的についても不透明なものがあり(“リスク”とは記載されているが、医学的リスクと社会的リ
スクが混在しているもの等)、評価の結果をどの様に活用するかについての活用方法も様々となっ
ている。また、それぞれのアセスメントツールに係る性能等(感度や特異度等)に関する定量的な情
報については、(産後うつや抑うつ症状の関連尺度等の研究に基づき開発されたものを除いて)一例
として掲載が確認されなかった。すなわち、各自治体で利用されているアセスメントツール(に含
まれる観点)を用いることで、「どの程度の事例を適切に検出できているか」あるいは「できてい
ないか」といった情報が現時点で不明であるという状況が発生している。 
 「全国で一律のアセスメント観点を設定する」という試みには、「地域独自に重要視される観
点」が脱落するという意味において十分であるとは言えない。しかしその一方で、支援を必要とす
る子ども・家庭・妊産婦の的確な把握(系統的な見落としを最大限防止すること)を目指す上で、性
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能が定量的に把握された項目等を用いて、「アセスメントに組み入れる最低限あるいは標準的な項
目」を設定することの意義は大きいと考えられる。 
 

表3.4 全国市町村の母子保健活動で利用されているアセスメントツールの一例とその評価概要 
注1:本事業担当者による任意の抜粋。本事業の収集項目や予測的妥当性評価手続き等の視点に基づき、各種アセスメントツール本体に 
  記載されている内容のみに基づいた任意評価によって一覧作成されていることに留意) 
注2: 項目を一部改変したものや、問診票等の中に項目が点在して配置されている場合、項目の内容から出典が特定困難な場合等が複数存在した 
  ため、当該ツールを利用している自治体等の計上は実施していない 

 
◯ 総合的な把握が試みられていると判断される(具体性に欠ける場合を含む) 

△ 重要なアセスメント観点が一部脱落していると判断される 

× アセスメントに必要な領域や区分単位の大きな欠落があると判断される 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

時期
区分 No 項目数 年齢等

基礎
対象者
範囲

妊娠時
情報 身体面 精神面 社会面 家族

関係
生活歴
その他

全体主要課題
(事業の視座から、ツールの内容のみに基づく)

妊娠期 1 24 △ × △ ◯ △ △ △ △ ・“何を”アセスメントするものか意図が不明
・家族構成やパートナー情報の大半が欠落

妊娠期 2 26 △ × △ × △ △ △ × ・身体障害の有無など身体面の評価がない
・パートナー情報や生活歴、環境情報がない

妊娠期 3 39 ◯ △ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ × ・家族構成やパートナー情報に不足
・原版を改変して生活歴情報を削除している

妊娠期 4 13 △ △ △ × △ △ △ × ・“何を”アセスメントするものか意図が不明
・多くの主要観点が欠落

妊娠期 5 28 ◯ × ◯ ◯ ◯ ◯ × △ ・家族構成やパートナー情報に不足
・現在の家族関係に関する観点が無い

妊娠期 6 10 △ × △ △ △ △ × × ・条件列挙のみでチェック欄等がなく使用方法不明
・判断基準不明、観点が10のみ

妊娠期 7 56 ◯ △ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ △ ・観点の部分的不足が懸念される
・項目該当時のリスクや強み等の解釈が不明瞭

妊娠期 8 47 △ △ ◯ △ ◯ ◯ ◯ ◯ ・複数項目の該当条件が厳しく「明確な課題のある
妊婦」の把握に主眼があり、系統的見落としが懸念

妊娠期 9 16 △ × × × △ △ × × ・“何を”アセスメントするものか不明
・多くの主要観点が欠落

乳幼児期 10 82 △ △ ◯ ◯ △ ◯ ◯ ◯ ・児童虐待のみに特化
・該当時得点の設定意図と方法の妥当性が不明

乳幼児期 11 68 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ △ ・全項目”1点”の数量化方法を採用することでの
系統的な見落としが懸念、予測的妥当性に疑問

乳幼児期 12 37 × △ △ × ◯ △ △ △ ・保護者年齢や家族構成等の基本情報観点なし
・保護者の身体面の情報が無い

乳幼児期 13 20 × × △ ◯ △ △ × × ・保護者年齢や家族構成等の基本情報観点なし
・生活環境や家族関係情報なし、個別観点が限定的

乳幼児期 14 29 -- -- -- -- -- -- -- -- ・虐待発生後評価ツール、予防的視座から評価困難
・リスクレベルの内容了解困難

乳幼児期 15 29 -- -- -- -- -- -- -- -- ・虐待発生後評価ツール、予防的視座から評価困難
・リスクレベルの水準設定に部分的了解困難

観点別課題事項

多面性
または
利便性
に懸念

閾値や
観点の
不揃い

パート
ナーや
きょう
だい情
報不足

医学的
情報の
みなど
不揃い

疾患や障
害の有無
がまばら

既往歴の
みの場合
や観点の
不足

経済面や
印象評価
の有無や
不一致

全く触れ
ていない
場合があ
る

全く触れ
ていない
場合があ
る

● 一部例を取り上げただけでも、明確にアセ
スメント観点に不足するものが散見。「全
国で統一性がない」と明確に結論

● 定量的な評価・性能情報がなく妥当性不明
多面的ツールでも数量化方法等の使い方の
誤りで系統的な見落としの発生が懸念
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第４章 全国市区町村母子保健部門・市区町村児童虐待
対応関連部門・児童相談所対象調査と基礎集計 
 本章では、第3章で実施されたアセスメント候補項目リスト等を使用した全国調査とその基礎的
な結果について報告する。 

4.1 全国調査の目的 
 本事業では、全国市区町村の母子保健主管部局、全国市区町村の児童虐待相談対応部局、そして
全国児童相談所を対象とする全国調査(以下、本調査)を実施する。本調査の目的は、第3章の手続き
で得られたアセスメント候補項目の基礎評価と、より社会的リスク関連アウトカムの検出に優れた
アセスメント項目セットを作成することである。このとき、本事業で想定する社会的リスク関連ア
ウトカムには、「重篤な児童虐待」も含まれる(後述)。当該アウトカムの該当事例に関する情報が
不可欠になるという理由から、全国市区町村の母子保健主管部門以外にも、全国市区町村および児
童相談所の児童虐待相談対応部門も、調査対象組織として組み入れている。また、仮に優れたアセ
スメントツールが作成されたとしても、それに後続する支援のための資源が不足していては、真に
実効的な意義は得られない。アセスメントツール作成後に生じうる課題をあらかじめ同定し、対策
について検討するために、上記目的に加えて、「全国市区町村の母子保健主管部門を対象とする支
援資源に関する簡易的な実態把握を実施する」という目的も副次的に設定している。 

4.2 全国調査の方法 
 本調査は、異なる組織種別の多機関を対象とする大規模調査となる。また、アセスメント候補項
目を回答組織単位で無作為に提示する設計を採用することから、Webアンケートフォームを用いた
回答形式を採用した。以下に調査の構成と各種手続きについて整理する。 

4.2.1 調査全体の構成 
 本調査は、組織単位で一つの回答を収集する「組織調査」と、組織で対応された事例について、
アセスメント項目の適用結果を報告する事例単位の「事例調査」の二つのパートで構成された。な
お、組織調査は母子保健活動を担う組織の支援資源について、その実態を把握するための設問のみ
を設定したことから、市区町村児童虐待相談対応部門と児童相談所の回答は求めなかった。 
 事例調査に関しては、調査回答組織にて対応された過去の事例(母子保健活動で関与した事例
や、児童虐待相談対応で関与した事例の全てを含む)のうち、三歳児乳幼児健康診査(の時期)を少な
くとも経ている、未就学の児童が対象となっている事例について、その(1)事例の基礎情報を把握す
るための設問、(2)当該事例における当該児童の妊娠期の状況に関する設問、(3)当該事例における
乳幼児期の状況に関する設問の三つの設問領域で構成された。また、単一の回答組織で報告可能な
事例情報は最大で5事例とし、5事例未満の報告であっても構わないという設計としている。 
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 4.2.2 調査対象組織の設定と区分 
 近年、「切れ目のない支援」を目標とし、母子保健活動を主管する部門と、児童虐待対応等を含
めた子ども家庭福祉部門を統合した組織形態に移行する自治体が増加してきている。しかし、その
組織構造や内部の組織形態、内部連携の在り方等は様々となっており、組織の在り方や名称を一律
の用語で記述することが困難な状況となっている。また、全ての自治体が総合的な組織体制に移行
しているとは限らない。そういった背景から、本事業では、(1) 母子保健活動を担う組織、(2)児童
虐待相談対応を担う組織、(3)児童相談所、(4)母子保健活動と児童虐待相談対応の両方を担う組織
という4つの区分で調査対象組織を便宜上区分し、それぞれに対する調査回答条件を設定した(次節
に詳述)。 

4.2.3 対象とする事例の抽出基準と回答に係る参照データ 
 事例調査では、最大5つの事例について、その概要情報の報告を求めた。この時、報告の対象と
なる事例の基本条件は「調査回答時点までに母子保健活動(乳幼児健診等)や児童虐待相談等で接
触・対応のあった、少なくとも三歳児健康診査(の時期)を終えている、現在未就学の児童が対象と
なっている事例のうち、直近に健診や面談等で接触のあった事例の中から、回答者が任意に選択し
た事例についてお答えください」とWebアンケートフォーム上等で教示した。 
 なお、本調査で対象となる組織の種別は(1) 母子保健活動を担う組織、(2)児童虐待相談対応を担
う組織、(3)児童相談所、(4)母子保健活動と児童虐待相談対応の両方を担う組織の4つの組織区分と
なっているが、事例の選定基準を設定するにあたっては、組織の機能的区分から3つに分けて条件
を提示した(なお、当該手続きは担当者による事例の任意抽出であって、無作為抽出ではない)。事
例抽出条件を表4.1に示す。なお、事例の選定条件は「2事例以上の回答報告が得られる場合」につ
いてのものであって、回答負担を鑑みた倫理的配慮から、報告事例が2事例未満であっても構わな
いものとしている。 
 

表4.1 組織区分別での事例の選定条件 

組織の区分 事例の選定条件(1) 事例の選定条件(2) 

母子保健活動
を主とする組
織 

養育上の不調や困難などが確認されていな
い、または、あってもごく軽微である、子
どもへの虐待や不適切養育が確認されてい
ない一般世帯の事例(1事例以上) 

社会的ハイリスク妊産婦・特定妊婦
や要支援児童・家庭としてフォロー
のあった事例(1事例以上) 

児童虐待対応
を主とする組
織 

養育上の不調や困難などが確認されていな
い、または、あってもごく軽微である、子ど
もへの虐待や不適切養育が確認されていない
一般世帯の事例(1事例以上) 

一時保護の実施等、家庭での養育
が困難と判断された経過のある児
童虐待事例(1事例以上) 

上記両方を担
う組織 

養育上の不調や困難などが確認されていな
い、または、あってもごく軽微である、子
どもへの虐待や不適切養育が確認されてい
ない一般世帯の事例(1事例以上) 

社会的ハイリスク妊産婦・特定妊
婦や要支援児童・家庭としてフォ
ローのあった事例(1事例以上) 
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4.2.4 アウトカムの定義と設定 
 本事業では、主となるアウトカムを「養育上の不調または児童虐待の発生」とし、これらいずれ
かが発生した場合を調査上の関心対象として扱った。アウトカムの発生時期は、対象児童の出生後
から調査回答時点(すでに三歳児健康診査(の時期)を終えている就学前まで)とし、当該期間にアウト
カムの発生が1度でも確認されている場合に「該当」するものとして扱った。このように主たるア
ウトカムを広範に定義した背景には、「何らかの支援が必要と判断される子ども、家庭、妊産婦を
把握する」という目的に照らした時に、発生した出来事の重篤性等に関わらずそれらを全て対象範
囲に含める必要性があったためである。 
 一方、主たるアウトカムのみを用いた項目評価を行なった場合、「それが具体的にどのような社
会的リスク事象との関連を反映したものか」についての詳細を得ることができない。そこで、本事
業では、養育上の不調や児童虐待の個別内容を副次的アウトカムとして設定した。アウトカムの測
定対象時期等は主たるアウトカムと同様である。ここで、各種アウトカムの内容に関する(記述的)
定義を表4.2および表4.3に示す。 
 

表4.2 各種アウトカムの内容 

主たるアウトカム 副次アウトカム区分 副次アウトカム 記述的定義・該当条件 

養育上の不調または
児童虐待の発生 
 
(副次アウトカムのい
ずれかに該当する場
合に該当) 

重篤な児童虐待 重篤な身体的虐待 表4.3参照 

重度のネグレクト 表4.3参照 

その他深刻な虐待 表4.3参照 

性的虐待 表4.3参照 

児童虐待等 身体的虐待 上記「重篤な身体的虐待」
には含まれない身体的虐待 

ネグレクト 上記「重度のネグレクト」
には含まれないネグレクト 

心理的虐待(DV・面
前暴力を除く) 

上記「その他深刻な虐待」
には含まれないDV・面前
暴力以外の虐待 

DV・面前暴力 上記「その他深刻な虐待」
には含まれない家庭内で発
生したDV・面前暴力 

養育上の不調 養育上の不調 表4.3参照 
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表4.3 重篤な児童虐待と養育上の不調に関する(記述的)定義 
重篤な虐待の記述的定義は、髙岡他(2020)および山本他(2012)を元に作成している 

副次アウ
トカム 

具体例・(記述的)定義 

重篤な身
体的虐待 

・熱中症や低体温症など子どもが危険にさらされる戸外への意図的な締め出し行為 
・拘束、縛り付け、逆さ吊り、布団蒸し行為、一室への閉じ込め、長期外出禁止な
どの行動の自由を奪う行為 
・乳幼児を激しく揺さぶる行為(SBS/AHT等の疑いを含む) 
・子どもを踏みつける、頭部顔面や胸部・腹部を殴る蹴る・養育者が子どもの身体
の複数箇所を殴打している、頭部顔面の外傷や頭蓋内出血や硬膜下血腫等がある、
腹部の鈍的外傷がある 
・内臓損傷または出血・骨折・多発骨折がある 
・頭部の瘤や抜毛、眼部・眼周囲を含む顔面に点状の出血や痣、眼の血走りなど、
児童の頭部顔面の外傷、硬膜下血腫、頭蓋骨骨折等の既往がある(原因不明/説明が不
自然な場合を含む) 
・眼底出血・網膜剥離・水晶体脱臼などの眼科所見がある 
・子どもの耳介や耳穴、口の周囲や口内の挫傷・裂傷がある 
・子どもに鼓膜破裂、難聴、鼻中隔骨折などの耳鼻科所見が認められる 
・子どもの耳、脳、腹部、下腹部、背中、脂肪部位(内腿・臀部など)等、事故で受傷
しにくい部位に外傷や内出血がある 
・道具を使った体罰または暴力行為がある(外傷の有無や軽重を問わない) 
・子どもに特徴的な形状の外傷・瘢痕(古傷)がある(小型円形熱傷・タバコ熱傷、手
形・つねった痕・ミミズ腫れなど) 
・その他の特徴的な形状の創傷がある(帯状痕、二重条痕等) 
・熱湯をかける、広範囲の熱傷がある(意図的な受傷が疑われる) 
・首を絞める行為または首を絞めたような跡がある(頚部絞扼・絞扼痕) 
・溺れされる行為(風呂に沈めるなど) 
・鼻と口をふさぐ行為や、乳児の場合は顔に布をかける行為がある、疑われる(肺水
腫など) 
・子どもの身体に新旧が混在する創傷がある 
・代理によるミュンヒハウゼン症候群(疑われる場合を含む) 
・異物や不適切な薬物を飲ませる、中毒症状がある(意図的かどうかを問わない) 
・受傷状況不明、受傷理由が不明な重度の外傷・骨折等がある 
(乳児の場合等)移動を獲得する前の段階で児童に外傷が発生している 
・子どもが泣き止まないことに苛立っての身体的暴力がある(ただし、年齢や暴力の
内容を考慮すること) 
・その他、常軌を逸していたり、子どもの生命の危機や健全発達を著しく阻害しう
る重篤な身体的虐待(エアガンで乳幼児を撃つ等) 

重度のネ
グレクト 

・医療ネグレクト、感染症や乳幼児の下痢、慢性疾患、重度の外傷があっても病院
の受診がない 
・乳幼児の置き去り・放置(車内を含む) 
・子どもに監護責任者不在での夜間徘徊・放置がある(子どもの年齢を考慮すること) 
・疾患等の器質的な理由によらず、子どもの身長または体重が標準身長・標準体重
の-2SDを下回っており健康状態に大きな懸念が発生している(すでに健康上の問題が
発生している、懸念があるが病院等を未受診状況にある) 
・子どもに脱水症、栄養失調、肺炎、敗血症等による衰弱がある 
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・養育放棄、養育者が子どもの養育に関して無関心、拒否的、「世話をしたくな
い」等の訴えがある 
・その他、常軌を逸していたり、子どもの生命の危機や健全発達を著しく阻害しう
る保護の放棄・怠慢行為がある 

性的虐待 ・性器・口腔・肛門への挿入(挿入されたものは問わない)を伴う行為(加害者の性
器・口腔・肛門への被害児の性器や手、物等を挿入させられることを含む) 
・直接または着衣の上から子どもの身体に触る・触らせる性的接触 
・子どもに性器や性交を見せる、子どもに対して卑猥な言葉を発する、性的描写の
ある物品を子どもに見せる・見える状態にしているなどの性的刺激への不適切な暴
露 
・子どもをポルノグラフィーの被写体にする 
・子どもに売春や援助交際等を強要する、子どもを性的に搾取する 
・子どもに性感染症や性器・肛門・下腹部の傷がある 
・被害内容不明であっても、性的虐待の示唆がある 
・子どもが年齢不相応な性的興味・関心・知識を有する、年齢不相応な性的行動が
ある 
・その他、常軌を逸してたり、子どもの生命の危機や健全発達を著しく阻害しうる
性的虐待行為や環境・状況がある 

その他深
刻な虐待 

・家庭内で、首を絞める等の窒息につながるDV行為や刃物等の武器を用いたDV行
為、「殺すぞ」等の脅迫または暴力が発生している 
・養育者が子どもに心中や自殺を強要する行為や発言がある 
・「生まれてこなければよかった」「出て行け」など、子どもの存在を否定・拒絶
する発言がある 
・子どもに自傷行為や自殺企図がある 
・子どもが帰宅を嫌がる・拒否する・保護や救済を求める・訴える 
・養育者が子どもの保護・救済を求めている、または、現状解決されていない養育
上の課題(自身または子どもの安全に関わる)に対する解決方法を求めている 
・養育者が「このままでは何をするかわからない」「子どもを殺してしまいそう」
などの自己制御困難に関する訴えがある 
・虐待行為が明らかであると判断されるにもかかわらず、養育者が虐待を否定す
る・認めない 
・養育者の自殺企図・親子心中の未遂、ほのめかし(死にたい・殺してしまいたい)が
ある 
・(虐待が疑われる状況下において)子どもまたは養育者の居所が不明 
・世帯が困窮状態にある(その日の生活に困るなど) 
・子どもや養育者が、(別の養育者等によって)「殺されるかもしれない」「何をされ
るかわからない」などの確信めいた不安や恐れを訴える 
・きょうだいに虐待死・事故死・死因不明死の情報がある 
・その他、常軌を逸していたり、子どもの生命の危機や健全発達を著しく阻害しう
る行為や状況がある 

養育上の
不調 

「児童虐待」とはラベルづけされないものの、子どもに対する不適切な養育や、一
時的な養育困難の発生があった(しつけのしすぎがあった、虐待をしているのではな
いかと報告する、監督不十分による事故の発生、あるいは何らかの理由による養育
困難や養育者への過度な負担の発生等)場合に該当とする。 
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 「重篤な身体的虐待」、「重度のネグレクト」、「その他の深刻な虐待」の内容例は、令和元年
度子ども・子育て支援推進調査研究事業「児童虐待対応におけるアセスメントの在り方に関する調
査研究」にて、「子どもの生命の危機」に直結しうる(死因となりうる)虐待行為や、子どもの心身
の健全な発達を著しく阻害しうる「重篤な虐待」として、各種調査結果と有識者検討委員会の議論
の末に抽出された内容となっている(髙岡他, 2020))。また、「性的虐待」に関しては、「性的虐待
対応ガイドライン(2011年版)」にて記載された内容を元に作成している(山本他, 2012)。 
 これらのアウトカムの定義については、調査依頼時に添付した「Web調査フォームの回答ガイ
ド」資料に記載するとともに、該当箇所の設問に当該記載事項の説明と案内を書き添えることで回
答者に案内した。 
 なお、これらのアウトカムの測定は、調査回答者が「その事実を把握している場合」のみに限ら
れ、回答者が把握していないアウトカムが潜在的に家庭内等で発生していた場合には、不完全測定
の状況が発生する。こういった回答者が有する情報不足に由来した不完全な測定に対して、本事業
では「追加の調査」を依頼したりすることは実施していない。また、アウトカムの該当/非該当の
状況に拘らず、本事業では「当該事例にどのような支援や行政サービスを提供したか」などの介入
の有無や内容等に関する情報は、「継続的なフォローや児童相談所への通告等があったか」という
進行管理に関する経過を除いて考慮していない。当該事項は、各種解析結果を解釈する上での重大
な限界点となっている。なお、アウトカムを含めた解析方法の事前設定は、それぞれ第5章および
第6章に記載する。 

4.2.5 事例の基礎情報に関する項目の設定 
 事例調査は、事例の基本概要に相当する事例基礎情報の項目と、無作為提示するアセスメント候
補項目の2つのパートで構成された。事例基礎情報に関する項目は、全ての場合において共通して
提示され、無作為提示ではない。アウトカムを除く事例基礎情報の設問内容を表4.4に示す。当該
項目は、(1)母親の年齢等の事例の概要を把握する上で不可欠となる項目、(2)乳幼児健康診査の未
受診など多くの領域で共通した指標になっている観点、(3)年齢や人数など、数値回答が必要な項
目、(4)養育者の続柄など複数選択が必要な項目で構成された。アウトカムを含めた事例の基礎情報
に関する設問の提示画面を、図4.1に示す。なお、これらの項目の抽出源は、表3.1に示した文献調
査の結果を使用している。 
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図4.1-1 アウトカムと事例基礎情報に関する設問 
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図4.1-2 アウトカムと事例基礎情報に関する設問 

 



 52 

 
図4.1-3 アウトカムと事例基礎情報に関する設問 

4.2.6 無作為調査項目の提示方法と例数の想定 
  事例調査のうち、特に「妊娠期(新生児期ごろまで)」と「乳幼児期」の子どもや保護者、家庭の
情報については、無作為に提示されるアセスメント項目によって事例情報が収集された。全ての設
問に関する回答方式は、選択肢が「該当」「非該当」「不明未確認」「不明確認困難」の4つから
いずれか一つを選ぶプルダウン選択方式となっている(なお、選択肢の初期状態である「未入力」
を選択することも可能)。各選択肢の判断条件は下記の通りである。 
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【該当】: 当該項目に該当する場合(一度でも該当が認められることがあった場合) 
【非該当】: 当該項目に該当しない場合。または、「きょうだいがいない事例なのに、きょうだ
いの情報が問われている」など、事例に対応した項目でない場合 
【不明未確認】: 項目の情報を組織で収集することはできるが、取得が不要と判断された場合な
ど、未確認によって不明となっている場合 
【不明確認困難】:項目の情報を組織で収集することができない場合。それにより不明となってい
る場合。 
 
「妊娠期(新生児期ごろまで)」の状況に関する項目は、36項目から8項目が無作為に抽出提示され
(提示率22.2%)、「乳幼児期」の状況に関する項目は、136項目から28項目が抽出提示された(提示
率20.6%)。無作為抽出は、組織ごとに一様乱数に基づいて抽出された。この時、毎回独立に一様乱
数に基づいて復元抽出を行う方法ではなく、「現時点で抽出されていない項目の中から一様乱数で
項目を抽出し、未抽出項目がなくなった段階で初期状態から再度重複のない項目を無作為抽出す
る」という抽出方法を採用した。これにより、各項目の実際の提示率がおよそ均質となるよう配慮
された。提示された個々の項目内容については、別添する「アセスメント項目情報リスト」を参照
されたい。 
 ここで、項目の提示率と調査回収率の見込みから、想定される例数に関する事前想定の内容を整
理する。 
 本研究の目的を達成するために必要な主たる統計解析は、(1)各種アセスメント項目と児童虐待や
養育上の不調との関連性を示す解析(第5章)、(2)児童虐待や養育上の不調との関連性が認められた
項目で作成したアセスメントツール(項目セット)の予測的妥当性の性能評価(第7章)となる。 
 第一の統計解析は、各リスク項目の該当別で虐待等の発生率を比較する(リスク比)ことで達成さ
れる。本研究代表者が令和元年度に実施した、Webアンケートのみを回答手段とする同規模・同組
織対象の調査では、児童相談所の回答率が60.0%(129箇所)、市区町村の回答率が24.8%(470箇所)
となった。また、これらは回答事例数の上限を20件とする調査であったが、平均回答事例数は児童
相談所(129箇所回答、回収率60%)で15.34件となり、市区町村(470箇所回答、回収率24.8%)で7.4
7件となった。当該状況を参照しつつ、感染症対策環境下での回収率の低下等を一部考慮し、一例
として市区町村母子保健領域の回答組織数を300箇所、児童相談所の回答組織数を100箇所、市区
町村虐待対応部門の回答組織数を300箇所と仮定する。そして、一組織あたり平均2事例の回答が
得られたと見積もった場合、収集される事例数はそれぞれ600件、200件、600件の合計1400件と
なる。ここで、2事例以上の回答が得られる場合、母子保健領域では「一般事例」「要フォロー等
事例」を一例ずつ以上、虐待対応領域では「要支援児童事例」「要保護児童事例」に相当する事例
を含めることを選定条件とした(表4.1)。よってそれぞれ、「母子保健領域の一般事例」が300件、
「母子保健領域の要フォロー等事例」が300件、「要支援児童事例」が400件、「要保護児童事
例」が400件得られる計算となる。そして、無作為抽出して回答者に提示するアセスメント項目の
提示率は約20%であった。よって、無作為提示される項目は、件数が最小となる「母子保健領域の
一般事例」(想定300件)を例として、そのうちの60事例で提示されることになる。これを比較基準
とした時、何らかのアウトカムに該当することが前提となる対照群(一般事例以外等)では少なくと
も60事例以上での項目評定情報が含まれることとなる。リスク比を推定する統計解析(統計的推定)
を実施するにあたり、十分な例数であると判断される。 
 第二の統計解析は、第一の統計解析の結果を踏まえたアセスメント項目のセット(項目群)に対し
て、当該項目群を用いた場合に、各種アウトカムをどの程度予測できるかを評価する手続きとな
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る。その方法には、「項目該当個数」「重み付け得点の合計点」「機械学習モデル」を利用する
(ただし、機械学習は学習データサイズに応じて適切な方法を使い分ける)。このとき、母子保健領
域で使用されるリスクアセスメントツールの項目数は、「30項目でも負担が大きい」と形容される
(光田他, 2021)。当該基準に従って最大30項目の情報を活用した場合であっても、アウトカムの予
測性能を検証するために収集された事例数は上述の通り1400件以上が見込まれる。予測性能を検
証するにあたり、十分な例数が含まれると判断できる。また、ここでの「1400件以上の事例デー
タ」には、事例の基礎情報を除いたアセスメント項目に80%の完全にランダムな欠損(MCAR)が発
生している。欠損の補完には、深層学習の生成モデル(VAE)を使用し、20%の非欠損データの２項
目の重複率4.0%(56事例分)が最小、全事例提示する事例基礎情報との重複率20%(280事例分)が最
大重複率となる同時分布情報を用いて多重代入する(詳細は第10章を参照)。なお、提示された項目
の中で発生した未回答等による欠損の背景メカニズムにはランダム性が十分仮定できないものと考
えられる。また、調査で欠損がなく得られた項目で欠損値を完全に補完するとは考え難い。これに
より、どのような欠損の補完手続きを採用した場合であっても、各種解析にバイアスのリスクが発
生する可能性は避けられない。本事業では、当該視点を了解しつつ、欠損補完手続きを実施し、
「欠損による過剰な結論・偏った結論」の発生を最大限防止する。なお、これらの主たるデータ解
析は、統計的推定か機械学習手法の利用を前提としており、何らかの仮説検証を目的とする解析
や、統計的検定(有意性検定)は実施しない。よって、必要最小例数の設計手続き(事前の検定力分析)
は実施していない。 

4.2.7 組織単位の調査項目 
 本調査では、上述した事例調査の他、母子保健活動を担う組織を対象とする組織単位の設問を調
査に組み入れた。本事業では、「どのような地域に、どのような支援上の課題があるか」について
把握するため、(1)管轄地域の2020年度の出生数、(2)管轄地域の人口、(3)支援を展開する上で不足
している資源等に関する3つの設問を配置した。不足資源に関しては、各種文献にて指摘されてい
る「比較的全国で共通性の高いと考えられる観点」についてはチェックボックス形式で提示し、そ
の他の不足事項等は自由記述形式で回答を収集する方式とした。実際の設問提示画面を図4.2に示
す。 
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図4.2 組織単位の設問  
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4.2.8  調査実施の手続き 
 本調査への参加協力依頼手続きについては、下記の通り実施した。 
 全国市区町村の母子保健主管部局に対する調査依頼は、厚生労働省子ども家庭局母子保健課か
ら、事務連絡で全国市区町村に協力依頼の周知を行なうことで実施した。また、全国市区町村の児
童虐待相談対応部門(研究代表者が把握している要保護対策地域協議会設置箇所)と令和2年度までに
設置のあった児童相談所(調査開始時点で設置から１年以上を経ている時期に開設された箇所)に対
しては、研究代表者から郵送にて依頼状を含めた関係書面を送付することで回答依頼を実施した。
依頼に係る書面は、(1)依頼状、(2)研究説明文書、(3)同意書、(4)同意撤回書、(5)Web調査フォーム
回答ガイドの5点であった。このうち、特に倫理的配慮に関する事項として、(1)依頼状および(2)研
究説明文書中に、「本調査への回答は任意」であり、「組織にてWebアンケートフォームにアクセス
できない場合(または、セキュリティの解除手続き等が必要な場合)、災害等被災地域、新型コロナウイ
ルス感染症対策下による回答困難、その他理由により回答が困難な場合は、その理由の如何を問わず本
調査への回答および以降の手続きは全て不要」となる旨を記載し、また、「いついかなる段階であっ
ても参加協力の同意を撤回することが可能であり、参加協力をしないこと・同意を撤回することに
関連してあらゆる不利益が発生しない」ことを記載し、書面にて教示した。回答者は、当該書面に
よる各種事項の説明を確認した上で、Web調査フォームからの回答を実施した。なお、同意手続き
は、Webアンケート画面における具体的な設問の前段階に設置された同意確認画面で実施された。 
 調査対象となった組織種別ごとの件数は、全国市区町村の母子保健主管部局が1922箇所、全国
市区町村の児童虐待相談対応部門(研究代表者が把握している要保護対策地域協議会設置箇所)が18
95箇所、児童相談所(調査開始時点で設置から１年以上を経ている時期に開設された箇所)は219箇
所となった。 

4.3 全国調査の結果 
 本節では、全国調査で得られた基礎結果について報告する。 

4.3.1 回収率と収集事例数 
 全国調査の対象は、(1) 全国市区町村の母子保健主管部門(母子保健活動と児童虐待相談対応の両
方を担う組織を含む)が1922箇所、(2)事業主体が把握している全国市区町村の児童虐待相談対応部
局(要保護児童対策地域協議会設置箇所)1895箇所、(3)2019年度時点で設置があり調査時点で閉鎖
されていない児童相談所(支所・分室を除く調査依頼時点までで設置から1年以上が経過している箇
所)219箇所となった。各組織から回答の得られた合計事例数は870事例となった。当該組織数を基
準とする回収率および収集された事例情報件数を表4.4に示す。なお、調査依頼の郵送案内に伴う
宛先の誤りによって生じた回答脱落件数は、9件であった(市区町村児童虐待相談対応部局8件、児
童相談所1件)。 
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表4.4 回答組織数・回収率・回答事例件数 

対象組織 回答組織数 回収率(対象組織数
を分母とする) 

回答事例数(合計) 手続き上の脱落数 

市区町村母子保
健主管部局 

673箇所 35.0% 468件 0件 

市区町村児童虐
待相談対応部門 

385箇所 20.3% 240件 8件 

児童相談所 140箇所 63.9% 162件 1件 
 

4.3.2 アウトカム該当率と各種支援対応等の内訳 
 本調査では、対象となる事例を無作為に抽出したランダムサンプリング調査ではない。アセスメ
ントツールの候補項目とアウトカムの関連性について検討するために、任意の一般事例とフォロー
等の対応歴があった事例をバランスして抽出する手続きを採用した。データ上のアウトカムの該当
率は、アセスメントツール構成案の予測的妥当性を評価するための各種性能指標に影響を与えるた
め、図4.3に示す。 
 

 
 

図4.3 収集事例におけるアウトカムの該当率 
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 各アウトカムの該当率を確認した結果、主たるアウトカムとして想定した「虐待と養育不調」に
該当した事例がデータ上の84.6%となった。最もアウトカムの該当率が低かったのは、「性的虐
待」で1.3%となった。該当率が低いアウトカムについては、該当事例の特徴やパターンを網羅で
きていない可能性があることから、各種解析の結果の解釈には留意する必要がある。 
 上記のアウトカムに該当する事例が多く含まれる中で、「どのような対応(支援)がなされてきた
か」という経過情報は、アウトカムの発生そのものに影響する重要な情報となる。各事例における
各種の支援や対応歴の該当率を図4.4に示す。  
 

 
図4.4 進行管理・フォロー等の該当率 

 
 図4.4より、各種対応や支援の実施歴について「いずれにも該当なし」となった事例が25.5%と
なった。すなわち、事例データの74.5%に「何らかの対応や支援が施されていた」という経過があ
ることが確認された。当該結果から、何らかの支援や対応によって「アウトカムの発生が抑止され
た」結果、アウトカムへの該当が「なし」となっているケースが一定数含まれていることが推測さ
れる。対応や支援からくるアウトカム該当の有無への影響は、各種アセスメント候補項目とアウト
カムの関係を分析する上でバイアスを生じさせる可能性が高い。したがって、後続する各種の分析
結果については、慎重な解釈や解釈の保留が必要となる。 
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4.3.3 無作為提示項目の選択肢構成比 
 本事業の事例調査では、組織ごとに無作為に抽出されたアセスメント候補項目を提示し、対象事
例にそれらが「該当」するか否かについて回答を得た。より具体的には、「該当」、「非該当」、
「未確認による不明」、「確認が困難であることによる不明」の4つの選択肢と「未入力」を加え
た合計5つの選択肢からいずれかが選択された。無作為に提示されたアセスメント候補項目は、
「妊娠期の頃」について尋ねる項目38項目(項目ID Maternity001-038)と、「乳幼児期」に見られ
た状況について尋ねる項目145項目(項目ID Whole001-145)であった。それぞれの項目の回答結果
の構成比を図4.5および図4.6に示す。項目IDに対応した具体的な項目内容は、「アセスメント項目
情報リスト」に掲載している。 

 
図4.5 「妊娠期の頃」の状況に関するアセスメント候補項目の回答選択肢構成比 
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図4.6 「乳幼児期」の頃の状況に関するアセスメント候補項目の回答選択肢構成比 

 
 なお、各項目について、「確認困難による不明」の割合が多い項目については、アセスメントツ
ールに掲載した場合に「実際的には利用が困難」になる可能性が高いと考えられる。したがって、
「未入力」を除く回答数に占める「確認困難による不明」の回答割合を「確認困難率」とし、１０
０％から確認困難率を引いた割合を「確認可能率」定義して当該指標を算出した。全項目に関する
確認可能率の分布を組織種別で図4.7に示す。 
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図4.7 組織種別の全項目確認可能率の分布 

 
 確認可能率の分布について確認した結果、全ての項目でその割合が50%以上となった。また、ア
セスメントツールの利用主体であることが想定される「市区町村母子保健主管部門」において、最
も確認可能率の低かった項目は「父・パートナーの過去の生育歴・逆境体験」に関する項目とな
り、その値81.6%となった。すなわち、確認可能率が80%を下回る項目は、市区町村母子保健主管
部門からの回答結果からは確認されなかった。 

4.3.4 組織単位の調査項目の回答率 
 全国調査では、ここまでに整理した事例調査情報だけでなく、組織単位の調査を実施した。対象
は、母子保健活動を担う全国市区町村の母子保健主管部門(児童虐待相談対応も行う子育て世代包
括支援センター等を含む)となっている。当該組織調査に関する各種の回答結果については、第８
章に掲載した。 

4.4  結果の解釈 
 全国調査の結果、母子保健活動を担う組織と児童虐待相談対応を担う組織から、一定数の調査回
答が得られた。収集された事例数870例については、各種項目の基礎評価を行う上で、必要最小程
度の例数が得られたものと考えられる。ただし、後続する各種解析とその目的に対して、当該例数
が十分であるか否かについては、解析の目的と手法に依存するところが大きい。また、収集された
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事例の中には、「支援や対応があった事例」とそうでない事例が含まれている。当該観点がアウト
カムの発生の有無に影響を与えている可能性があることから、後続する解析結果にバイアスが含ま
れる可能性は十分に指摘される。さらに、「アウトカムの発生」が、各組織で正確に測定され、回
答されているかについて、その不完全測定・不完全報告の可能性が懸念される。その他にも、本事
業で収集した事例データにおけるメインアウトカムの該当率は84.9%となっており、実際の母集団
におけるアウトカムの該当率とは異なっているものと推測される。各アセスメント候補項目やアウ
トカムの該当例を一定程度均一に収集し、解析可能なデータを収集するために講じた工夫であるも
のの、不均衡な事例情報を扱う状況が発生することとなった。こういった調査上の限界点から、ア
ウトカムに該当のあった事例群および該当のなかった事例群のそれぞれについて、母集団の特徴を
十分に反映していない可能性が指摘される。今後は、無作為抽出法や悉皆調査法等の手法を採用
し、支援や対応の影響を調整した正確な検討が望まれる。 
 なお、本事業で収集したアウトカム情報には、「胎児に対する堕胎行為」など、出生前の子ども
に対する行為は含まれていない。また、児童虐待による死亡事例における死因となった「直前の行
為」については、各種重篤な虐待で最大限考慮されているものの、「遺棄」などによる「0歳0日の
死亡例」については、直前の行為に相当する代替アウトカムが収集困難なため、本事業では扱われ
てない点に留意されたい。 
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第５章 全国調査データの基礎的分析: リスク比の推定 

5.1 目的 
 本章では、全国調査の結果得られた各アセスメント候補項目の該当情報と、各種アウトカムの関
連性について検討する。具体的には、各項目単体が有するアウトカムの識別性能ついて評価するこ
とを目的として、各項目該当時のアウトカム該当率の比(リスク比)を推定する。 

5.2 方法 

5.2.1 適格基準 
 組織単位の回答に関する適格基準は、調査で「全ての設問が無回答」または「組織調査のみに回
答」しており、事例調査(評価対象となるアセスメント項目を含む)への系統的な欠損が発生してい
る回答組織を除外の対象とした。 
 事例単位の回答に関する適格基準は、事例調査で「全ての設問が未入力または無回答」となって
いる系統的な欠損が発生しているレコードを除外対象とした。 
 項目単位の回答に関しては、「未入力」または「不明未確認」「不明確認困難」となっているレ
コードを除外対象とし、項目ごとに「該当」または「非該当」のいずれかの回答が入力されたレコ
ードのみを組み入れ対象とした。 

5.2.2 データ抽出手続き 
 本解析に先立って、組織の所在地を示す郵便番号情報等を除いて全て匿名化した事例情報テーブ
ルを作成した(データ源からのレコード抽出と事前の匿名化処理: 全調査データに対して除外等なく
実施)。そして、その全件を抽出した。データの抽出および処理手続きは統計解析環境R(R core Te
am, 2019)により実施した。 

5.2.3 データ処理手続き 
 適格基準に基づく解析データの抽出は、統計解析環境Rにより実施した(R core Team, 2019)。
具体的には、チェックボックス形式の項目を除く、複数選択式または数値入力式の設問に関する欠
損数が、設問の数と回答事例数の積と同一となる組織のレコードを除外した。そして、組織ごとに
グループ化処理を行い、同様の手続きを実施することで、事例単位での系統的な欠損レコードを除
外した。 
 また、本事業の主たるアウトカムである「養育上の不調または児童虐待の発生」は、個別のアウ
トカムである(1)重篤な身体的虐待、(2)重度のネグレクト、(3)性的虐待、(4)その他の重篤な虐待、
(5)身体的虐待、(6)ネグレクト、(7)DV・面前暴力、(8)DV・面前暴力を除く心理的虐待、(9)養育上
の不調のいずれか一つ以上に該当があった場合に「1」、いずれにも該当がなかった場合に「0」と
する処理を行った。 
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5.2.4 統計解析 
 リスク比の推定では、二項分布とベータ分布を用いた確率モデルを使用した。リスク比とは、本
事業の文脈で表現した場合、「あるアセスメント項目で該当である場合のアウトカムの該当確率
は、あるアセスメント項目で非該当である場合のアウトカムの該当率の何倍か」を表す指標とな
る。ある一つの項目について着眼した場合について、項目該当時のアウトカム該当確率 (𝑝1)、項目
非該当時のアウトカム該当確率(𝑝2)、およびその比で求められるリスク比(RR)を次式で求めた: 
 

k1~Binomial(N1,p1) 

k2~Binomial(N2,p2) 

RR =	
p1
p2
 

 
ここで、 N1はアセスメント項目の該当事例数、N2は非該当事例数であり、k1およびkは、N1およ

びN2のもとでのアウトカムの該当件数である。各該当確率の事前分布にはベータ分布を仮定した: 
 

p1~beta(1,1) 

p2~beta(1,1) 
 
 モデルの実装には確率的プログラミング言語Stanを使用し、解析の実行には統計解析環境R(R C
ore Team, 2019)とパッケージrstan(Stan Development Team, 2020)を使用した。パラメータの
推定には、ハミルトニアンモンテカルロ法のNUTSアルゴリズムを使用した(iteration=2000, war
mup=1000、chain=4, total samples = 4000)。また、リスク比は、その95%確信区間が1を含ま
ない場合に「関連性が検出された」と本事業では記述した。 

5.3 結果 
 データ抽出の結果、全体で組入基準を満たした870の事例回答情報が解析の対象となった。無作
為提示や未入力等によって発生した欠損の除外処理を経た項目ごとの組入件数については、「アセ
スメント項目情報リスト」に全て掲載されている。 
 本事業の主たるアウトカムである「養育上の不調または児童虐待の発生」、そして、個別のアウ
トカムである(1)重篤な身体的虐待、(2)重度のネグレクト、(3)性的虐待、(4)その他の重篤な虐待、
(5)身体的虐待、(6)ネグレクト、(7)DV・面前暴力、(8)DV・面前暴力を除く心理的虐待、(9)養育上
の不調、これら合計10個のアウトカムに対する全項目のリスクを推定した結果、3項目についてそ
れぞれ1つの個別アウトカムに対する解析結果のみ、得ることができなかった(例数の不足による解
析の不成立)。全ての結果について、本章に記載することは紙面の都合上叶わない。全てのリスク
比の推定結果については、「アセスメント項目情報リスト」を参照されたい。 
 ここでは、主たるアウトカムである「養育上の不調または児童虐待の発生」について、リスク比
の推定値の95%確信区間下限が1より大きい項目について、抜粋して結果を示す(妊娠期13項目; 乳
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幼児期74項目)。本調査で得られた事例データにおける、本章解析手法の元で検出された項目の一
覧となる(図5.1)。 

 
図5.1 「養育上の不調と児童虐待の発生」をアウトカムとする項目別リスク比の推定結果より、推
定値の95%確信区間下限が1より大きい項目を抽出した結果 
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5.4 結果の解釈 
 妊娠期および乳幼児期のそれぞれの項目群で、各種アウトカムとの関連性を示すリスク比の推定
結果が得られた。当該結果の解釈には、いくつかの留意事項がある。 
 第一に、(1)「リスク比」という指標は統計指標としての名称であって、「リスク」そのものを意
味するものではない。本事業の文脈では、「ある項目単体について、その項目に該当した場合のア
ウトカム該当率は、項目に該当しなかった場合のアウトカム該当率に比べて、何倍程度大きい(あ
るいは小さい)と推測されるか」を意味するものとなる。したがって、それを「リスク」と捉える
か、「該当した場合に負担を抱えやすい」等と捉えるかは全て「数値上得られた事実に対する解
釈」となる。また、調査や解析の設計上、「原因」を意味するものではない。本事業で得られたリ
スク比の結果は、「その項目単体で、アウトカムの発生を検出できる度合いに関する暫定の推定
値」と捉え、「予測に有用な可能性がある」と解釈して結果を活用する。 
 第二の留意事項として、第4章で整理したように、対象となる母集団から無作為抽出がなされな
いデータに対する解析を適用していることから、(2)結果の解釈に保留が必要となる。 
 そして第三に、アウトカムの該当率が実際の母集団における該当率を反映していないものと推測
されることから、(3)推定された値の大きさについて絶対的な解釈はできないことにも留意する必要
がある。 
 そして最後に、リスク比の推定値の95%確信区間の下限が1より大きいものを「関連性がある」
ものとして扱っている点について、(4)本事業調査では例数が不足したために、本来得られるべき
「関連性」のある項目が抽出されていないものが存在する可能性が十分に指摘される。この点につ
いて、「重要な項目・アセスメント観点を未検出としている」という可能性が想定されることか
ら、リスク比の推定結果のみに基づかず、総合的な結果から項目の選定を行う必要があるものと指
摘される。ただし、「少ない例数であっても関連性の検出されている項目」については、その項目
単体が、一定のアウトカムの検出性能を有しているものと推測される。 
 本来想定される「正確な」リスク比の値については、無作為抽出等により、各項目やアウトカム
の該当率が母集団のそれに相当する状態で推定され、解釈されることが望ましいと考えられる。 
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第６章 全国調査データの分析: 年齢等に関する解析 

6.1 目的 
 第5章では、広範に収集したアセスメント候補項目と各種アウトカムとの関係性を、リスク比の
推定によって検討した。リスク比と呼ばれる統計指標は、アウトカムとの関連を検討する指標が
「該当あり/該当なし」といったカテゴリー変数の場合に用いられる分析である。本章では、リス
ク比等の比較的単純な手法では分析できない連続量をもつ変数と、アウトカムとの関係性を検討す
る。具体的には、「妊婦の年齢」とアウトカムとの関係や、「妊娠届出週数」とアウトカムとの関
係について解析を行い、例えば「何歳以上(未満)の場合に、アウトカムの発生率が高い」といった
基礎知見を得る。 
 特に支援が必要と客観的に判断される妊婦の年齢については、これまで様々な文献や資料で経験
的に定められてきており、「妊婦が18歳未満」や「パートナーが20歳未満」などの基準が広く利
用されている(例えば, 厚生労働省, 2018)。Sexual and Reproductive Health and Rightsによれ
ば、全ての妊婦に共通して必要となる支援に加え、「区別した支援ニーズがある」妊婦の条件とし
て「19歳以下」という国際的な基準あるいは指針が示されている(Starrs et al., 2018)。他方、国や
地域、時代によって妊娠・出産の年齢分布は異なりうる。また、当該基準年齢未満(または以上な
ど)であるからといって、「特に支援が必要となる = 何らかの養育上の不調や困難が発生する」か
については、定量的な視座から十分に検証されてきたとは言い難い。ゆえに、改めてこれらの関係
を検討する意義は大きい。 
 妊娠届出が一定の期間を超えた場合も同様に、妊婦が「何らかの課題を抱えている可能性があ
る」と捉える文献や資料もある。妊娠中絶が不可能となる妊娠週数に照らして、「妊娠20週以降」
等の届出の場合に当該妊婦に対する特別なニーズがあると捉える場合もその一例である。しかし、
定量的な視座から当該観点について検証した報告例は少ない。保護者や妊産婦の年齢と同様に、妊
娠届出週数とアウトカムの関連性を検討する意義は大きい。 
 本章では、特に保護者(妊婦)の年齢と妊娠届出週数などの連続量と、「養育上の不調または児童
虐待」との関連性について、統計モデリングを用いた解析を行う。具体的には、連続量で収集され
た7つの検討事項（母親の出産時年齢、母親の初産時の年齢、子どもの出生時点の父親・パートナ
ーの年齢、母親と父親・パートナーの年齢差、母子手帳の交付時期(第何週・出生後交付等)、初回
妊婦健診の受診時期(第何週・未受診等)、出生までの妊婦健診の受診回数）に対し、それぞれ虐待
と養育不調の有無による分布の差異および虐待と養育不調の該当率の推移について検討を行う。 

6.2 方法 

6.2.1. 使用データと前処理 
 データは全国Web調査内の事例調査で収集された事例調査データを活用した。解析では、事例調
査で収集された設問のうち、年齢や受診回数といった連続量で収集された7項目それぞれについ
て、虐待と養育不調の有無に関する解析を展開している。連続量で収集された7項目について用い
た変数は、いずれも設問B1-8.内の項目回答データによって作成された。具体的には、設問B1-8.
「対象児童出産時の母親の年齢」（以下「母親の出産時年齢」と表記）、設問B1-8.「対象児童の
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母親の初産時の年齢」（以下「母親の初産時の年齢」と表記）、設問B1-8.「対象児童の出生時の
父（母のパートナー）の年齢」（以下「子どもの出生時点の父親・パートナーの年齢」と表記）、
設問B1-8.「対象児童の母子手帳の交付時期（妊娠第何週ごろか。出生後交付の場合99を入力）」
（以下「母子手帳の交付時期(第何週・出生後交付等)」と表記）、設問B1-8.「対象児童の妊娠につ
いて、初回の妊婦健診受診時期（妊娠第何週ごろか、受診がない場合未入力）」（以下「初回妊婦
健診の受診時期(第何週・未受診等)」と表記）、設問B1-8.「対象児童妊娠時の妊婦健診の受診回
数」（以下「出生までの妊婦健診の受診回数」 と表記）の6項目で収集されたデータを変数として
扱った。また、「子どもの出生時点の父親・パートナーの年齢」から「母親の出産時年齢」の差を
取ることで「母親と父親・パートナーの年齢差」変数を作成した。虐待と養育不調については、設
問B1-4、B1-5、B1-6のうち一つでもチェックのあった事例について、虐待と養育不調があった事
例と計上する変数「虐待と養育不調」を作成した。 
 なお、本調査によって収集された事例は、対象組織に対し、最大5事例を報告するよう求めるこ
とで得られたものであり、事例の選定基準は組織の機能的区分から異なる条件が提示された(4.2.3
項参照)。組織の機能的区分によって、虐待と養育不調の該当について異なる選定条件が提示され
たことから、該当群および非該当群の件数の比について、母集団における該当群および非該当群の
件数の比を反映していると仮定することは妥当ではない。一方、『事例の選定基準を元に選定が行
われることから、事例は担当者による事例の任意抽出であり無作為抽出ではない』という調査設計
上の限界点を了解した上で、該当群、非該当群それぞれについての分布の形状は母集団分布の形状
と近似しうるものと仮定した。 

6.2.2. 適格基準 
 事例調査で収集された事例データ計870件のうち、連続量で収集された7項目それぞれについ
て、解析で扱う変数の欠測を含むレコードを除外した。すなわち、着目する変数によって用いたデ
ータ数は異なる。「母親の出産時年齢」に着目する解析では、計807件の事例データを解析に使用
した。「母親の初産時の年齢」に着目する解析では、計778件の事例データを解析に使用した。
「子どもの出生時点の父親・パートナーの年齢」に着目する解析では、計656件の事例データを解
析に使用した。「母子手帳の交付時期(第何週・出生後交付)」に着目する解析では、欠測に加え出
生後交付事例8事例は解析から除外し、計654件の事例データを解析に使用した。「初回妊婦健診
の受診時期(第何週・未受診等)」に着目する解析では、計455件の事例データを解析に使用した。
「出生までの妊婦健診の受診回数」に着目する解析では、計406件の事例データを解析に使用し
た。「母親と父親・パートナーの年齢差」に着目する解析では、計357件の事例データを解析に使
用した。 

6.2.3. 統計解析 
本章の解析では、7項目それぞれについて、変数「虐待と養育不調」該当群、非該当群別の分布
の形状を比較すること、および変数「虐待と養育不調」該当率の推移を検討することの二つを実施
した。変数「虐待と養育不調」の該当群と非該当群の比較では、分布の形状に差異があるかを検証
する方法の一つとして、二群の中央値に差があるかを調べるウィルコクソンの順位和検定を実施し
た。本章において有意水準は5%とした。 
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本節における解析のうち、変数「虐待と養育不調」該当率の推移を検討する解析はベイズ統計モ
デリングの手法を用いた。本章では二項状態空間モデルを用いてモデリングを行なった。以下に用
いたモデルを説明する。 
本章における解析では7つの連続変数それぞれで同一のモデルを用いる。ここでは説明のため、
例示として変数「母親の出産時年齢」に着目し、母親の出産時年齢ごとに該当率の推定を行うモデ
ルについて説明をする。母親の出産時年齢ごとの、変数「虐待と養育不調」に該当があった件数を
𝒚 ∈ ℕ1×"と定義する。ここで𝑅は変数「母親の出産時年齢」で観測されうる年齢の数である。な
お、ある年齢𝑟∗において事例が一件も観測されなかった場合、𝑦$∗は0件が計上されるのではなく欠
測値として扱うことに注意する。𝑟番目の該当件数𝑦$が、母親の出産時年齢ごとの事例件数𝒏 ∈
ℕ1×"と、該当率𝒑 ∈ ℕ1×"をパラメータとする二項分布 
 

𝑦$ 		~	Binomial(𝑛$ , 𝑝$) 
 
に従うと仮定する。該当率𝑝$について、トレンド成分𝜇$により説明できると仮定し、逆ロジット関
数を用いて 
 

𝑝$ 	= 	inv_logit(𝜇$) 
 
と定義する。トレンド成分𝜇$は、二階差分のトレンドで表現できると仮定し、トレンド成分誤差項
𝛿$を用いて 

𝜇$ = 2𝜇$%1 − 𝜇$%2 + 𝛿$ 
 
と定式化する。最後に、誤差項𝛿$について 
 

𝛿$~	Nomal(0,1) 
 
と仮定する。 
 なお、パラメータ推定の収束の観点から、パラメータ𝝁&$$ ∈ ℝ1×"およびパラメータ 𝜎を定義しモ
デルを以下のように変換した： 

𝛿$ 	= 	 𝜇$&$$𝜎 
𝜇1 = 𝜇1

&$$ 
𝜇2 = 𝜇2

&$$ 

𝜇$ = 2𝜇$%1 − 𝜇$%2 + 𝜇$&$$𝜎. 
 
弱情報事前分布として𝜎	~	cauchy(0,2), 𝜇1

&$$ 	~	Nomal(0,100), 𝜇2
&$$ 	~Nomal(0,100) を設定し、3 ≤

𝑟 ≤ 𝑅について 𝜇$&$$ 	~Nomal ;0,1<	を設定した。 
 当該モデルに示されるようないくつかの仮定を置いた統計モデルを活用する際には、本来 「複
数の条件で構成したモデルを比較・検討」することや、「仮定の妥当性に関する理論との整合」を
検討するなどの研究過程が必要となる。厳密な研究上の手続きは後続する課題とする。 
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 統計解析は全て統計解析ソフトR(R Core Team, 2020)が用いられた。ウィルコクソンの順位和
検定を実施する際にはRのexactRankTestsパッケージを使用した(Torsten & Kurt, 2021)。二項状
態空間モデルを用いた該当率の推定には、確率プログラミング言語Stan(Stan Development Team, 
2020)を用いた。パラメータ推定はハミルトニアンモンテカルロ（HMC）法によって行われた。4
本の独立したチェーンから反復回数2000でサンプリングを行い、ワームアップ期間として各チェ
ーン1000サンプルを破棄した。合計4000サンプルによって事後分布を構成した。 

6.3 結果  
 二項状態空間モデルを用いた解析について、パラメータ推定の収束はGelman and Rubin (1992)
の収束判定に基づき、全てのパラメータにおいて𝑅= < 1.1となったため収束したと判断した。以降
では連続量で収集された7項目それぞれについて結果を述べる。 

6.3.1. 母親の出産時年齢 
 変数「母親の出産時年齢」について、欠測を除いた計807件のうち、変数「虐待と養育不調」該
当件数は709件(87.86%)であった。 
 

 
図6.1 変数「母親の出産時年齢」における変数「虐待と養育不調」該当群・非該当群別分布 

 
 変数「虐待と養育不調」該当群・非該当群別母親の出産時年齢ごとのヒストグラムを図6.1に示
す。本章の解析では、該当群、非該当群それぞれの分布の形状が母集団分布の形状と近似できると
仮定した。図上部の該当群のヒストグラムと図下部の非該当群のヒストグラムの形状を比較する
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と、どちらもやまなりのヒストグラムであるが、該当群のヒストグラムの方が若年でピークを迎え
ていることが確認できる。ウィルコクソンの順位和検定を行った結果、該当群の方の中央値が有意
に低かった（W = 26271.5; p<.001）。 
 

 
 

図6.2 二項状態空間モデルによる変数「母親の出産時年齢」ごとの該当率の推定 
 
 次に、二項状態空間モデルを用いて該当率を推定した結果を図6.2に示す。全体に占める該当率
は0から1の値で推定がなされたが、推移についての解釈性を向上させるため該当率に対し平均偏差
をとった。すなわち、年齢ごとに推定された該当率パラメータのEAP推定値から、該当率パラメー
タのEAP推定値の年齢での平均を差し引くことで、本章で用いる指標を算出した。該当率パラメー
タの平均偏差は、0%（図中灰色の点線）を基準に該当率の高さ・低さを判断できる指標である。
図6.2を参照すると、緩やかな二峰性が視認され、若年層の峰について該当率の平均偏差が0%を上
回ることが確認された。 
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6.3.2. 母親の初産時の年齢  
 変数「母親の初産時の年齢」について、欠測を除いた計778件のうち、変数「虐待と養育不調」
該当件数は684件(87.92%)であった。 
 

 
図6.3 変数「母親の初産時の年齢」における変数「虐待と養育不調」該当群・非該当群別分布 

 
 変数「虐待と養育不調」該当群・非該当群別母親の初産時の年齢ごとのヒストグラムを図6.3に
示す。図上部の該当群のヒストグラムと図下部の非該当群のヒストグラムを比較すると、どちらも
やまなりのヒストグラムであるが、変数「母親の出産時年齢」と同様に、該当群のヒストグラムの
方が若年でピークを迎えていることが確認できる。ウィルコクソンの順位和検定を行った結果、該
当群の方の中央値が有意に低かった（W = 21182.5; p<.001）。 
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" 
図6.4 二項状態空間モデルによる変数「母親の初産時の年齢」ごとの該当率の推定 

 
 次に、二項状態空間モデルを用いて該当率を推定した結果を図6.4に示す。緩やかな二峰性が視
認され、若年層の峰について該当率の平均偏差が0%を上回ることが確認された。 
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6.3.3. 子どもの出生時点の父親・パートナーの年齢 
 変数「子どもの出生時点の父親・パートナーの年齢」について、欠測を除いた計656件のうち、
変数「虐待と養育不調」該当件数は569件(86.74%)であった。 
 

 
図6.5 変数「子どもの出生時点の父親・パートナーの年齢」における変数「虐待と養育不調」該当

群・非該当群別分布 
 
 変数「虐待と養育不調」該当群・非該当群別子どもの出生時点の父親・パートナーの年齢ごとの
ヒストグラムを図6.5に示す。図上部の該当群のヒストグラムと図下部の非該当群のヒストグラム
を比較すると、どちらもやまなりのヒストグラムであるが、非該当等群は27ごろから件数が増加し
ピークを迎えるヒストグラムを描いているのに対し、該当群の方は20代前半からピークを迎えるヒ
ストグラムとなっている。図上部の該当群のヒストグラムと図下部の非該当群のヒストグラムを比
較すると、ウィルコクソンの順位和検定を行った結果、該当群の方の中央値が有意に低かった（W 
= 21045.0; p=0.024）。 
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図6.6 二項状態空間モデルによる変数「子どもの出生時点の父親・パートナーの年齢」ごとの該当

率の推定 
 
 次に、二項状態空間モデルを用いて該当率を推定した結果を図6.6に示す。緩やかな二峰性が視
認され、若年層および高年齢層両方の峰について該当率の平均偏差が0%を上回ることが確認され
た。 
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6.3.4. 母親と父親・パートナーの年齢差 
 変数「母親と父親・パートナーの年齢差」について、欠測を除いた計654件のうち、変数「虐待
と養育不調」該当件数は567件(86.70%)であった。 
 

 
図6.7 変数「母親と父親・パートナーの年齢差」における変数「虐待と養育不調」該当群・非該当

群別分布 
 
 変数「虐待と養育不調」該当群・非該当群別母親と父親・パートナーの年齢差ごとのヒストグラ
ムを図6.7に示す。図上部の該当群のヒストグラムと図下部の非該当群のヒストグラムを比較する
と、どちらも0が多く、右側の方が左側よりも裾野が広い尖った分布の形状をしている。ウィルコ
クソンの順位和検定を行った結果、有意な差は見られなかった(W = 26251.5; p=0.33) 
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図6.8 二項状態空間モデルによる変数「母親と父親・パートナーの年齢差」ごとの該当率の推定 
 
 次に、二項状態空間モデルを用いて該当率を推定した結果を図6.8に示す。年齢差0付近は該当率
の平均偏差が低く0%を下回っている一方、年齢差が広がるにつれ該当率の平均偏差が緩やかに上
昇することが確認された。 
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6.3.5. 母子手帳の交付時期(第何週・出生後交付等) 
 変数「母子手帳の交付時期(第何週・出生後交付等)」について、欠測および出生後交付の8事例を
除いた計455件のうち、変数「虐待と養育不調」該当件数は383件(84.18%)であった。 
 

 
図6.9 変数「母子手帳の交付時期(第何週・出生後交付等)」における変数「虐待と養育不調」該当

群・非該当群別分布 
 
 変数「虐待と養育不調」該当群・非該当群別母子手帳の交付時期ごとのヒストグラムを図6.9に
示す。図上部の該当群のヒストグラムと図下部の非該当群のヒストグラムを比較すると、どちらも
右側に裾野が広いやまなりのヒストグラムであるが、該当群のヒストグラムの方がピークを迎える
交付時期が遅いことが確認できる。ウィルコクソンの順位和検定を行った結果、該当群の方の中央
値が有意に高かった（W = 16921.0; p=0.002）。 
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図6.10 二項状態空間モデルによる変数「母子手帳の交付時期(第何週・出生後交付等)」ごとの該当

率の推定 
 
 次に、二項状態空間モデルを用いて該当率を推定した結果を図6.10に示す。14週を超えたあたり
から該当率の平均偏差が0%を超えることが確認された。 
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6.3.6. 初回妊婦健診の受診時期(第何週・未受診等) 
 変数「初回妊婦健診の受診時期(第何週・未受診等)」について、欠測を除いた計406件のうち、
変数「虐待と養育不調」該当件数は340件(83.74%)であった。 

 
図6.11 変数「初回妊婦健診の受診時期(第何週・未受診等)」における変数「虐待と養育不調」該当

群・非該当群別分布 
 
 変数「虐待と養育不調」該当群・非該当群別初回妊婦健診の受診時期ごとのヒストグラムを図6.
11に示す。図上部の該当群のヒストグラムと図下部の非該当群のヒストグラムを比較すると、どち
らも右側に裾野が広いやまなりの分布の形状をしている。ウィルコクソンの順位和検定を行った結
果、該当群の方の中央値が有意に高かった（W = 14379.5; p<.001）。 
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図6.12 二項状態空間モデルによる変数「初回妊婦健診の受診時期(第何週・未受診等)」ごとの該当

率の推定 
 
 次に、二項状態空間モデルを用いて該当率を推定した結果を図6.12に示す。14週を超えたあたり
から該当率の平均偏差が0%を超える結果となった。 
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6.3.7. 出生までの妊婦健診の受診回数 
 変数「出生までの妊婦健診の受診回数」について、欠測を除いた計357件のうち、変数「虐待と
養育不調」該当件数は302件(84.59%)であった。 
 

 
図6.13 変数「出生までの妊婦健診の受診回数」における変数「虐待と養育不調」該当群・非該当

群別分布 
 
 変数「虐待と養育不調」該当群・非該当群別出生までの妊婦健診の受診回数ごとのヒストグラム
を図6.13に示す。図上部の該当群のヒストグラムと図下部の非該当群のヒストグラムを比較する
と、どちらも左側に裾野が広いやまなりの分布の形状をしている。ウィルコクソンの順位和検定を
行った結果、該当群の方の中央値が有意に低かった（W = 6347.0; p<.001）。 
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図6.14 二項状態空間モデルによる変数「出生までの妊婦健診の受診回数」ごとの該当率の推定 
 
 次に、二項状態空間モデルを用いて該当率を推定した結果を図6.14に示す。受診回数12回以降で
該当率の平均偏差が0％を下回り下降するが、全体的に横ばいの推移となっていることが確認され
た。 

6.4 結果の解釈 
 本章では、特に事例調査で扱われた連続変数に関する基礎的な解析を実施した。解析の結果、全
ての連続量項目について、「養育上の不調または虐待の発生」を単項目で明確に識別しうる状況は
確認されず、「相対的にアウトカムの該当率が高いと推測される区間」が観察されるに留まった。
当該結果を踏まえると、「本章で扱われた変数に何らかの閾値を設けた場合、単項目では十分な識
別精度が得られない」ことや、「閾値が1つではない場合がある可能性」が指摘されることが示唆
された。その一方、調査事例データにおけるアウトカムの該当群/非該当群の間で中央値の異なる
変数がいくつか確認されたことや、変数が有する連続値の中でも相対的にアウトカムの該当率が高
い(あるいは低い)区間が観察される変数が存在したことから、当該項目については、アウトカム予
測を実施する際に一定の貢献が見込まれるものと推測される。 
 本章の解析では、各連続量に対して「単純に感度・特異度が最大になる閾値」を求める等によっ
て失われる、データそのものの基本的な情報を定量的に把握した。今後は、母集団の性質を反映し
たデータセット等を用いて、各連続量の分布形状等を精査し、的確な閾値の設定等につなげること
が望まれる。 
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第７章 ツール構成案と予測的妥当性の基礎評価 

7.1 目的 
 第5章および第7章の解析では、主要アウトカムとアセスメント候補項目の関連について、個別の
項目ごとに評価を行った。本章では、前段までの知見を踏まえ、(1)アセスメント候補項目の選抜
と、(2)選抜した候補項目のセットを用いたアウトカムの予測性能(予測的妥当性)の評価を実施す
る。作成する項目セットは、「妊娠期(新生児期まで)」での利活用を想定した項目セットと、「乳
幼児期(未就学まで)」での利活用を想定した項目セットの二つを作成する。このとき、有識者検討
委員による指摘を踏まえ、「利便性を重視した少数項目の項目セット」(以下、短縮版構成例)と、
「多面的なアセスメントの実施を促進するための標準的なアセスメント観点を含めた項目セット」
(以下、標準構成例)の二つをそれぞれの時期区分で作成する。また、予測的妥当性の評価は、(a)単
純な該当個数を用いた方法、(b)各項目の得点に重み付けを行い、その合計得点を用いる方法、(c)
機械学習を用いた方法の3つを使用する。該当個数を計上する方法は、アセスメントシートなどを
用いた場合に最も簡便な要約方法であり、重み付け得点法は計算コストが一定生じるが、比較的予
測性能の向上が期待できる方法となる。また、機械学習を用いた方法は「当該項目のデータセット
を最大限活かした予測を実施した場合に、どの程度の予測精度が実現されうるか」を評価する手段
として使用する。すなわち、「当該項目セットがアウトカムの予測に対して、どの程度の情報を保
有しているか」を検討するために使用する。なお、本事業で作成する項目セットは、いずれも「ア
セスメントツールの構成案」となる。今後、アセスメント項目の追加や除外、改変の可能性がある
ことを踏まえ、当該操作によって直接的な影響を受ける「閾値」や「項目ごとの重み付け得点」に
ついては、その結果を掲載しない。 

7.2 アセスメントツールの構成案の作成 
 アセスメントツールに含める項目を選抜・統合する際、その判断に際して参照する指標や観点に
はいくつかのものが想定されうる。第一に、「リスク比」の指標を元に、単項目ですでにアウトカ
ムとの関連性が認められている項目を選抜する方法が考えられる。アセスメント項目として採用す
る根拠が定量的かつ明瞭である。第二に、各種母子保健活動で実際的に確認可能な項目を選抜する
という視点も想定されうる。これは、「いかにアウトカムとの関連性が強くとも、確認不可能な項
目は利用が困難」であることを踏まえれば、自然に想定されうる選抜基準となる。そして第三に、
「何らかの理論やモデルに沿って見立てを講じる際に、解釈・援用しやすい項目」や、「支援・介
入の対象として測定が容易な項目」など、実際の現場実務に立脚する観点からの項目選抜も想定さ
れうる。当該観点については、質的な検討を加える必要が生じる。 
 本事業では、上述の評価観点を総合的に加味した項目選抜・統合を実施し、アセスメントツール
の構成案を作成した。 
 項目選抜の順序は、(1)各種母子保健活動で実際的に確認可能と判断される項目を選抜し、(2)リ
スク比の推定結果(第5章)および連続量の解析結果(第6章)を踏まえたアウトカムとの正の関連が検
出されている項目をさらに選抜し、(4)機械学習モデルを用いた際に主要アウトカムの予測に貢献す
ると示された項目の組み入れを行い、(3)有識者検討委員による質的な検討を加えるという流れで実
施する。なお、想定される項目数は、短縮版構成例で30項目未満とし、標準構成例では項目数の上
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限を指定せず、アセスメントの多面性や項目の領域網羅性(母、父・パートナー、子ども等の観点
が偏りなく配置され、それぞれの精神面・身体面・社会的側面等の個別視点も広範に含まれている
状態)が十分に配慮される項目群を選定する。 
 なお、上述の「(4)機械学習モデルを用いた際に主要アウトカムの予測に貢献すると示された項
目」については、第10章にその詳細と結果を報告する。本章では、予測に貢献する指標の上位50
項目を項目の選抜と統合のために参照した。 

7.3 予測的妥当性評価の手続き 
 本節では、各種データセットからのデータ抽出と前処理等の手続き、予測的妥当性を評価する性
能指標に関する手続き等を整理する。各種解析モデルについては7.4節から7.6節に詳述する。 

7.3.1 データ源からのレコード抽出 
 全国調査で得られた事例調査データセットから、同意の得られた組織における全ての事例レコー
ドを抽出した。 

7.3.2 解析レコードの抽出(適格基準の設定) 
 解析用データには、事例情報が全て未入力となっている系統的な欠損が発生のあるレコードのみ
を除外対象とした。 

7.3.3 解析項目の抽出(アセスメント候補項目の選抜) 
 本章の解析目的は、合目的的な方法で選抜された項目セットを用いた場合の、主要アウトカムに
対する予測性能を検証することである。 
 妊娠期(新生児まで)の項目選抜では、(1)きょうだい以外の子どもに関する項目を除いた妊産婦、
父・パートナー、家庭環境や社会関係等に関するアセスメント候補項目から、(2)市区町村母子保健
主管部門において、確認可能率が基準値を上回る項目のみを選抜した上で、(3)主要アウトカムに対
するリスク比の95%確信区間下限が1より大きい変数を優先的に選抜し、(4)機械学習による予測貢
献項目情報を参照しながら、(5)有識者検討委員による項目の質的評価を経て除外あるいは組入され
た項目を使用した。なお、確認可能率の基準値は、本事業では、「市区町村母子保健主管部局での
確認可能率が80%以上である」ことを任意に設定した。質的評価の際の主要な評価視点として、(a)
各種関連法規や既存の基準、先行研究等で指摘されている重要な観点が脱落していないか、(b)国際
的な指針や目標に含まれる観点が考慮されているか、(c)最大限、客観的に評定可能な項目で構成さ
れているか(評定者の主観に依存して結果が異なりやすいと考えられる項目が最大限省かれている
か)、(d)アセスメント候補項目を除く事例の基礎情報での重要項目を組み入れること等が考慮され
た。 
 乳幼児期における項目セットについては、子どもに関する項目も含めた全ての項目セットの中か
ら、同様の手続きにて項目選抜・統合を実施した。 
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7.3.4 解析データの前処理と欠損値への対処 
 本章の解析では、無作為に提示されたアセスメント候補項目の情報を用いた解析を実施する。し
たがって、無作為提示等によって生じた欠損値の補完を実施する必要がある。欠損値の補完は、深
層学習の生成モデルの一種である変分自己符号化器(Variational Auto Encoder: VAE)を欠損補完
の目的で修正したMIWAEモデルで実施した(詳細は第10章に詳述する)。当該モデルを使用して、
欠損補完した解析データテーブルを20セット用意した(多重代入)。このとき、事例調査にて「未入
力」、「不明未確認」、「不明回答困難」として報告されたアセスメント候補項目の回答データは
全て欠損値として扱い、補完の対象とした。また、欠損補完の時点において、保護者の年齢等の連
続量はそのまま連続量として扱い、保護者の続柄等のカテゴリーデータはダミー変数化して展開を
行った。 
 欠損補完の実施された各テーブルに対して、7.3.3節に示した解析項目の抽出手続きを適用し
た。その上で、改めて保護者の年齢等は区分化し、ダミー変数に変換した。なお、当該連続量を区
分化する手続きは7.4節および7.5節に整理する解析手法に整合性を与えること(該当個数等を計算可
能にするため)、欠損補完による大きな補完の誤りからくる影響を軽減することが目的である。区
分化の際の閾値は、第6章の解析結果を元に有識者検討委員で議論された結果を総合的に考慮して
決定した。 
 本章解析におけるアウトカムは、「養育上の不調または児童虐待の発生」とし、個別の調査アウ
トカムである(1)重篤な身体的虐待、(2)重度のネグレクト、(3)性的虐待、(4)その他の重篤な虐待、
(5)身体的虐待、(6)ネグレクト、(7)DV・面前暴力、(8)DV・面前暴力を除く心理的虐待、(9)養育上
の不調のいずれか一つ以上に該当があった場合に「1」、いずれにも該当がなかった場合に「0」と
する処理を行った。 

7.3.5 目的変数と学習/検証データの分割 
 目的変数は、本事業の主要アウトカムである「養育上の不調または児童虐待の発生」の有無とし
た。項目セットの予測性能を評価するにあたり、本事業では学習用データと検証用データの分割を
実施した。調査データ内での汎化性能を前提にした性能評価を実施するためである。学習データと
検証データの分割は事例単位で実施し(無作為)、その割合80%と20%とした。 

7.3.6 性能評価指標 
 予測性能を評価する際には、様々な評価指標が目的に応じて利用される。全体的な性能を表現す
る指標や、部分に着眼した指標などがある。本解析では、総合的な指標と部分的指標の両方を使
用・報告し、結果を多面的に評価する。 
 総合的な指標に関して、本解析ではPR曲線下面積(Area Under the Precision-Recall  Curve: A
UC-PR)を第一指標として使用する。本解析で使用するアウトカムの該当率は、50%を超えて高く
なることが予想される(クラス不均衡)。AUC-PRは、横軸に感度(RecallまたはSensitivity)、縦軸に
陽性的中率(Precision)を取り、機械学習が出力する予測スコアの判別閾値を変化させた時に現れる
曲線(PR曲線)で区切られた範囲下の面積を用いた指標である。アウトカムの該当率(15%の場合は0.
15)から1までの値を取り、最小値からの値の向上が大きいほど高い予測性能を有することを示す。
クラス不均衡データにおける性能を評価する際に、結果のバイアス(誤解を招くリスクの低減)など
を理由に、利用が推奨されている(Sofaer et al., 2019)。ただし、AUC-PRの数値は、その値の持つ
意味を(大小の大きさを除いて)解釈することが難しい。そこで、本解析では、補足的にAccuracy
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(精度)を総合的な評価指標として報告する。Accuracyとは(式7.1)、アウトカムに対する該当/非該
当の予測と、実際のアウトカムの該当状況が整合していた割合(正解率)を示す指標であり、0から1
までの値をとる。クラス不均衡の場合に、大きな値に偏りやすいという性質をもつものの、「正解
率」を指し示すものであることから解釈性に優れている。また、保健・医学分野で頻繁に使用され
る指標であるROC曲線下面積(Area Under the Curve of Receiver Operating Characteristic: AU
C-ROC)もあわせて報告する。AUC-ROCとは、縦軸を感度、横軸を1-特異度とし、閾値を変化させ
た時に現れる曲線下の面積を示す。0から1までの値を取り(0.5がランダムな予測と同等の意味を有
する)、値が大きいほど予測性能が高いことを示す。ただし、クラス不均衡の場合には基本的に高
い値が出力されやすいという性質をもつことから、解釈の誤りを招く可能性がある。 
 個別観点からの評価指標に関しては、閾値を任意に定めた場合のRecall(Sensitivity, 感度)、(2)Specifi
city(特異度)、(3)Precision/Positive Predictive Value(陽性的中率)、(4)Negative  Predictive  Value(陰
性的中率)を使用する。なお以降、保健・医学分野の慣習に応じて、それぞれの指標を日本語表記する際
には、それぞれを(1)感度、(2)特異度、(3)陽性的中率、(4)陰性的中率と表記する。予測値と実測値の整
合パターンを表7.1とするときの、各種指標の定義を式7.1に示す。 
 

表7.1 アウトカムに対する予測と実測の整合表記 

 実際に該当 実際に非該当 

予測で「該当」 a b 

予測で「非該当」 c d 
 

Accuracy = (a+d) / (a + b + c + d) 
Sensitivity = a / (a+c) 
Specificity = d / (b+d) 
Precision = a / (a+b) 

Neg.Pred.Value = d / (c+d) 
 

(式7.1) 
 
 なお、本解析では欠損補完の手続きにおける多重代入によって作成された20のデータセットにつ
いて、それぞれの指標を算出し、その平均値を報告する。また、全ての性能評価は、無作為に分割
された検証データを用いて実施した。 

7.4 該当個数を用いた方法 
 本節では、アセスメント候補項目セットを用いてアウトカムの予測を行う方法の一つとして採用
する「該当個数を用いた方法」の手続きについて整理する。当該手続きは単純に、アセスメント候
補項目に該当のあった項目数を計上し、ある閾値を上回った場合に「予測で該当」とし、予測性能
指標を計算する。当該閾値は、0を最小値とし、項目数を最大値とする該当個数の全通りについ
て、それぞれの感度と陽性的中率を計算し、その和が最大になる該当個数とした。曲線下面積を求
める際には、該当個数の値を正規化(0から1までの値に変換)して使用した。 
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7.5 重み付け得点法 
 該当個数を用いた方法では、ある項目に該当したときの、それぞれが有する「該当の重み」が全
て均等に扱われることとなる。項目ごとの該当時の重み(解析モデルのもとで、アウトカムの該当
予測に貢献する度合い)を、本解析ではロジスティック回帰モデルを部分修正したベイズ統計モデ
ルで推定した。 
 具体的には、式7.2および式7.3に示す統計モデルによる解析を実施した。 
 

𝑌'~𝐵𝑒𝑟𝑛𝑜𝑢𝑙𝑙𝑖(𝑝') 

𝑝' =
1

1+ exp	(−𝑧')
 

式7.2 
 
ここで、𝑌'はアウトカムの該当(1)と非該当(0)を示す、長さNの二値変数のベクトルである(Y = {1,
2,...N})。𝑝'はロジスティック回帰モデルによる応答スコアであり、0より大きく1より小さい値を取
る長さNの実数ベクトルとなる。𝑝'は対数オッズ空間における予測子であり、切片をα、回帰係数
を実数ベクトルであるβ(要素数は項目数に等しい)として次の式で定義した: 
 

𝑧 = 	𝛼 + 𝑿𝜷 
式7.3 

 
このとき、重み付け得点に必要な制約として、回帰係数が正の値を取る必要があり、極大な値が得
られた場合に実質的な利便性がないことから、その定義域を10>β>0とした。 
 当該モデルで推定された各項目の重み得点wは、βの各要素の値を整数値に四捨五入することで
求めた。また、重み付けを考慮した場合の各レコード全体の合計得点Mは、M = Xwで計算を実施
した。当該手続きで算出した合計得点を用いて、前節と同様にして各種性能指標を算出した。各パ
ラメータの事前分布は次の通りである: 
 

α ～ Normal(0, 10) 
β ～ Normal(0, 10) I[0, 10] 

式7.4 
 
 各パラメータの推定には、統計解析環境R(R Core Team, 2020)と、確率的プログラミング言語S
tan(Stan Development Team, 2020)を使用した(iteration = 2000, warmup = 1000, chains = 4, 
thin = 1)。収束診断には、Gelman & Rubin(1992)の基準を使用した。  
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7.6 機械学習 

7.6.1 合成変数・特徴量の生成 
 機械学習による解析において実施されることのある合成変数作成等の特徴量生成は、本事業では
実施せず、該当項目数や重み付け得点を用いた方法と同様にして、7.3節に示した方法で整理され
た項目セットをそのまま利用した。 

7.6.2 クラス不均衡への対処 
 本事業では、主要アウトカムの該当率が高く、その割合が不均衡となる。当該クラス不均衡に対
しては、意図しない学習の偏りを防止するために、under samplingやover sampling、SMOTE sa
mplingなどのクラス不均衡対処手続きをとる場合がある。本章解析においては、SMOTE samplin
gを適用した結果と、適用しなかった場合の結果を比較した上で、適用しない場合の方が各種性能
指標の値が高く意図しない学習(全て1や0を出力するモデル等の構築)が発生していないことを事前
に確認した上で、当該手法を適用しない手続きを採用した。 

7.6.3 解析モデルと目的関数 
 解析には、eXtreme Gradient Boosting(XGBoost) を採用した。XGBoostとは、勾配ブーストと
呼ばれる最適化アルゴリズムを用いた機械学習手法の一種であり、対象が観測されるパターンを条
件分岐の形式で捉えるモデルである(Chen,C. & Guestrin, C., 2016)。このモデルの特徴は予測性
能が比較的高い点と結果の解釈性に優れているとされる。目的関数には、対数損失(logloss)を採用
した。 

7.6.4 ハイパーパラメータチューニング 
 ハイパーパラメータのチューニングは、多重代入によって作成された20の学習用データセットそ
れぞれに対して、下記の条件の全組み合わせの中から、PrecisionとRecallの和が最大となったもの
を採用した(表7.1)。 
 

表7.1 XGBoostモデルにおけるハイパーパラメータのgrid search条件 

ハイパーパラメータ 設定した条件 

nrounds 1500を上限 

max_depth 4または6 

eta 0.005, 0.008, 0.01 

alpha 0または1 

colsample_by_tree 0.9または1 

その他 統計解析環境Rのxgboost paackageの標準規定値を採用 
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7.4 結果 

7.4.1 妊娠期の項目選抜・統合の結果 
 上述の手続きに基づく項目の選抜と統合を行った結果、「短縮版構成例」と「標準構成例」のそ
れぞれの草案での選抜・統合項目セットが得られた。それぞれ、23項目および66項目となってい
る(表7.2; 表7.3)。 
 

表 7.2 妊娠期の「短縮版構成例」の草案における選抜項目リスト 

No 項目内容 

1 妊娠届出時来所者に違和感がある 

2 母の初産時の年齢が24歳以下 

3 父・パートナーの、子どもの出生時の年齢が24歳以下 

4 世帯に2名以上のきょうだいがいる(連れ子を含む) 

5 母子手帳の交付が妊娠第14週以降であった(出生後交付の場合を含む) 

6 妊娠時に「未婚」または「再婚」だった 

7 妊婦が過去に妊娠中絶を経験している 

8 変化のあった家族構成、離婚の可能性、別居等の発生がすでに確認されている 

9 妊婦が妊娠や胎児に対して無関心あるいは否定的な様子を見せる 

10 妊婦が属する世帯に経済的な不安または困窮がある 

11 妊婦が孤立、産前・産後の援助者が不足、子育てのモデルになる人物が周囲にいない 

12 当該妊娠が予期しない/計画していない妊娠または望まない/出産圧力や性暴力に起因する妊娠だった 

13 出産への準備に遅れがある、産後の見通しが現実的ではないなどの準備性に関する課題が見受けられる(飛び込み出産である場
合を含む) 

14 妊婦の産後の子育てに対する不安が強い、養育できる自信がない、養育の拒否がある 

15 妊婦がパートナーや親族との葛藤や身体的・心理的・社会経済的・性的暴力などの暴力問題を抱える 

16 世帯にきょうだいがおり、育てにくさや養育上の課題が発生している 

17 妊婦(母)の出産や子育てに対する責任感が希薄、または感情調節、知的側面、社会的成熟に関する課題所見がある 

18 父・パートナーの出産や子育てに対する責任感が希薄、または感情調節、知的側面、社会的成熟に関する課題所見がある 

19 妊婦(母)に精神的な不調が生じている、または過去に精神疾患等での診断や相談歴がある 

20 父・パートナーに精神的な不調がある、過去に精神疾患等での診断や相談歴がある 

21 妊婦(母)が、職場等での人間関係等での社会的ストレスを抱えている 

22 父・パートナーが、職場等での人間関係等での社会的ストレスを抱えている 

23 妊婦(母)または父・パートナーに、複雑な家庭環境での生育歴や逆境体験がある 
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表 7.3-1 妊娠期の「標準構成例」の草案における選抜項目リスト 
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表 7.3-2 妊娠期の「標準構成例」の草案における選抜項目リスト 
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7.4.2 乳幼児期の項目選抜の結果 
 妊娠期と同様に、乳幼児期のアセスメントツール構成案として利用可能な項目の選抜と統合を行
った結果、「短縮版構成例」と「標準構成例」のそれぞれの草案での選抜・統合項目セットが得ら
れた。それぞれ、22項目および64項目となった(表7.4; 表7.5)。 
 

表 7.4 乳幼児期の「短縮版構成例」の草案における選抜項目リスト 
No 項目内容 

1 母の初産時の年齢が24歳以下 

2 母親が不安定な職業、無職または学生である 

3 父・パートナーの、子どもの出生時の年齢が24歳以下 

4 父・パートナーが不安定な職業、無職または学生である 

5 世帯に2名以上のきょうだいがいる(連れ子を含む) 

6 変化のあった家族構成、離婚の可能性、別居等の発生がすでに確認されている 

7 世帯に経済的な不安または困窮がある 

8 母または父・パートナーに配偶者や恋人からの暴力の被害歴がある(疑われる場合を含む) 

9 母または父・パートナーに、複雑な家庭環境での生育歴や逆境体験がある 

10 母に、産後から現在までに精神的に不安定な状態があった(産後うつを含む) 

11 母の出産や子育てに対する責任感が希薄、または感情調節、知的側面、社会的成熟に関する課題所見がある 

12 母が、子育てに関して父・パートナーからの理解や協力が得られないと語る、父・パートナーが育児をしない、子育て上の援
助者が不足している、子育ての負担が一人の養育者に偏っている状態がある 

13 母が、強い育児ストレスを抱える、または、育児にやりがいや楽しみを持つことができない状態にある 

14 母の子どもに対するケアや関わりが少ない、関わりを嫌がる様子がある、関わりが不自然または一貫していない、子どもに対
する厳しいしつけや乱暴な扱いがある 

15 母が孤立している、子育てに関する援助者が不足している、子育てのモデルになる人物が周囲にいない 

16 父・パートナーが、仕事や経済的問題、職場での人間関係でのトラブルなどの社会的ストレスを抱えている 

17 父・パートナーの出産や子育てに対する責任感が希薄、または感情調節、知的側面、社会的成熟に関する課題所見がある 

18 子どもに原因が事故と断定できない、不自然な外傷や外傷痕がある、または、不衛生な環境での生活に由来すると考えられる
皮膚疾患や敗血症等がある 

19 子どもに情緒的な混乱がある、不自然な密着や保育士等の独占行動、保護者に対するエスカレートする挑発行動、保護者や周
囲の大人に対する萎縮がある 

20 世帯にきょうだいがおり、育てにくさや養育上の課題が発生している、またはきょうだい間での差別的扱いや優遇などの不平
等がある 

21 家庭が親族とのトラブルや葛藤を抱えている、または、地域から孤立している 

22 世帯に、各種支援の申し入れやその内容を受け止められるキーパーソンがいない、予防接種や健康診査未受診等により必要な
情報が得られない、訪問しても子どもと保護者に接触できない 
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表 7.5-1 乳幼児期の「標準構成例」の草案における選抜項目リスト 
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表 7.5-2 乳幼児期の「標準構成例」の草案における選抜項目リスト 
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7.4.3 構成例草案4種の性能指標 
 7.4.1節(妊娠期)および7.4.2節(乳幼児期)に示した合計4種の項目セット草案に関して、解析の結
果得られた各種性能指標について整理する。 
 第一に、「妊娠期」の「短縮版構成例」の23項目を用いた場合に得られたPR曲線とその曲線下
面積、ならびにROC曲線とその曲線下面積を図7.1に示す。 
 

 
図7.1 「妊娠期」の「短縮版構成例」の草案における 

PR曲線とその平均曲線下面積ならびにROC曲線とその平均曲線下面積(評価手法別) 
 
 妊娠期の短縮版構成例23項目を用いた予測の結果、該当個数における平均PR曲線下面積は0.9
4、重み付け得点法では0.95、機械学習を用いた場合は0.96の値が得られた。ROC曲線下面積につ
いては、該当個数における平均ROC曲線下面積で0.74、重み付け得点法では0.82、機械学習を用
いた場合は0.83の値が得られた。 
 続いて、各種個別性能指標について得られた結果を整理する。妊娠期の短縮版構成例23項目を用
いた予測の結果、該当個数法におけるAccurcyは0.72、重み付け得点法では0.82、機械学習を用い
た場合は0.82の値が得られた。感度および特異度については、該当個数法ではそれぞれ0.74と0.6
0、重み付け得点法では0.87と0.57、機械学習を用いた場合は0.83と0.78の結果が得られた(図7.
2)。 
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図7.2  「妊娠期」の「短縮版構成例」の草案における各種個別性能指標 
 
 第二に、「妊娠期」の「標準構成例」で得られたPR曲線とその曲線下面積、ならびにROC曲線
とその曲線下面積を図7.3に示す。 

 
 

図7.3 「妊娠期」の「標準構成例」の草案における 
PR曲線とその平均曲線下面積ならびにROC曲線とその平均曲線下面積(評価手法別) 
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 妊娠期の標準構成例66項目を用いた予測の結果、該当個数における平均PR曲線下面積は0.92、
重み付け得点法では0.95、機械学習を用いた場合は0.95の値が得られた。ROC曲線下面積につい
ては、該当個数における平均ROC曲線下面積で0.72、重み付け得点法では0.81、機械学習を用い
た場合は0.83の値が得られた。 
 続いて、各種個別性能指標について得られた結果を整理する。妊娠期の標準構成例66項目を用い
た予測の結果、該当個数法におけるAccurcyは0.68、重み付け得点法では0.79、機械学習を用いた
場合は0.80の値が得られた。感度および特異度については、該当個数法ではそれぞれ0.71と0.57、
重み付け得点法では0.81と0.65、機械学習を用いた場合は0.80と0.79の結果が得られた(図7.4)。 
 

 
図7.4  「妊娠期」の「標準構成例」の草案における各種個別性能指標 

 
 第三に、「乳幼児期」の「短縮版構成例」の草案22項目を用いた場合に得られたPR曲線とその
曲線下面積、ならびにROC曲線とその曲線下面積を図7.5に示す。 
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図7.5 「乳幼児期」の「短縮版構成例」の草案における 
PR曲線とその平均曲線下面積ならびにROC曲線とその平均曲線下面積(評価手法別) 

 
 乳幼児期の短縮版構成例22項目を用いた予測の結果、該当個数における平均PR曲線下面積は0.9
3、重み付け得点法では0.95、機械学習を用いた場合は0.96の値が得られた。ROC曲線下面積につ
いては、該当個数における平均ROC曲線下面積で0.75、重み付け得点法では0.82、機械学習を用
いた場合は0.85の値が得られた。 
 続いて、各種個別性能指標について得られた結果を整理する。乳幼児期の短縮版構成例22項目を
用いた予測の結果、該当個数法におけるAccurcyは0.69、重み付け得点法では0.81、機械学習を用
いた場合は0.81の値が得られた。感度および特異度については、該当個数法ではそれぞれ0.69と0.
68、重み付け得点法では0.84と0.61、機械学習を用いた場合は0.81と0.81の結果が得られた(図7.
6)。 
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図7.6 「乳幼児期」の「短縮版構成例」の草案における各種個別性能指標 

 
 最後に、「妊娠期」の「標準構成例」で得られたPR曲線とその曲線下面積、ならびにROC曲線
とその曲線下面積を図7.7に示す。 
 

 
 

図7.7 「乳幼児期」の「標準構成例」の草案における 
PR曲線とその平均曲線下面積ならびにROC曲線とその平均曲線下面積(評価手法別) 
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 乳幼児期の標準構成例64項目を用いた予測の結果、該当個数における平均PR曲線下面積は0.8
9、重み付け得点法では0.92、機械学習を用いた場合は0.93の値が得られた。ROC曲線下面積につ
いては、該当個数における平均ROC曲線下面積で0.65、重み付け得点法では0.73、機械学習を用
いた場合は0.77の値が得られた。 
 続いて、各種個別性能指標について得られた結果を整理する。乳幼児期の標準構成例64項目を用
いた予測の結果、該当個数法におけるAccurcyは0.76、重み付け得点法では0.77、機械学習を用い
た場合は0.75の値が得られた。感度および特異度については、該当個数法ではそれぞれ0.83と0.3
8、重み付け得点法では0.83と0.44、機械学習を用いた場合は0.77と0.71の結果が得られた(図7.
8)。 
 

 
図7.8 「乳幼児期」の「標準構成例」の草案における 

PR曲線とその平均曲線下面積ならびにROC曲線とその平均曲線下面積(評価手法別) 
  

7.5 結果の解釈 
 本章では、「妊娠期」および「乳幼児期」の区分で、それぞれ「短縮版構成例」と「標準構成
例」の二つずつを作成した。これらは、母子保健活動での利用を想定したアセスメントツールの構
成案の4つの草案となる。 
 結果の解釈を進める上で、まず前提となる留意事項について整理する。 
 第一に、本解析で扱われたアウトカムは、主要アウトカムである「児童虐待または養育上の不調
の発生」のみであり、「重篤な身体的虐待」などの個別のアウトカムの検出に特化させたものでは
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ない。当該観点から、各種の虐待と養育上の不調の発生全体を広く検出することには長けているも
のの、一部の個別アウトカムの見落としは少なからず発生することとなっている。 
 第二に、本事業で測定の対象となった特に全てのアウトカムについて、「アウトカムの不完全測
定」の可能性が多分に含まれている。具体的には、「虐待や養育上の不調が実際には家庭内で発生
している(していたことがあった)が、調査回答者からはそれが把握されておらず、調査への回答で”
非該当”として報告されている事例」が存在する可能性がある。当該問題については、測定方法上
の限界から、現時点では「結果の解釈を部分的に保留する」以外に、対処が困難な課題となってい
る。 
 第三に、本解析では「該当個数法」「重み付け得点法」「機械学習」の3つの方法を採用した。
機械学習技術は、本解析では「項目が持っている情報を最大限活用しようと試みた場合に得られる
性能」を評価するために利用しており、各種現場での実装・実用を前提としているわけではないこ
とに留意されたい。なお、3つの手法のうち、機械学習を用いた予測結果が最も優れている可能性
が示されている。”予測性能”という視点にのみ基づく場合、各組織で蓄積されたデータの活用方法
の一例として活用できる可能性はある。このとき、本調査データを用いた場合の結果では、重み付
け得点法でも、機械学習技術と比較的遜色ない性能が得られた。重み付け得点法は、該当した項目
に与えられた得点の和を用いた値によって、アウトカムの発生可能性を(閾値を上回るか否かによ
って)評価する手法である。機械学習技術に比べて利用の導入に係るコストが少ない点において優
れていることから、本事業で作成するツールの具体的な得点化方法のうち、最も現実的な方法にな
るものと考えられる。「該当個数法」については、他の2つの評価手法に対して性能が劣る。年間
出生数を80万人とし、本事業で作成したツールが仮に全国で導入されたと仮定したとき、全体精度
の1%に、少なくとも8000人の子どもと保護者、関係者がその中に含まれる。当該影響範囲の大き
さを考慮して、本章の解析結果を解釈すれば、「該当個数法の利用は推奨されない」と結論づける
のが自然であると考えられる。 
 第四に、本章解析で扱われた主要アウトカムの該当率は84%を超えるものとなっていた。この数
値は、実際の母集団(本邦の妊産婦、子ども、家庭)におけるアウトカムの該当率とは大きく異なっ
ているものと考えられる。実際の母集団におけるアウトカムの該当率が低く、かつ、そういった対
象集団に対してアセスメントツールを適用した場合には、「陽性的中率が下がる」ことが知られて
いる(感度と特異度には原則変化が想定されない)。当該問題は、悉皆的に実施する検査等の全てに
おいて同様に生じる問題である。偽陽性(誤ったアウトカム該当予測の判定)に伴う利用者の負担・
コストの可能性を評価するためには、実際の適用状況と同一の環境下で、改めて適用性能を評価す
る必要がある。 
 そして第五に、閾値や、項目該当時の重み付けのための得点は、「どの項目を」「いくつ採用し
たか」によって変化する(一項目追加した場合に、閾値が1上がるといった単純な計算にはならず、
閾値が下がる場合もある)。重み付け得点に関しては、値の推定時に「採用した項目の相対的な関
係」が考慮されるため、必ず「項目セットを固定した上での推定値」を求める必要がある。「項目
単体に対して固定」された値ではないことに留意されたい。こういった解析上の特性から、今後項
目の組みや内容に変更の可能性がある本事業の構成ツールに対しては、閾値や重み付けの得点を明
示しないこととする。第四の観点に整理した実際の適用場面で、採用項目を固定した上での適用結
果を元に、再評価されることが望ましい。 
 これらの留意点を踏まえた上で、本章で構成した各種アセスメントツール構成案の利点や活用可
能性について整理する。 
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 まず、いずれの構成案においても、その感度が約80%という値が得られている。感度は、原則ツ
ールの適用対象のアウトカム該当率が変わっても変化しない。なお、ここでの感度80%とは、「重
篤な例を含めた児童虐待と、第三者等外部の支援を必要とする状態を意味する”養育上の不調”の発
生のうち、その約80%程度は母子保健活動の中で掬い上げられる」ことを意味するものである。評
定者の判断等にブレがなく調査回答状況と同一の評定がなされた場合であり、アウトカム該当群と
非該当群のデータが母集団の性質を代表している(代表性)場合といった仮定の元で成り立つ推測値
となるものの、当該結果の意味する範囲とその影響力は大きいと考えられる。 
 そして、上述の性能指標値は、実際的な利用場面での活用可能性に配慮した22~23項目の短縮版
構成例でも実現されている。標準構成例の草案については、事例の基礎情報から母、父・パートナ
ー、子ども、家庭・環境、社会関係等の領域と、それら各領域内での身体、心理、社会的側面など
の多面的視点が含まれたものとなっている。必然、これらの項目がアセスメントに必要な全ての観
点ではないものの、多面的・総合的なアセスメントに少なくとも必要になる視点を提供するという
機能を有しているものと考えられる。 
 実際的な利活用を想定した利便性や実装・実践に伴う課題の精査など、後続した検討が必須とな
るが、本章で作成した「妊娠期」および「乳幼児期」での各種母子保健活動での利用を想定したア
セスメントツールの「短縮版構成例」と「標準構成例」の4つの草案(およびその根拠となる各種解
析結果とそれをまとめた成果物資料等)で、本事業の目的とアセスメントツールに求められる要件
を満たす結果が得られたものと評価できるだろう。 
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第二部 
アセスメントデータの利活用例と将来的可能性 

 
 第二部では、本事業の主たる目的であるアセスメントツールの構成手続きには直接的に含まれな
いものの、アセスメントツールを用いた各種の展開を検討する上で重要な事項について整理する。
中でも、アセスメントツールの役割や機能に照らして特に主要と考えられる(1)アセスメント後の支
援資源に関する実態の概要把握、(2)データの利活用方法とその例、(3)アセスメントツールの限界
と今後の課題に関するトピックをとりあげる。 
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第８章 市区町村母子保健主管部門が抱える課題の整理 

8.1 目的 
 優れたアセスメントツールやアセスメント技術が開発され、導入・浸透したとしても、その結
果、必要な事例を必要な支援へと繋げることができなければ、実効的な意味をなさない。本章で
は、母子保健活動を担う組織(市町村母子保健主管部局、子育て世代包括支援センター等の母子保
健や子ども家庭福祉等を含む総合的組織)が有する支援資源に関して、その不足状況等に関する実
態の概要把握を実施する。特に、どのような管轄地域であるか(人口規模や年間出生数)を考慮しつ
つ、その区分別で抱える課題等を明らかにする。 

8.2 方法 

8.2.1 組織調査（A.組織対象調査）の設問構成 
組織調査の設問は、回答組織の基本情報および組織の支援資源に関する課題で構成した。具体的
には、（設問A.1）回答組織が管轄する令和2年度（2020年度）の出生数、（設問A.2）管轄する地
域の人口、（設問A.3）子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的な課題
に関する設問を組み込んだ。設問A.1およびA.2については数値入力、設問A.3については複数選択
式および自由記述で回答を求めた。 

8.2.2 データ源とレコード抽出 
 全国調査によって収集された回答のうち、組織対象調査に相当する設問データのテーブルを抽出
して使用した。データ源からのレコード抽出に際して、「母子保健活動を担う組織」からの回答の
みを抽出し(組入基準)、児童虐待対応のみを担う組織(本事業では、市区町村の児童虐待相談対応部
局と児童相談所の児童虐待対応部門が対象)は回答が得られていた場合であってもレコード抽出時
点で除外を行った。 
 

8.2.3 集計対象データの前処理 
解析に使用するデータは、組織調査（A.組織対象調査）の（設問A.1）「回答組織が管轄する令和
2年度（2020年度）の出生数」、（設問A.2）「管轄する地域の人口」、（設問A.3）「子どもや家
庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的な課題に関する設問」とした。設問A.1お
よびA.2については数値入力、設問A.3については複数選択式および自由記述で回答を求めた。設問
A.3の複数選択式回答については、組織別、地方区分別、総人口区分別、管轄人口区分別および出
生数区分別に集計する。自由記述は回答組織別に整理し、回答の特定可能性に配慮し、個人を特定
する可能性がある記載箇所を削除している。 
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8.3 結果 

8.3.1 レコード抽出と前処理の結果 
 調査の結果、回答組織数は(1)市区町村母子保健主管部門289 箇所、(2)母子保健活動と児童虐待
相談対応の両方を担う組織70 箇所からの回答が得られた。 

8.3.2 回答組織の管轄人口分布 
回答組織別の管轄人口分布を図8.1に示す。市区町村母子保健主管部門、母子保健活動と児童虐待
相談対応の両方を担う組織ともに、管轄人口の少ない郡部から大規模都市までが回答に含まれてい
ることが読み取れる。 
 

 
図8.1 本調査における回答組織の管轄人口分布 

  

8.3.3 回答組織の出生数分布 
回答組織別の出生数分布を図8.2に示す。市区町村母子保健主管部門、母子保健活動と児童虐待相
談対応の両方を担う組織ともに、出生数の少ない郡部から大規模都市までが回答に含まれているこ
とが読み取れる。 
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図8.2 本調査における回答組織の出生数分布 

 

8.3.4 回答組織における子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに
対する課題 
  設問A3にて回答を収集した、子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的
な課題に関する項目および課題となっている具体的状況（自由記述）に関する回答結果を整理す
る。 
まず、本事業調査設問選択肢として提示した18項目に該当すると回答した件数を図8.3に示す。も
っとも多かった課題項目は、「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援
の提供」242件(67.4%)、次いで「家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足してい
る」が234件(65.2%)であった。さらに、「外国人妊産婦への対応や支援」187件(52.1%)、「妊産
婦のメンタルヘルス・精神的不調（産後うつを含む）に対する医療的支援の提供」184件(51.3%)、
「支援を受け入れてもらえない妊産婦や家庭への対応」169件(47.1%)、「父・パートナーや祖父母
等に対する出産や子育てに関する知識・技能等の提供」156件(43.5%)と続いた。 
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図8.3 妊産婦や乳幼児のケアに不足を感じる組織の課題における該当件数（複数回答） 

  
次に、子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的な課題の該当件数およ
び該当率を組織別、地方区分別、総人口区分別、管轄人口区分別、出生数区分別に集計した結果を
図8.4～図8.8に示す。 
 
(A)組織別組織の課題 
組織別で該当件数とその割合を比較した結果、市区町村母子保健主管部門でもっとも多かった課
題項目は、「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援の提供」197件(6
8.2%)、次いで「家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足している」が186件(64.
4%)であった。さらに、「外国人妊産婦への対応や支援」157件(54.3%)、「妊産婦のメンタルヘル
ス・精神的不調に対する医療的支援の提供」149件(51.6%)、「支援を受け入れてもらえない妊産婦
や家庭への対応」138件(47.8%)、「父・パートナーや祖父母等に対する出産や子育てに関する知
識・技能等の提供」123件(42.6%)と続いた。母子保健活動と児童虐待相談対応の両方を担う組織で
は、もっとも多かった課題項目が「家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足してい
る」48件(68.6%)、次いで「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援の
提供」が45件(64.3%)、「妊産婦のメンタルヘルス・精神的不調（産後うつを含む）に対する医療
的支援の提供」35件(50.0%)であった。 
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図8.4 組織別子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的な課題 

 
(B) 地方区分別組織の課題 
地方区分別で該当件数とその割合を比較した結果、北海道地方でもっとも多かった課題項目は、
「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援の提供」21件(72.4%)、次い
で「家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足している」15件(51.7%)だった。 
東北地方も同様に、もっとも多かった課題項目が「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常
生活を支える個別支援の提供」29件(74.4%)、次いで「家庭のニーズに応じた事業を展開するため
の人員が不足している」24件(61.5%)だった。 
関東地方では、もっとも多かった課題項目が「外国人妊産婦への対応や支援」34件(68.0%)だっ
た。次いで６割以上の項目は、「家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足してい
る」33件(66.0%)、「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援の提供」3
2件(64.0%)、「支援を受け入れてもらえない妊産婦や家庭への対応」30件(60.0%)、「妊産婦のメ
ンタルヘルス・精神的不調（産後うつを含む）に対する医療的支援の提供」30件(60.0%)であっ
た。 
中部地方でもっとも多かった課題項目は、「家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が
不足している」34件(72.3%)であった。 
近畿地方では、「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援の提供」25
件(83.3%)がもっとも多く、次いで「外国人妊産婦への対応や支援」21件(70.0%)だった。 
中国地方では、「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援の提供」6件
(75.0%)、「支援を受け入れてもらえない妊産婦や家庭への対応」6件(75.0%)がもっとも多かっ
た。 
四国地方では、もっとも多かった課題項目は、「家庭のニーズに応じた事業を展開するための人
員が不足している」6件(60.0%)であった。 
九州・沖縄地方では、「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援の提
供」17件(77.3%)がもっとも多く、次いで「家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不
足している」16件(72.7%)だった。 
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図8.5 地方区分別子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的な課題 

  
(C) 総人口別組織の課題 
総人口区分別で該当件数とその割合を比較した結果、「支援を受け入れてもらえない妊産婦や家
庭への対応」および「外国人妊産婦への対応や支援」においては、総人口が多いほど割合が高くな
る傾向にあった。「検診未受診者や出生届未提出者、各種サービスに繋がりにくい家庭の把握や支
援の提供」および「出産準備や各種健診の受診費用等に関する経済的援助の提供」においても総人
口が多いほど割合が高い傾向にあるが、総人口10万人以上100万人未満の組織において特に高かっ
た。「家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足している」および「妊産婦の家事
や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援の提供」は、総人口区分問わず多い傾向にあ
った。 



 111 

 

 
図8.6 総人口区分別子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的な課題 
  
(D) 管轄人口別組織の課題 
管轄人口区分別で該当件数とその割合を比較した結果、管轄人口が多いほど「家庭のニーズに応
じた事業を展開知るための予算がない」、「健診未受診者や出生届未提出者、各種サービスに繋が
りにくい家庭の把握や支援の提供」、「外国人妊産婦への対応や支援」、「出産準備や各種健診の
受診費用等に関する経済的援助の提供」の割合が多くなる傾向が見られた。特に、０２「家庭のニ
ーズに応じた事業を展開するための人員が不足している」と「外国人妊産婦への対応や支援」につ
いては、回答を得た管轄人口50万人以上の全組織で該当していた。 
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図8.7 管轄人口区分別子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的な課題 
 
(E) 出生数区分別組織の課題 
出生数区分別で該当件数とその割合を比較した結果、出生数5000人以上の組織では「家庭のニー
ズに応じた事業を展開しるための人員が不足している」、「支援を受け入れてもらえない妊産婦や
家庭への対応」、「妊産婦のメンタルヘルス・精神的不調（産後うつを含む）に対する医療支援の
提供」、「離婚等を含めたトラブル等への法律・法的相談への支援」および「妊産婦や子育て期の
保護者の交流会等の提供」の割合が高く、特に「外国人妊産婦への対応や支援」においては、回答
を得た出生数5000人以上の全組織で該当していた。また、「出産準備や各種健診の受診費用等に
関する経済的援助の提供」については、出生数が多い組織ほど割合が高くなる傾向が見られた。 
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図8.8 総人口区分別子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的な課題 
 
(F) その他・自由記述 
子どもや家庭が抱える妊娠・出産や子育てのニーズに対する組織的な課題における事項につい
て、上記で「その他」を選択した場合の内容や、課題となっている事柄の具体的状況を自由記述に
よる回答を求めた結果を表8.1および表8.2に示す。回答の特定可能性に配慮し、個人を特定する可
能性がある記載箇所を削除している。 
自由記述は、全国市町村母子保健主管部門40組織、母子保健活動と児童虐待相談対応の両方を担
う組織8組織、計48組織からの回答があった。精神疾患のある妊産婦への支援、日常生活を支える
個別支援を中心に、多胎児妊産婦への支援、組織連携の体制、医療施設が近くにない等の課題が見
受けられた。 
  

表8.1 各組織における現在の課題（自由記述）回答件数 

 
 

表8.2 組織における現在の課題（自由記述） 
組織種別 記述内容 
全国市町村
母子保健主
管部門 

外国人学生の妊娠、出産に対する見通しがない方が多く、言葉も通じないため、支援
に支障をきたしている。 
居住実態が把握しにくい妊産婦とその子どもへの支援の提供 
里帰り先で乳幼児健診を受ける際、依頼先の自治体が個別健診の場合、費用負担が発
生してしまう。 
産後に夫以外に支援者がいないが、外部からのサポート導入に対し経済的負担も含め
て利用につながりにくい場合がある。 
出産後、自宅に帰ってからの育児に支援が必要と考えられる産婦に対しての支援がな
い。障害者手帳等を持つ者に対してはヘルパー派遣等があるが、一般の人に対しての
支援がない。 
定着している子ども食堂がなく、生活困窮世帯児への安定的な支援が十分でない。 
病後児保育は一か所可能となったが、病児保育に対応している施設がない。 
家事支援などのファミリーサポートの充実（当課が担当課ではないがケースを通じて
必要性を感じる） 
療育支援、産後の家事サポートなど 
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紹介できる社会資源に乏しい 
妊婦タクシーで紹介できる資源がない。 
健診等で療育機関及び言語訓練等の利用が必要となっても、定員いっぱいで利用でき
ない、希望日数が利用できない、長期間の待機となる。同様に、小児神経科医師の診
察も数か月の待機となる。 
育児サービスの社会資源がない 
経済的負担感やサポート不足等の問題を抱える家庭が多く、妊産婦が心身の不調を訴
え休息が必要な場合に、紹介してすぐに利用できる資源が少ない。産後のベビーシッ
ターや6か月未満児の一時預かり保育等、安価で利用しやすい資源が増えるとよい。 
圧倒的に様々な資源が足りない。産み育てるには、年齢が影響するということ、経済
的なこと、親になるということ等、小さいころから年齢に応じた教育が必要。 
子どもの発達や障害等に関する専門的支援の提供 

 子どもの発達や障害等に不安がある家庭に対し、相談や教室といった受け皿がニーズ
に対して不足していると感じているが、これ以上大幅に増やすことが難しい。 

 身体的な障害、身体発達の遅れがある乳幼児が理学療法を利用できる療育施設が少な
い。 

 現在の妊産婦の現状やニーズ調査等用いた分析、結果に基づく事業の企画、運営を検
討できる余裕のある人員がない。厚労省や総務省、児童福祉分野等から次々に降りて
くる新事業実施の勧奨に追われている状況。圏域保健所からの後方支援も全くない。
身近な市町村がやるべきという理想に国、都道府県から丸投げされ現場は息ができな
い状況。いくら補助事業が形作られても、地域に実施できる事業所や受け皿がなく、
直営を立ち上げする人員、財政的余裕もないため、妊産婦の家事支援や兄弟等の生活
支援事業など取り組みたくても取り組めないことが山ほどある。 

 多様なケースに対する個別支援のノウハウ・技術。それを取得するための機会やその
ための時間（マンパワー不足）。 

 子どもの特性を知り親の対応が少しでも理解できれば虐待予防に大きく貢献できると
実感しており、個々に合わせたペアトレや子育て教室を直営実施するが、丁寧な教室
運営が必要である反面、人員や時間的に限界があるため対象者を少なくするほかない
状況（保健所心理士は、虐待予防にとられ市の発達支援には従事できないときっぱり
拒否されている）。臨床心理士他専門職が雇用しやすくなる補助の見直しや圏域発達支
援センターのサポート体制の充実（指示されているのでしょうが現場には全く反映さ
れていない）が虐待予防につながると考える。 

 精神疾患を抱える妊婦が増え、対応に困難を感じることが多いが、紹介できる資源は
限られている。 

 精神疾患を抱える妊産婦に対する医療的資源が少なく、必要な時にすぐ利用できな
い。 

 療育支援サービスが少ないために、特に精神疾患、ストレスを抱える父・母の負担が
大きくなる。 

 精神疾患や発達障害を抱えた母や父が自分の精神状態の安定が図れず、同時に子育て
に不安や悩みを抱えるケースは多い。 

 精神的にしんどい状況でも病院受診に対し、本人や家族も抵抗がある場合がある。 
 流産死産された場合や出生前検査を受けられる際の精神的なフォロー体制 
 精神疾患や知的障害を抱える妊産婦が増加し支援が必要であるが、紹介できる資源が
十分ではない。また、支援者として祖父母等に対し、支援体制（サポート力）を期待
できない現状である（｢距離が離れているため｣、｢能力的に望めないため｣等の理由に
よる）。 

 精神疾患のある妊婦等への対応を実施することがあるが、地域に紹介できる資源がな
い。 

 産後うつに関連する産科と精神科の連携が不足している。新規精神科の受診待ちは3か
月と全くタイムリーでない。妊産婦支援の向上を謳うなら、産科と精神科の密な連携
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と早急な診療加療ができるハード体制づくりを期待する。堅実なハード体制と市町の
ソフト支援とが両輪で動かないと産後うつ予防など含めた安定的な妊産婦支援は図れ
ないと実感している。産後うつで自身や乳児を傷つけるだけでなく、兄弟の行動にイ
ライラし暴言暴力をふるうケースも少なくない実態を理解されたい。 

 行政間のつながり 
 立地の条件で婦人科や小児科が遠く、医療機関との連携がとりづらい。 
 妊娠届未届出者の把握と支援 
 地域とのつながり 
 多胎児のいる家庭を対象とした養育や外出支援に対応するサービスがない。 
 双子の妊娠～出産、その後にかけての母親の身体的・経済的な負担、家事援助等の支
援を気軽に提供ができていない。 

 妊娠・出産・子育てに関しても家族に協力が得にくい人が増えている印象で、公的な
サービス・支援ではきょうだいの預かり・送迎支援、一時預かり等の日常の中の細か
い支援がない。人口規模も小さな市ではニーズはあっても希望者・利用者も少なく、
民間のサービスもないため、サービスが充実しにくい。 

 近隣に妊産婦に対応してもらえる精神科がない。受診する場合、遠方ですぐに予約が
入らない。 

 近くに産科がないので遠い方は片道２時間程度時間をかけて通院しており通院の負担
が大きい。 

 地域で出産ができない（妊婦健診は受診可能）、小児が入院できる医療機関がないな
ど、医療の資源が乏しい。 

 妊産婦や子どもを診察できる医師が少ない（町内に分娩可能な医療機関がない、小児
科も一つしかないので、町外の医療機関に通わなければならない）。 

 
組織種別 記述内容 
母子保健活
動と児童虐
待相談対応
の両方を担
う組織 

保育園への無料送迎サービスがあるとよい。 
就労、疾患等の要件が無くとも、両親の養育力がない、または希望により誰でも保育
園に入園できる状況が整うとよい。 
自治体だけでの対応に苦慮するケースに対して支援やサービス等を提供できる社会資
源が身近にない。 
社会資源が限られており、紹介できる資源がない。 
養育者側の要因：精神や発達に課題を持つ妊産婦は、孤立した養育になりがち。支援
を受け入れることがスムーズにいかず、支援者との関係構築が難しいため、行政や保
育所等の地域サービスを利用しても、それだけで子どもを情緒的に養育することは難
しい。 
こども側の要因：子どもが発達課題や障害を持つことを、父母や祖父母が受け入れら
れず、養育が行き詰まる例が多い。ありのままの姿で、のびのび育てることが子育て
の優先価値となっていない社会土壌がある。 
精神疾患のある妊婦等への対応を実施することがあるが、地域に紹介できる資源が不
足している。 
立地の条件で婦人科や小児科が遠く、医療機関との連携がとりづらい。 
居住地に分娩施設がない。 

 

8.4 結果の解釈 
 地域、総人口数、管轄人口数、出生数問わず共通する課題として、「妊産婦の家事や、きょうだ
いの保育等の日常生活(外出やリフレッシュ機会等を含む)を支える個別支援の提供」および「家庭
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のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足している」が見出された。また、総人口、管轄
人口、出生数が多い組織に共通している課題の傾向として「出産準備や各種健診の受診費用等に関
する経済的援助の提供」、「健診未受診者や出生届未提出者、各種サービスに繋がりにくい家庭の
把握や支援の提供」、「支援を受け入れてもらえない妊産婦や家庭の把握や支援の提供」等がある
ことから、人口や出生数が多い組織では支援が必要な家庭に対して目が行き届かず、取りこぼしや
支援に繋がりにくい状態にあることが伺える。さらに、「外国人妊産婦への対応や支援」について
は、総人口数、管轄人口数および出生数が多い組織だけでなく、関東地方および近畿地方に多い課
題の特徴でもあった。 
 当該結果を総括すると、全国市区町村の母子保健主管部局が有する「必要な支援を提供する上で
の資源」については、その内容によって地域間での差があることが想定されるが、全体として「全
国的に不足がある」と解釈されるのが自然であると言える。特に、調査による回答が得られた中
で、「妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活を支える個別支援の提供」、「家庭のニー
ズに応じた事業を展開するための人員が不足している」、「外国人妊産婦への対応や支援」、「妊
産婦のメンタルヘルス・精神的不調（産後うつを含む）に対する医療的支援の提供」、「支援を受
け入れてもらえない妊産婦や家庭への対応」、「父・パートナーや祖父母等に対する出産や子育て
に関する知識・技能等の提供」、「DV・家庭内暴力への対応」などに関する上位の項目は、回答
組織の40%以上で「必要だが不足している」という報告がなされている。 
 優れたアセスメント技術・ツールの開発や実装が実現されたとしても、アセスメントの結果必要
となる支援体制が確保されていなければ、本事業で作成したアセスメントツールの本来の目的は達
成されず、想定された効果を得ることは叶わない。アセスメント技術等に関する基礎知識や補助ツ
ール等の基盤構築に合わせて、十分な支援資源や体制の確保が必要になると言える。 
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第９章 組織的課題の地域別評価 

9.1 目的 

 第8章では、各地域が有する支援資源の実態について、その概要を整理した。本章では、地域ご
との課題を把握し、各種施策を検討するといったデータ利活用の視点から、地域課題の状況把握を
実施する。本章では第8章と同一のデータを用いるが、(1)地理空間情報処理手続きを用いて課題の
分布を可視化すること、(2)支援資源の情報だけに限らず、事例情報などへの応用可能性を前提とし
た視座から結果やその解釈等を整理するという点で異なっている。アセスメントデータは、事例に
含まれる具体的な情報が抽出され蓄積されたものである。各地域の家庭が抱える様々なニーズを把
握し、地域保健的視点からの施策を展開する上でも、その活用可能性は大きい。 

9.2 方法 

 本章で使用したソフトウェアはMicrosoft Excelと地理空間情報を操作、地図作成することがで
きるESRI, IncのArcGIS Pro 2.8.2を使用した。全国調査で得られたデータには、組織の代表所在
地の郵便番号を取得しており、日本郵政株式会社の郵便番号データと紐づけて東京大学空間情報科
学研究センターの「CSVアドレスマッチングサービス」を用いてジオコーディング（住所から緯度
経度に変換）した。そして、ＧＩＳ（地理情報システム）ソフトウェアのArcGIS Proを用いてジオ
コーディングで得られた緯度経度を用いてポイントを発生させた。一定のエリアにおける項目の該
当率を算出するために面積が2000㎢の六角形グリッドを作成して空間結合により六角形グリッド
内のポイントを集約させた。各項目の該当率が全国調査で得られた平均値よりも高い地域と平均値
よりも低い地域の2つの区分に分けて分布し、母子保健活動の課題を地域別に考察する。島しょ部
については六角形グリッドを用いた場合でも回答の組織が特定することができる可能性があるた
め、本州と北海道、四国、九州以外の島しょにおける回答を島しょ部とした。本節の使用したソフ
トウェアはMicrosoft Excelと地理空間情報を操作、地図作成することができるESRI, IncのArcGIS 
Pro 2.8.2を使用した。 

9.2.1 データ源とレコード抽出 

 全国調査によって収集された回答のうち、組織対象調査に相当する設問データのテーブルを抽出
して使用した。データ源からのレコード抽出に際して、「母子保健活動を担う組織」からの回答の
みを抽出し(組入基準)、児童虐待対応のみを担う組織(本事業では、市区町村の児童虐待相談対応部
局と児童相談所の児童虐待対応部門が対象)は回答が得られていた場合であってもレコード抽出時
点で除外を行った。地理空間情報は、日本郵便株式会社が提供している郵便番号データダウンロー
ドの住所の郵便番号（CSV形式）、国土数値情報ダウンロードサービス（国土交通省）の全国の行
政区域データ（2021）を用いた。 



 118 

9.2.2 適格基準 

全国調査によって収集された回答のうち、レコード及びジオコーディングの欠損については除外
処理を実施し、各種集計で「欠損」の区分を設けて結果を示す。 

9.2.3 統計解析 

 本解析では、組入基準を満たしたレコードの項目ごとの該当率の平均値を算出し、六角形グリッ
ドごとに算出した該当率の平均値と比較し、平均以上の場合は「平均以上」で赤色、平均未満の場
合は「平均未満」を青色で表現し、地域におけるニーズの違いなどを明らかにしていく。地図化で
は、島しょ部を除いた地域の六角形グリッドを用いた。 

9.3 結果 

9.3.1 データ抽出結果 

 全国調査によって収集された回答のうち、組入基準を満たした回答数は母子保健活動を担う組織
の359箇所となった。解析では、本集計の適格基準を満たし、ジオコーディングで欠損のない組織
の回答情報235箇所（島しょ部の回答情報は8箇所）を組み入れた。 

9.3.2 組織的課題の地域別評価 

 組織的課題の地域別評価には、1組織当たりの平均回答件数と18項目の質問項目の該当率の分布
を地図化した。 

 図9.1は、「1組織当たりの平均回答件数」である。全国の平均回答件数は、18項目ある内の6.4
件で多くの組織で3分の1以上の項目が不足していると回答していた。分布は、全国で「平均以上」
の分布が全国的に分散していることが見受けられた。 
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図9.1 1組織当たりの平均回答件数の分布 

 図9.2は、「A3_家庭のニーズに応じた事業を展開するための予算がない」である。「平均以
上」の分布が全国的に分散していることが見受けられ、「平均未満」の分布が多くかつ分散してい
ることが見受けられた。 
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図9.2 「A3_家庭のニーズに応じた事業を展開するための予算がない」の分布 

  

 次に、「A3_家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足している」の分布である。
図9.2の「A3_家庭のニーズに応じた事業を展開するための予算がない」よりも「平均以上」の分
布が多く、全国的に分散していることが見受けられた。「平均未満」の分布も全国的に分散してい
ることが見受けられた。 
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図9.3 「A3_家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足している」の分布 

 

 図9.4は、「A3_出産環境・病院選びや、出産に関する各種の申請手続きに関するサポート」の
分布である。「平均以上」の分布が一部に集中しているように見受けられ、全国的に「平均未満」
の分布が多くかつ分散していることが見受けられた。 
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図9.4 「A3_出産環境・病院選びや、出産に関する各種の申請手続きに関するサポート」の分布 

  

 図9.5は、「A3_母親に対する妊娠・出産・子育てに関する知識・技能等の提供」の分布であ
る。「平均以上」の分布が一部に集中しているように見受けられ、全国的に「平均未満」の分布が
多くかつ分散していることが見受けられた。 
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図9.5 「A3_母親に対する妊娠・出産・子育てに関する知識・技能等の提供」の分布 

  

図9.6は、「A3_子育てに関する保護者の主体性を醸成するための支援機会や技術等」の分布で
ある。「平均以上」の分布が全国的に多くかつ分散していることが見受けられた。「平均未満」の
分布も全国的に分散していることが見受けられた。 
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図9.6 「A3_子育てに関する保護者の主体性を醸成するための支援機会や技術等」の分布 

 

図9.7は、「A3_父・パートナーや祖父母等に対する出産や子育てに関する知識・技能等の提
供」の分布である。「平均以上」の分布が全国的に多くかつ分散していることが見受けられた。
「平均未満」の分布も全国的に分散していることが見受けられた。 
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図9.7 「A3_父・パートナーや祖父母等に対する出産や子育てに関する知識・技能等の提供」の分
布 

 

 図9.8は、「A3_妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活(外出やリフレッシュ機会等を
含む)を支える個別支援の提供」の分布である。「平均以上」の分布が全国的に多くかつ分散して
いることが見受けられた。「平均未満」の分布も全国的に分散していることが見受けられた。 
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図9.8 「A3_妊産婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活(外出やリフレッシュ機会等を含む)を
支える個別支援の提供」の分布 

  

 図9.9は、「A3_社会的ハイリスク妊婦への個別支援の提供」の分布である。「平均以上」の分
布が一部に集中しているように見受けられ、全国的に「平均未満」の分布が多くかつ分散している
ことが見受けられた。 
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図9.9 「A3_社会的ハイリスク妊婦への個別支援の提供」の分布 

  

図9.10は、「A3_支援を受け入れてもらえない妊産婦や家庭への対応」の分布である。「平均以
上」の分布が全国的に多くかつ分散していることが見受けられた。「平均未満」の分布も全国的に
分散していることが見受けられた。 
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図9.10 「A3_支援を受け入れてもらえない妊産婦や家庭への対応」の分布 

  

図9.11は、「A3_健診未受診者や出生届未提出者、各種サービスに繋がりにくい家庭の把握や支
援の提供」の分布である。「平均以上」の分布が一部に集中しているように見受けられ、全国的に
「平均未満」の分布が多くかつ分散していることが見受けられた。 
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図9.11「A3_健診未受診者や出生届未提出者、各種サービスに繋がりにくい家庭の把握や支援の提
供」の分布 

  

図9.12は、「A3_妊産婦のメンタルヘルス・精神的不調(産後うつを含む)に対する医療的支援の
提供」の分布である。「平均以上」の分布が全国的に多くかつ分散していることが見受けられた。
「平均未満」の分布も全国的に分散していることが見受けられた。 
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9.12 「A3_妊産婦のメンタルヘルス・精神的不調(産後うつを含む)に対する医療的支援の提供」の
分布 

   

図9.13は、「A3_DV・家庭内暴力に関する専門的支援の提供」の分布である。「平均以上」の
分布が全国的に多くかつ分散していることが見受けられた。「平均未満」の分布も全国的に分散し
ていることが見受けられた。 
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図9.13 「A3_DV・家庭内暴力に関する専門的支援の提供」の分布 

 図9.14は、「A3_外国人妊産婦への対応や支援」の分布である。「平均以上」の分布が全国的に
多くかつ分散していることが見受けられた。「平均未満」の分布も全国的に分散していることが見
受けられた。 
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図9.14 「A3_外国人妊産婦への対応や支援」の分布 

   

図9.15は、「A3_離婚等を含めたトラブル等への法律・法的相談への支援」の分布である。「平
均以上」の分布が全国的に分散していることが見受けられた。「平均未満」の分布も全国的に多く
かつ分散していることが見受けられた。 
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図9.15 「A3_離婚等を含めたトラブル等への法律・法的相談への支援」の分布 

   

図9.16は、「A3_妊産婦や子育て期の保護者の交流機会等の提供」の分布である。「平均以上」
の分布が全国的に分散していることが見受けられた。「平均未満」の分布も全国的に多くかつ分散
していることが見受けられた。 
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図9.16 「A3_妊産婦や子育て期の保護者の交流機会等の提供」の分布 

    

図9.17は、「A3_出産準備や各種健診の受診費用等に関する経済的援助の提供」の分布である。
「平均以上」の分布が一部に集中しているように見受けられ、全国的に「平均未満」の分布が多く
かつ分散していることが見受けられた。 
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図9.17 「A3_出産準備や各種健診の受診費用等に関する経済的援助の提供」の分布 

   

図9.18は、「A3_子どもの発達や障害等に関する理解の援助」の分布である。「平均以上」の分
布が全国的に分散していることが見受けられた。「平均未満」の分布も全国的に多くかつ分散して
いることが見受けられた。 
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図9.18 「A3_子どもの発達や障害等に関する理解の援助」の分布 

  

次に、「A3_その他、妊娠・出産・子育てに関して不足していると感じる支援の枠組み」の分布
である。「平均以上」の分布が一部に集中しているように見受けられ、全国的に「平均未満」の分
布が多くかつ分散していることが見受けられた。 
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図9.19 「A3_その他、妊娠・出産・子育てに関して不足していると感じる支援の枠組み」の分布 

  

図9.20は、「項目別該当率の「平均以上」の割合」の分布である。119個の六角形グリッドの内、
項目別で「平均以上」の割合を算出して降順で並べている。「A3_家庭のニーズに応じた事業を展
開するための人員が不足している」が最も高く58.3％、次いで「A3_妊産婦の家事や、きょうだい
の保育等の日常生活(外出やリフレッシュ機会等を含む)を支える個別支援の提供」が55.8％、50％
以上の項目が上記に加えて「A3_妊産婦のメンタルヘルス・精神的不調(産後うつを含む)に対する
医療的支援の提供」（55.0％）、「A3_父・パートナーや祖父母等に対する出産や子育てに関する
知識・技能等の提供」（51.7％）、「A3_支援を受け入れてもらえない妊産婦や家庭への対応」
（50.8％）の計5項目であった。最も低い項目は「A3_その他、妊娠・出産・子育てに関して不足
していると感じる支援の枠組み」（20.0％）でその他を除くと「A3_出産環境・病院選びや、出産
に関する各種の申請手続きに関するサポート」（23.3％）、次いで「A3_母親に対する妊娠・出
産・子育てに関する知識・技能等の提供」（25.8％）であった。 
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図9.20 項目別該当率の「平均以上」の割合（島しょ部含む） 

 

9.4 結果の解釈 

 本章では、母子保健活動を行っている組織における子育てに関する様々なニーズを満たす地域資
源の不足をアンケート調査データに基づいて可視化し、地図化による地域別の評価を行った。 

地域資源の不足に関する18項目は、すべて現状の母子保健活動で全国的に必要なニーズとなって
いる。前提として、図中に青色で示した「平均より下」となった領域においても、「当該ニーズ」
がないことを意味しているわけではないことに留意されたい。当該条件下で、項目によって全国的
に資源不足が分散している場合と、特定の地域に資源不足が限定・集中している場合が見受けられ
た。全国的に不足している問題と、地域に限定して不足している問題を切り分け、それぞれの課題
を把握したうえで、資源の的確な拡充を行うことが望ましいものと推測される。18項目のなかで
も、特に、「A3_家庭のニーズに応じた事業を展開するための人員が不足している」や「A3_妊産
婦の家事や、きょうだいの保育等の日常生活(外出やリフレッシュ機会等を含む)を支える個別支援
の提供」、「A3_妊産婦のメンタルヘルス・精神的不調(産後うつを含む)に対する医療的支援の提
供」、「A3_父・パートナーや祖父母等に対する出産や子育てに関する知識・技能等の提供」、
「A3_支援を受け入れてもらえない妊産婦や家庭への対応」は、「平均以上」の六角形グリッドの
割合が50％を超えていることから、地域を問わず全国的な視座からの対処が求められるものと推察
される。また、「A3_出産環境・病院選びや、出産に関する各種の申請手続きに関するサポート」
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や「A3_母親に対する妊娠・出産・子育てに関する知識・技能等の提供」、「A3_出産準備や各種
健診の受診費用等に関する経済的援助の提供」などは、ある地域に「平均以上」の分布が集中して
いることから、地域の状況を丁寧に把握した上で、状況に応じた対処を講じる必要があるかもしれ
ない。 

本解析は、地域の母子保健活動における地域資源の不足を、地図上に視覚的に整理し、どのよう
な地域で不足しているか等について検討した。本解析では、地理空間情報を取り入れた母子保健に
おける課題の把握するための1つの切り口となるだろう。 

なお、本章については、回答のあった母子保健活動を担う組織の所在地に関するジオコーディン
グと、調査回答の収集時点での欠損および未回答組織数が多いことから、回答組織に一定の偏りが
生じている。よって、本章の解析結果は「課題を可視化し把握する一例」として参照されたい。前
章第8章でも指摘された通り、必要な支援資源が不足している状況がある場合、的確なアセスメン
トが実現されたとしても、必然、必要な支援を展開することはできない。母子保健活動を支える各
地域の資源の不足状況を的確に把握するためにも、各地域で対応される事例の特徴情報や、組織の
体制等に関する情報の蓄積と分析が、今後一層必要になるものと考えられる。 
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第10章 機械学習等解析技術の活用例 

10.1 目的 
 本章では、将来的に事例のアセスメント情報を含んだデータが蓄積された場合の利活用例とし
て、機械学習技術を用いたアウトカムの予測の手続きを実践する。当該手続きは、利活用例を示す
ことの他にも、(1)調査で収集したアセスメント項目全体の情報を最大限活用しようとした際の予測
精度の検証(本調査の項目がどの程度の情報を保有しているか)、(2)第7章で使用した欠損補完手続
きの詳細、(3)解析的な項目選抜の手続きが含まれている。 

10.2 方法 

10.2.1 適格基準とデータ抽出 
 全国調査で得られた事例調査データセットから、同意の得られた組織における全ての事例レコー
ドを抽出した。 
 解析用データには、事例情報が全て未入力となっている系統的な欠損が発生のあるレコードを除
外対象とした。 

10.2.2 アウトカムの定義、データの前処理 
 本章では、機械学習技術を用いたアウトカムの予測を実践する。ここではアウトカムとして、
「養育上の不調または児童虐待の発生」を定め、個別の調査アウトカムである(1)重篤な身体的虐
待、(2)重度のネグレクト、(3)性的虐待、(4)その他の重篤な虐待、(5)身体的虐待、(6)ネグレクト、
(7)DV・面前暴力、(8)DV・面前暴力を除く心理的虐待、(9)養育上の不調のいずれか一つ以上に該
当があった場合に「1」(アウトカムに該当)、いずれにも該当がなかった場合に「0」(アウトカムに
非該当)とする処理を行った。また、事例調査にて「未入力」、「不明未確認」、「不明回答困
難」として報告されたアセスメント候補項目の回答データは全て欠損値として扱い、以下に述べる
欠損補完処理の対象とした。 

10.2.3 欠損補完処理 
 欠損に対応するためのアプローチは、大きく分けて２つある。一つは、欠損を何らかの手順で無
視する手法であり、もう一つは欠損している値を推定して代入する「代入法」である。本研究では
代入法のなかでも深層学習を用いた多重代入法を用いたので、これについて述べる。 
 多重代入法では、まず、欠損している値を確率的に推論する予測モデルを構築する。この予測モ
デルを用いて欠損を代入したデータを複数作成し、それぞれのデータでの解析結果を統合すること
で最終的な結果を得る（手続きの概念図を図10.1に示す）。この方法は、単一代入法に比べて統計
的に優れた結果を得られることから、あらゆる分野で広く用いられてきた。また、ここで使われる
予測モデルには一般化線形モデル、決定木分析、ノンパラメトリックベイズなどの機械学習手法が
採用されてきた。 
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 近年では、より複雑な母集団に対応でき、かつ予測的妥当性の高い深層学習モデルを予測モデル
として採用した多重代入法が提案されている。中でも、本研究では、変分自己符号化器（Variatio
nal Autoencoder）と呼ばれる深層生成モデルの一種を用いた多重代入法を採用した（Mattei and 
Frellsen, 2019）。深層生成モデルは、補完対象となる変数が質的変数であり、かつ変数の数が多
い場合にも補完が可能であることがその特徴である。また、変分自己符号化器は他の深層生成モデ
ルである敵対的生成ネットワーク（ Generative Adversarial Network）に比べて、最適化が容易
であることも特徴の一つである。なお、変分自己符号化器をはじめとする深層学習モデルでは、与
えられたデータに対して過学習を起こしている可能性があり、必ずしも母集団との整合性がとれた
欠損補完にならない可能性があることに留意されたい。変分自己符号化器を用いた深層生成モデル
の学習を行う際は、【10.2.1 適格基準とデータ抽出】で得られたすべてのデータ事例を利用した。 
 
 

 
図10.1 多重代入法の手続き 

10.2.4 欠損補完処理の評価指標 
 欠損補完処理の評価指標としてtwo-sided Posterior Predictive Probability（He, Zaslavsky, an
d Landrum, 2010; Burgette and Reiter, 2010.）を用いた。これは、「モデルにより欠損を補完
したデータ」と、「欠損以外も含めたすべての値をモデルにより生成したデータ」における統計量
の差異を測る指標である。この量は0から1までの値をとり、2つの統計量の差異が大きい場合は0
に近い値、統計的な差異が小さい場合は1に近い値になる。つまり、この値が1に近いほどモデルが
母集団の分布をうまく捉えた補完を行えていることが言える。なお、注目する統計量によって結果
が変わり得ることには注意が必要である。 

10.2.5 機械学習モデルによる予測 
 基礎情報とアセスメント候補項目の回答パターンからアウトカム（養育上の不調または児童虐待
の発生）を予測するモデルとしてeXtreme Gradient Boosting(XGBoost) を採用する。XGBoostと
は、勾配ブーストと呼ばれる最適化アルゴリズムを用いた機械学習手法の一種であり、対象が観測
されるパターンを条件分岐の形式で捉えるモデルである(Chen,C. & Guestrin, C., 2016)。このモ
デルの特徴は予測性能が比較的高い点と結果の解釈性に優れている点である。 
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 本解析では、基本情報とアセスメント候補項目（妊娠期・乳幼児期の区別はしない）の値を説明
変数とし、その事例で「養育上の不調または児童虐待の発生」があったか否かの二値を目的変数と
する。ここで、アセスメント項目の回答が「未入力」、「不明未確認」、「不明回答困難」場合は
「欠損」という扱いをして、欠損補完の対象とした。 
 XGBoostモデルの主要なハイパーパラメータ(学習条件)は、すべてのモデルにおいて学 
習率(eta)を0.05に固定した。その他の主要なハイパーパラメータである(1)条件分岐の最大 
の深さ(max_depth)、 (2)分割によるノード重み上限(min_child_weight)、 (3)学習データサンプル
のサブサンプリング比率(subsample)、(4)各決定木での変数のサブサンプリング比率(colsample_b
ytree)、(5)損失関数における「アウトカムに該当」するサンプルの重み(scale_pos_weight)につい
てはグリッドサーチ(Grid Search) を用いて、後述する予測性能評価指標の一つであるPR曲線下面
積(AUC-PR)が最大化する組み合わせを選んだ。ブースティングのラウンド数(num_round)につい
てはGrid Searchにおける一回一回の試行において、交差検証法(6-fold cross validation)により最
適な値を決定した。その他のハイパーパラメータは、R言語におけるxgboostパッケージの標準設定
値を利用した(Chen, T. & Guestrin, C., 2016)。 
 

10.2.6 学習/検証データの分割  
 機械学習を最適化する際は、手元にあるデータを(1)学習データ(training)、(2)ハイパーパラメー
タ調整用のデータ(validation)、(3)性能評価用の検証データ(test)にそれぞれ65%、15%、20%の割
合で無作為に分割して作成した。なお、上述したように、ハイパーパラメータ調整は交差検証法(6-
fold cross validation)により実施した。 
 アウトカムに該当（もしくは非該当）する事例が学習データに少数しか含まれない場合(クラス
不均衡)、解析結果に偏りが生じる恐れがある。これによる予測精度の低下を緩和するため、損失
関数における片方のクラス（該当／非該当）のデータに重み付けをして学習を行う。上記でも述べ
たように、この重みはハイパーパラメータ（scale_pos_weight）としてGrid Search による最適化
を行った。 

10.2.7 予測性能の評価指標 
 7.3.7章でも述べたように、本解析における機械学習モデルの予測性能を評価する際には、総合
的な指標と部分的指標の両方を使用・報告し、結果を多面的に評価する。 
 総合的な指標に関して、本解析ではPR曲線下面積(Area Under the Precision-Recall  Curve: A
UC-PR)を第一指標として採用する。AUC-PRは0から1までの値を取り、値が大きいほど高い予測
性能を有することを示す。本解析で使用するデータのアウトカム（養育上の不調または児童虐待の
発生）は、その該当率が約84%を超えている。このようなクラス不均衡データにおける性能を評価
する際には、AUC-PRの利用が適している(Sofaer et al., 2019)。また、より解釈の容易な総合的評
価指標としてAccuracy(精度)も同時に報告する。これは、アウトカムに対する該当/非該当の予測
と、実際のアウトカムの該当状況が整合していた割合(正解率)を示す指標であり、0から1までの値
をとる。さらに、保健・医学分野で頻繁に使用される指標であるROC曲線下面積(Area Under the 
Curve of Receiver Operating Characteristic: AUC-ROC)もあわせて報告する。こちらも0から1ま
での値を取り、値が大きいほど予測性能が高いことを示す。ただし、クラス不均衡の場合のAUC-R
OCは有意な評価指標にならないことがあるので注意されたい。 
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 個別観点からの評価指標に関しては、閾値を任意に定めた場合の(1)感度、(2)特異度、(3)陽性的
中率、(4)陰性的中率を使用する。 

10.2.8 予測的貢献度の評価指標  
 10.2.4章では、機械学習を用いて227項目の全アセスメント候補項目からアウトカムを予測する
モデルの構築について述べた。これに加えて本章では、アウトカムの予測により貢献しているアセ
スメント候補項目の選抜を行う。具体的には、構築した予測モデルに対して、SHAP(SHapley Add
itive exPlanations) と呼ばれる数量を評価する（Scott and Lee, 2017）。本解析の文脈で述べる
と、ある項目がアウトカム（養育上の不調または児童虐待の発生）の該当予測に貢献した際、その
SHAPは正の値を取り、非該当の予測に貢献した際は負の値を取る。また、項目の貢献度が大きい
ほどそのSHAPの絶対値も大きくなる。 
SHAPは、各事例の各項目についてそれぞれ計算される。各項目のSHAPの絶対値を、与えられた
全事例について平均したものはGlobal SHAPと呼ばれ、各項目の包括的な貢献度を表す。本解析で
は、すべての項目についてGlobal SHAPの値を評価し、その値が高い項目を上から順にN項目だけ
利用した際のモデルの予測性能について評価を行う。 

10.3 結果 

10.3.1 データ抽出結果と欠損率 
【10.2.1 適格基準とデータ抽出】で記載したデータ抽出を行った結果、870のサンプルが抽出され
た。これらのサンプルを以下の解析で用いる。 
 本事業の全国Web調査において、「妊娠・出産期(新生児期ごろまで)」の状況に関する項目（項
目ID:Maternity）は提示率が22.2%、「妊娠期から乳幼児期」の状況に関する項目（項目ID:Whol
e）は提示率20.6%であった（4章参照）。これにより、これらの項目に80%ほどの欠損率が想定さ
れるが、実際の調査結果では76%~93%の欠損が観測された。各項目での欠損率のばらつきは、提
示の無作為化によるばらつきや、調査時の未回答等が原因となる。 
 「事例基礎情報」に関する項目（項目ID:Basic）は全調査対象に提示された項目である。しか
し、回答組織の種別によっては回答できない項目（父母の出生時年齢、兄弟の人数など）も含まれ
るため、欠損率が4.2%~24.3%とばらついた。同様に「妊娠・出産期の基礎情報」に関する項目
（項目ID:Mbase）も全調査対象に提示された項目である。しかし、回答組織の種別によっては回
答できない項目（母子手帳交付週数、妊婦健診初回受診週など）も含まれるため、欠損率が26%~5
9%とばらついた。 
 なお、欠損補完をする際はすべての欠損が完全にランダムな欠損（MCAR）であることを仮定す
る。しかし、提示された項目の中で発生した未回答等による欠損の背景メカニズムにはランダム性
が十分仮定できないことには留意されたい。 

10.3.2 欠損補完処理の結果 
 上記の【10.2.3 欠損補完処理】で述べた深層生成モデルによる欠損補完手法を用いて多重代入を
行い、500組の欠損補完データを得た。ここでは、そのうちの１組について、各変数の分布を可視
化し、補完処理を行っていないデータ（欠損補完なしデータ）の分布との比較を行った。なお、欠
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損補完あり／なしのデータに加えて、欠損値以外のすべての変数をモデルにより生成したデータ
（以下、生成データと呼ぶ）の分布も併せて比較を行っている。 
 連続な値を取る変数と二値変数では仮定している分布が異なるため、別々に結果をまとめる。連
続変数のうち「児童年齢、Mbase_001_母子手帳交付週数、Basic003_母出産時年齢、Basic004_母
初産時年齢、'Basic008_父出生時年齢、Mbase_003_妊婦健診初回受診週、Mbase_004_妊婦健診
受診回数」についてはガウス分布、「Basic010_世帯のきょうだい人数、Basic011_兄姉人数、Bas
ic012_弟妹人数、Mbase_005_母過去の妊娠回数、Mbase_006_母過去の中絶回数」についてはポ
アソン分布からの生成を仮定した。ガウス分布の平均（分散は１に固定）とポアソン分布のパラメ
ータが深層生成モデルの出力になる。図10.2に欠損補完あり／なしのデータと生成データにおける
連続変数の分布を示した。この図から、Mbase_004_妊婦健診受診回数などの欠損率が高い変数は
欠損補完なしとありのデータでその分布が、若干異なっていることが見て取れる。なお、欠損補完
手法の定量的な性能評価については後述するPPPで測定する。 
 同様に、欠損補完あり／なしと生成データにける、二値変数の分布（一部）を図10.3に示した。
二値変数の場合は、モデルが各変数の分布を概ね捉えられている。とり得る値が二値の場合は、比
較的その欠損補完が容易になることが示唆される。 
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図10.2  欠損補完あり／なし、生成データにおける、連続値をとる変数の分布 
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図10.3  欠損補完あり／なし、生成データにおける、二値変数の分布。欠損率の高い変数のうち一

部を掲載 
 
【10.2.4 欠損補完処理の評価指標】で紹介したように、欠損補完処理の性能評価指標としてはtwo
-sided Posterior Predictive Probability（PPP）を採用した。多重代入法で得られた500組の欠損
補完データにおける統計量の分布と、それとは独立にすべての変数をモデルにより生成した500組
のデータにおける分布（モデルが学習した分布）を用いてPPPを計算する。各変数の平均値（該当
／非該当の二値変数はそれぞれ0と1の数値に置き換えて平均値を計算）を注目する統計量としてP
PPを算出した時の分布を図10.4に示す。PPPの値は0から1の値をとり、値が1に近いほど欠損処理
の精度が高いことを示す。図から分かるように、二値変数のPPPは0から1まで広く分布しており、
目立った特徴はない。一方で、連続量のPPPは0に近い値をとることが多い。これは、データの背
後に仮定している分布による表現力の限界、モデルが何らかのバイアスを学習している可能性、も
しくはその両方が原因として挙げられる。 
 なお、各変数の平均値を注目する統計量とした場合、変数間の相関関係に対するモデルの性能は
十分に評価できないことに留意されたい。5章でのリスク比の分析において、変数間の相関関係は
大きく影響しない。しかし、7章や本章における予測モデルの構築では変数間の相関関係が重要な
情報になり得る。 
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図10.4  欠損補完手法の精度評価指標であるPredictive Probability Posterior (PPP)の分布 

 

10.3.3 機械学習による予測結果 
 本章の解析結果はすべて多重代入法による20個の欠損補完データを用いた。 
 まず、227個全ての基本情報とアセスメント項目の値を説明変数とし、その事例で「養育上の不
調または児童虐待の発生」があったか否かの二値を目的変数とする予測を行った。 
【10.2.5 機械学習モデルによる予測】で述べたように、Grid Searchと6-fold 交差検証を用いてハ
イパーパラメータを調整したうえで、アセスメント項目の回答パターンから重篤な虐待事例を予測
するモデル（XGBoost）を構築した。調整後のハイパーパラメータは max_depth=8、min_child_
weight=3、subsample=0.9、colsample_bytree=1.0、scale_pos_weight=1.0 となった。なお、
各種ハイパーパラメータのGrid Serchにおける範囲は、max_depth=(4,5,6,7,8)、min_child_weig
ht=(1,2,3,4)、subsample=(0.8,0.9,1.0)、colsample_bytree=(0.8,0.9,1.0)、scale_pos_weight=
(0.130, 0.186, 0.241, 1.000) とした。 
 各欠損補完データセットにおける、検証用データに対する予測モデルのPR曲線（Precision-Reca
ll Curve）を図10.5に示す。7.3.7章や10.2.7章でも述べたように、PR曲線下面積（AUC_PR）1に
近いほど予測能力が高いと言えるが、今回の多重代入法によるAUC_PRの平均値は0.955となっ
た。ただし、クラス不均衡により、AUC_PRのベースレート（検証用データにおける該当事例の割
合）の平均は0.850であることに注意されたい。また、本解析では学習／検証データを無作為に分
割する作業も解析手順に含めている。そのため、多重代入法によって得られた各補完データにおけ
る統計量は、欠損補完によるばらつきに加え、データ分割の無作為化によるばらつきも含んでい
る。 
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図10.5  各欠損補完データにおけるPR曲線の解析結果 

 
 次に、各種予測性能指標の結果について述べる。判別闘値を0.5とした際、「実際にアウトカム
に該当する事例のうち機械学習が該当事例であると正しく予測した割合」を示す感度(Recall)は0.8
16、「実際の非該当事例のうち機械学習が非該当事例であると正しく予測した割合」を示す特異度
(Specificity)は0.773であった。また、「機械学習が該当であると予測した事例のうち実際に該当事
例であった割合」を示す陽性的中率(Precision)は0.954、その逆に、「機械学習が非該当であると
予測した事例のうち実際に非該当事例であった割合」を示す陰性的中率(NegPredValue)は0.440と
なった。最後に「与えられた該当事例と非該当事例（すべての性能評価用データ）のうち、機械学
習がそれらを正しく予測した割合」を示すAccuracyは0.809となった。これらクラス分類問題で頻
繁に使われる予測評価指標を表10.1にまとめる。なお、これらの値は多重代入法により得られた20
個のデータにおける結果の平均値である。 
 

表10.1 全項目を説明変数とした際のアウトカム予測性能指標（闘値0.5）
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10.3.4 項目選抜と性能評価 
【10.3.3 機械学習による予測結果】では全227項目の基礎情報とアセスメント候補項目を説明変数
として、アウトカム（目的変数）を予測するモデルを構築した。本章では、その予測モデルに基づ
いて、どの説明変数がより予測に貢献しているかを評価する。【10.2.8 予測的貢献度の評価指標】
でも述べたように、予測的貢献度の評価指標としてSHAP値を採用した。SHAP値は各事例の項目
ごと算出され、予測的貢献度を測る指標である。その絶対値をとり全事例について平均したものは
Global SHAP と呼ばれ、そのデータにおける各項目の平均的な貢献度を表す。 
 多重代入法で得られた20個の学習データと、それにより学習を行った各20個の予測モデルに対
してGlobal SHAP を算出した。各項目について20のGlobal SHAP が得られるわけだが、これらに
ついて平均をとり、その値が高い上位50項目を図10.6に示した。なお、当該上位項目の具体的な項
目内容は、別添する「アセスメント項目情報リスト」の「機械学習予測貢献項目」の欄に掲載して
いる。ここで、エラーバーは欠損補完と学習／検証用データ分割の無作為化に起因する95％信頼区
間を表す。また、棒グラフの横に示される百分率は学習データにおいてその項目のSHAP値が正の
値をとった割合である。Global SHAPの値が高い上位15項目ほどが比較的大きな値をとり、それ以
下はなだらかに値が減少していることが見られる。これは、上位数項目だけを用いて予測モデルを
構築した場合でも、全項目も用いた場合と比較して、予測精度を保てる可能性があることを示唆す
る（10.3.5 項目選抜と性能評価を参照）。 
 



 150 

 
図10.6 Global SHAP (SHAP値の絶対値平均) 上位50項目 

 
 絶対値をとっていない未処理のSHAP値はある事例における他の項目との関連性を考慮して正負
の値をとる。ある項目のSHAP値が正の場合、その項目が「アウトカムに該当することへの予測」
に貢献することを意味し、負の場合は「アウトカムに非該当であることへの予測」に貢献すること
を意味する。SHAP値の正負に解釈を与えるには、個々の事例における各項目間の関連性を詳細に
見る必要がある。各事例における各項目の貢献度を測ることは本章の目的ではないため、図10.6に
はSHAP値が学習データにおいて正の値をとる割合を示すに留める。この図から、SHAP値が正の
値をとる割合に特徴的な傾向は見られない。 
 補足として、SHAP値は項目（説明変数）とアウトカム（目的変数）の関連性の高さを示す指標
とも言える。7章で計算したリスク比も同様の指標であるが、リスク比は「ある項目単体に注目し
て算出される指標」であるのに対し、SHAP値は「複数項目を用いて構築された予測モデルに対し
て算出される指標」であることにその違いがある。よって、SHAP値に注目した際は、他の項目の
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該当/非該当を含めた特定条件下でのアウトカムとの関連性も考慮することになる。次章では、本
章で算出したGloal SHAPを参考に項目選抜を行い、より少ない項目数で予測モデルを構築する。 
 最後に、本節のSHAP値を用いた解析には限界が存在する。 SHAP値はあくまで、予測モ 
デルをブラックボックスとして扱い、その入力値と出力値だけに着目して予測的貢献度を評価する
手法である。よって、SHAP値は貢献度の評価基準として確立された指標ではあるが、なぜそのよ
うな予測になったかを演繹的に説明することはできない。 

10.3.5 項目選抜と性能評価 
 前章では、各項目がアウトカムの予測にどれだけ寄与しているかの指標であるGlobal SHAP を
算出した。本章では、Global SHAPの値が高い上位項目をいくつか選抜し、それらの項目だけを用
いてアウトカムの予測モデル（XGBoost）を構築した。この時、選抜する項目数を変化させ、各種
予測精度指標がどのように変化するかを観測した。なお、XGBoostを構築する際、各種ハイパーパ
ラメータのGrid Serchにおける範囲は、max_depth=(1,2,3,4,5,6,7,8)、min_child_weight=(1,2,
3,4)、subsample=(0.8,0.9,1.0)、colsample_bytree=(0.8,0.9,1.0)、scale_pos_weight=(0.130, 0.
186, 0.241, 1.000) とした。図10.7に選抜項目数ごとの各種予測精度指標を示す。ここでも、エラ
ーバーは欠損補完と学習／検証用データ分割の無作為化に起因する95％信頼区間であることに注意
されたい。選抜項目数を減らした際のAUC_PR、Specificity、Precisionについては、対応する全項
目（227項目）を用いたモデルの性能指標の明確な値の低下が観察されない。これらの指標につい
ては選抜項目数を減らしても、その精度が保たれることを意味するものと解釈される。一方で、Ac
curacy、Recall、NegPredValueについては、選抜項目数を減らしていくと、その値が減少する。
選抜項目数を減らしていくことで様々な事例のパターンのもとで生じるアウトカムの発生を、的確
に検出・除外するために必要な情報が脱落してゆく可能性が推察される。なお、有意差をみるため
の統計的な検定は実施していない。 

  
図10.7 選抜項目数ごとの精度評価指標 
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10.4 結果の解釈 
 本章の解析により、アセスメント候補項目の無作為提示や、情報の確認困難・未確認による不明
等の発生による欠測データに一定精度での補完が実施された。そして、補完した全データセットを
利用し、本章解析で使用した機械学習モデルの元で、「虐待または養育不調の発生」の予測に貢献
する項目の抽出が実施された。さらに、全ての項目を利用せず、項目を選抜した場合であっても、
全項目使用時と遜色の無い予測精度が得られる可能性が示された。 
 欠損データの補完を真に的確に実現するためには、「完全に無作為に発生した欠損」であるとい
う仮定を満たす(そうでない場合は欠損のメカニズムを別途考慮する)必要がある。また、補完結果
の妥当性を評価するためには、目的に応じて選択された指標が十分な値を示す必要がある。本調査
では、各項目の欠損率が高いことや、他の項目の欠測を十分に補完するだけの項目数、あるいは、
項目が有する情報が十分に測定されていない可能性などを背景に、一部の補完結果と、補完データ
全体を使用した解析の結果に留保を加える必要があるものと考えられる。単一の調査によって、多
面的な項目の評価と、それらを組み合わせた項目セットのアウトカム予測に対する性能を評価する
必要性からの、限界点として了解されたい。なお、「該当/非該当」の二値変数、および、各種年
齢等の連続量について、補完・生成したデータの分布の多くで、補完前データの形状が(視覚的チ
ェックによって)再現されていることや、多重の代入法を用いた結果の統合を前提にした補完方法
を採用する点から、極端に誤った結論を生じさせる可能性は軽減され、項目の基礎的な評価を実施
するには十分な性能が得られているものと考えられる。 
 XGBoostモデルを用いたSHAPによる項目評価では、調査で使用した事例の基礎情報を含め、全
てのアセスメント観点を使用せずとも、比較的少ない項目のみでアウトカムの予測が可能であるこ
とが示された。ただし、「どの項目が最も予測に貢献するか」「２つの項目のうち、どちらの方が
優れているか」「他の分析手法においても同じように有用か」については、現時点で決定づけられ
るものとなっていない。また、「予測に貢献した項目」が、必ずしも「アウトカムの発生原因であ
る」あるいは「アウトカムの防止要因である」とは限らないことにも留意されたい。こういった視
点から、本章の解析技法で抽出されたgrobal SHAP値の上位項目は、「少なくとも単一の解析手法
では、現時点でアウトカムの予測に貢献すると想定された項目」と捉えられる。当該項目の解析上
での有用性を部分的に担保したものであり、項目単体の予測貢献性に代替されるリスク比指標より
も、多くの情報を有している可能性が高い項目となっている。これらのことを前提に、上位50項目
の幅を持たせた結果を整理している。本解析で得られた項目情報が、実務上でのデータ蓄積とその
活用に貢献することが期待される。 
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第11章 補足解析 

11.1 目的 
 本章の解析は、前章までの結果を踏まえ、細く解析として事後的に分析計画を策定したものとな
る。具体的な検討課題として、次の2点の解析疑問を扱う。第一に、養育者の続柄や社会的属性、
世帯のきょうだい人数等に関する事例の基礎情報とアウトカムの関連について基礎集計を実施し、
アセスメントツールへの組み込みを追加的に検討する。 
 第二に、第7章で作成されたアセスメントツールの構成案の性能結果をもとに、現場適用された
場合の性能の変化について、現時点ですでに予想される「陽性的中率の低下(偽陽性の増大)」に関
する簡易シミュレーションを実施する。 
 感度および特異度(第7章参照)など、検査の性能を示す値が優れたアセスメントツールが作成され
た場合であっても、それを適用する対象集団や、予測の対象とする事象の該当率によって、陽性的
中率や陰性的中率の精度は変化する。具体的には、予測の対象とする事象の該当率が低く、より悉
皆的な対象にツールを適用する場合に、陽性的中率が低下することが知られている。当該観点につ
いて、第7章で構成した「妊娠期のアセスメントツール 短縮版構成例」と「乳幼児期のアセスメ
ントツール 短縮版構成例」で得られた各種解析法のもとで得られた感度・特異度を用いて、対象
集団におけるアウトカムの該当率を変化させた場合の陽性的中率の変化について整理する。 

11.2 方法 

11.2.1 事例基礎情報の基礎集計 
 事例調査で収集された事例データ計870件のうち、第6章の連続量解析では扱われなかった基礎
情報項目それぞれについて、解析で扱う変数の欠測を含めて全てのレコードを抽出し、欠損数も集
計の対象とした。各項目の全ての選択肢別でアウトカムの該当率を集計する、または、アウトカム
の該当の有無別で各項目の全ての選択肢の該当率を集計することで、アウトカムに関連しうる変数
とその基礎特徴を把握した。 

11.2.2 陽性的中率のシミュレーション 
 アウトカムに該当する場合をAとし、ツールを用いた判定結果がアウトカムの発生を正に予測す
る(以下、陽性と表記)場合をBとする。アウトカムに該当する事例が正しくツールの陽性によって検
出される条件付き確率を𝑝(𝐵|𝐴)とし、これを感度とする。そして、対象集団におけるアウトカム該
当確率を𝑝(𝐴)、対象集団においてツールの陽性が得られる確率を𝑝(𝐵)とした時、「ツールを使って
陽性が得られた時に、当該事例でアウトカムの該当が得られる条件、確率は次式(ベイズの定理)で
得ることができる: 

𝑝(𝐴|𝐵) =
𝑝(𝐵|𝐴)𝑝(𝐴)

𝑝(𝐵)
 

 
式11.1 
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 このとき、ツールで陽性が得られる周辺確率である𝑝(𝐵)は、アウトカムに該当していない(𝐴)に
もかかわらず、ツールで陽性になる同時確率(特異度)である𝑝(𝐴 ∩ 𝐵)を用いて、次のように定義さ
れる: 
 

𝑝(𝐵) = 𝑝	(𝐴 ∩ 𝐵) + 𝑝(𝐴 ∩ 𝐵) 
式11.2 

 
本章のシミュレーションでは、アセスメントツールの感度𝑝(𝐵|𝐴)および、検査で陽性が生じる周辺
確率𝑝(𝐵)が既知となる。そして、アセスメントツールの適用対象が本邦全体の妊娠・出産事例、あ
るは乳幼児健康診査等の受診世帯全体と想定した時に、対象集団におけるアウトカムの該当確率𝑝(
𝐴)が未知となる。よって、シミュレーションでは、感度・特異度を所与とし、対象集団におけるア
ウトカム該当確率𝑝(𝐴)を0から0.25まで変化させた時の、陽性的中率𝑝(𝐴|𝐵)を算出する。すなわ
ち、ここでの検討課題は、「本邦の母子保健活動の対象となる事例における児童虐待または養育上
の不調の発生率を0%から25%までの値を取ると想定した時に、陽性的中率(1-偽陽性の発生確率)が
どのように変化するか」を示すことである。所与とする感度および特異度は、図7.2および図7.6に
準拠し、次の通りとする(表11.1および表11.2)。 
 

表11.1 妊娠期のアセスメントツール 短縮版構成例の感度・特異度と 
調査データにおける陽性的中率(解析手法別, 図7.2より) 

 感度 特異度 陽性的中率 
該当個数法 0.74 0.60 0.92 
重み付け得点法 0.87 0.57 0.92 
機械学習 0.83 0.78 0.96 
 

表11.2乳幼児期のアセスメントツール 短縮版構成例の感度・特異度と 
調査データにおける陽性的中率(解析手法別, 図7.6より) 

 感度 特異度 陽性的中率 
該当個数法 0.69 0.68 0.93 
重み付け得点法 0.84 0.61 0.93 
機械学習 0.81 0.81 0.96 
 
 

11.3 結果 

11.3.1 事例基礎項目の集計 
調査の結果、(1) 全国市区町村母子保健主管部門(母子保健活動と児童虐待相談対応の両方を担う
組織を含む)回答組織数673箇所(回答率35.0%)、回答事例数合計468件、(2) 全国市区町村児童虐待
相談対応部門(母子保健活動と児童虐待相談対応の両方を担う組織を含む)回答組織数385箇所(回答
率20.3%)、回答事例数合計240件、(3) 全国児童相談所回答組織数140箇所(回答率63.9%)、回答事
例数合計162件、合計870件の回答が得られた。 
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(1) 主たる養育者 
事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの主たる養育者構成比を図11.1
に、主たる養育者別アウトカム構成比を図11.2に示す。 
主たる養育者別アウトカム構成比では、実母、実父、実母以外の母においてアウトカム該当率
（虐待または養育不調のいずれかに該当する率）は8割強となった。祖父母、実父以外の父または
パートナーにおいては９割を超え、実母、実父、実母以外の母と比べてアウトカム該当率が高かっ
た。 
 

 
図11.1 アウトカム該当別/主たる養育者構成比 

 

 
図11.2 主たる養育者別/アウトカム構成比 
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(2) アウトカム該当数 
調査で収集された事例における主たる養育者別のアウトカム該当数を図11.3に示す。養育者問わ
ず、アウトカム該当数2がもっとも多かった。実母と実父は該当数1および2に集中していた。一
方、実父以外の父またはパートナーは該当数2および3に集中しており、他の養育者に比べ該当数0
が少なかった。 

 
図11.3 主たる養育者別/アウトカム該当数 

 
(3) アウトカム種別 
 調査で収集された事例におけるアウトカム種別のアウトカム該当件数および該当率を図11.4およ
び図11.5に示す。養育上の不調がもっとも多く599件(32.1%)、次いでネグレクト311件(16.7%)、
身体的虐待280件(15.0%)、心理的虐待231件(12.4%)、DV面前暴力168件(9.0%)となった。 
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図11.4 アウトカム種別/アウトカム該当件数 
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図11.5アウトカム種別/アウトカム該当率 

 
(4) 母親の続柄 
 事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの母親の続柄構成比および母親の
続柄別アウトカム構成比を図11.6、図11.7および図11.8に示す。アウトカム該当がある場合におい
ては、実母が96.9%ともっとも多く占めていた。母親の続柄別のアウトカム構成比では、死別等に
より不在のアウトカム該当率が100.0%ともっとも高く、実母と実母以外の母における該当率は9割
弱だった。パートアルバイト等と無職における該当率は9割前後であった。続柄ごとのアウトカム
種別においては、死別等により不在に、養育上の不調、ネグレクト、重度のネグレクト、その他の
重篤に虐待が多い傾向が見られた。また、実母以外の母で、身体的虐待と心理的虐待が多い傾向に
あった。 
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図11.6アウトカム該当別/母親の続柄構成比 

 

  
図11.7 母親の続柄別/アウトカム構成比 
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図11.8 母親の続柄別/アウトカム構成比 

 
(5) 母親の現在における社会的属性 
 事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの母親の社会的属性構成比、母親
の社会的属性別アウトカム構成比および母親の社会的属性別アウトカム種別構成比を図11.9、図1
1.10および図11.11に示す。アウトカム該当がある場合においては、無職が45.5%と半数弱を占
め、次いでパートアルバイト等が31.1%を占めていた。母親の社会的属性別のアウトカム構成比で
は、学生におけるアウトカム該当率が100.0%ともっとも高かった。社会的属性ごとのアウトカム
種別においては、学生にネグレクトが多く、養育上の不調も学生にやや多い傾向にあった。 
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図11.9アウトカム該当別/母親の社会的属性構成比 

  

 
図11.10 母親の社会的属性別/アウトカム構成比 
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図11.11 母親の社会的属性別/アウトカム種別構成比 

 
(6)父親の続柄 
 事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの父親の続柄構成比、父親の続
柄別アウトカム構成比および父親の続柄別アウトカム種別構成比を図11.12、図11.13および図11.
14に示す。アウトカム該当がある場合においては、実父が61.4%ともっとも多く占めていた。父親
の続柄別のアウトカム構成比では、実父の該当率が83.9%ともっとも低く、実父と実父以外の父お
よび死別等により不在における該当率は9割強だった。続柄ごとのアウトカム種別においては、死
別等により不在に、ネグレクトと身体的虐待がやや多い傾向が見られた。 
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図11.12アウトカム該当別/父親の続柄構成比 

  

 
図11.13 父親の続柄別/アウトカム構成比 
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図11.14 父親の続柄別/アウトカム種別構成比 

 
(7) 父親の現在における社会的属性 
 事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの父親の社会的属性構成比、父親
の社会的属性別アウトカム構成比および父親の社会的属性別アウトカム種別構成比を図11.15、図1
1.16および図11.17に示す。アウトカム該当がある場合においては、無職が37.8%ともっとも多
く、次いでパートアルバイト等が23.8%を占めていた。父親の社会的属性別のアウトカム構成比で
は、学生におけるアウトカム該当率が100.0%ともっとも高く、安定した職業におけるアウトカム
該当率は一番低い74.5%だった。パートアルバイト等と無職におけるアウトカム該当率は9割前後
であった。社会的属性ごとのアウトカム種別においては、学生に身体的虐待の割合が多く、安定し
た職業に重篤な身体的虐待と身体的虐待がやや多い傾向にあった。また、無職にネグレクトが多い
傾向にあった。 
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図11.15アウトカム該当別/父親の社会的属性構成比 

  

 
図11.16 父親の社会的属性別/アウトカム構成比 
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図11.17 父親の社会的属性別/アウトカム種別構成比 

  
(8) 世帯のきょうだい人数 
 事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの世帯のきょうだい人数構成比
および世帯のきょうだい人数別アウトカム構成比を図11.18および図11.19に示す。アウトカム該
当がある場合においては、きょうだい数1人が30.6%ともっとも多く、次いできょうだい数2人が2
0.1%、きょうだい数0人（事例調査の対象児童のみ）19.2%であった。アウトカム該当がない場合
においては、きょうだい数1人が37.3%ともっとも多く、次いできょうだい数0人が15.7%、きょう
だい数２人が12.7%だった。きょうだいの人数別のアウトカム構成比では、きょうだい数1人にお
ける該当率がもっとも低い81.8%、ついできょうだい数0人（事例調査の対象児童のみ）における
該当率が87.0%であった。きょうだい数4人以上は、全ての事例においてアウトカム該当ありだっ
た。 
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図11.18アウトカム該当別/世帯のきょうだい人数構成比 

 

 
図11.19 世帯のきょうだい人数別/アウトカム構成比 

 



 168 

(9) 世帯に住む兄・姉の人数 
 事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの兄姉の人数構成比および兄姉
の人数別アウトカム構成比を図11.20および図11.21に示す。アウトカム該当がある場合において
は、兄姉の人数0人（事例調査の対象児童のみ）が43.5%ともっとも多く、次いで1人が26.4%、2
人12.4%であった。アウトカム該当がない場合においては、兄姉の人数0人（事例調査の対象児童
のみ）が36.6%ともっとも多く、次いで兄姉の人数1人が26.1%だった。世帯に住む兄姉の人数別
のアウトカム構成比では、兄姉の人数１人および０人におけるアウトカム該当率が８割以上、２人
および３人におけるアウトカム該当率が９割以上であった。兄姉の人数4人以上は、全ての事例に
おいてアウトカム該当ありだった。 

 

 
図11.20アウトカム該当別/兄姉人数構成比 

  

 
図11.21 兄姉人数別/アウトカム構成比 
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(10) 世帯に住む弟・妹の人数 
 事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの弟妹の人数構成比および弟妹
の人数別アウトカム構成比を図11.22および図11.23に示す。アウトカム該当がある場合において
は、弟妹の人数0人（事例調査の対象児童のみ）が43.3%ともっとも多く、次いで1人が35.6%、2
人9.8%であった。アウトカム該当がない場合においては、弟妹の人数0人（事例調査の対象児童の
み）が41.8%ともっとも多く、次いで弟妹の人数1人が26.1%だった。世帯に住む弟妹の人数別の
アウトカム構成比では、弟妹の人数１人および０人における該当率が８割以上、弟妹の人数２人に
おける該当率が９割以上であった。弟妹の人数3人以上は、全ての事例においてアウトカム該当あ
りだった。 
  

 
図11.22アウトカム該当別/弟妹人数構成比 

 

 
図11.23弟妹人数別/アウトカム構成比 
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(11) 妊娠時の婚姻形態 
 事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの妊娠時の婚姻形態構成比、妊
娠時の婚姻形態別アウトカム構成比および妊娠時の婚姻形態別アウトカム種別構成比を図11.24、
図11.25および図11.26に示す。アウトカム該当がある場合においては、初婚が41.0%ともっとも多
く、次いで未婚（入籍予定なし・不明）が16.0%、未婚（入籍予定）10.3%だった。アウトカム該
当がない場合においては、初婚が53.0%ともっとも多く、未婚および再婚は5%以下と少なかっ
た。妊娠時の婚姻形態別のアウトカム構成比では、初婚におけるアウトカム該当率が81.0%ともっ
とも低かった。未婚（入籍予定なし・不明）、未婚（入籍予定）および再婚における該当率は９割
以上と高い傾向にあったが、入籍の予定の有無や再婚で該当率に大きな差は見られなかった。妊娠
時の婚姻形態ごとのアウトカム種別においては、再婚でネグレクトの割合がやや多く、DV面前暴
力が未婚（入籍予定）と再婚にやや多い傾向にあった。 
  

 
図11.24アウトカム該当別/妊娠時の婚姻形態構成比 
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図11.25妊娠時の婚姻形態別/アウトカム構成比 
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図11.26 妊娠時の婚姻形態別/アウトカム種別構成比 

  
(12) 母親のこれまでの妊娠回数 
事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの母親の妊娠回数構成比および母
親の妊娠回数別アウトカム構成比を図11.27および図11.28に示す。アウトカム該当がある場合に
おいては、妊娠回数0回（事例における対象児童が初めての妊娠）が31.2%ともっとも多く、次い
で1回が20.9%、2回が10.7%であった。アウトカム該当がない場合においては、妊娠回数0回が29.
1%ともっとも多く、次いで1回が19.4%、２回が7.5%だった。妊娠回数別のアウトカム構成比で
は、これまでの妊娠回数0回、1回および2回におけるアウトカム該当率は８割以上、3回における
アウトカム該当率は９割以上を占めており、妊娠回数が多いほどアウトカム該当率が高くなる傾向
が見られた。 
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図11.27アウトカム該当別/母親のこれまでの妊娠回数構成比 

  

 
図11.28 母親のこれまでの妊娠回数別/アウトカム構成比 
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(13) 母親の中絶回数 
 事例調査で収集された事例におけるアウトカム該当/非該当ごとの母親の中絶回数構成比および
母親の中絶回数別アウトカム構成比を図11.29および図11.30に示す。アウトカム該当がある場合
においては、中絶回数0回が50.8%ともっとも多く、次いで1回が5.4%、2回が2.2%であった。アウ
トカム該当がない場合においても、妊娠回数0回が46.3%ともっとも多く、次いで1回が1.5%だっ
た。妊娠回数別のアウトカム構成比では、中絶回数0回における該当率が8割以上、中絶回数1回に
おける該当率が9割以上を占めていた。 
 

 
図11.29アウトカム該当別/母親のこれまでの中絶回数構成比 

  

 
図11.30母親のこれまでの中絶回数別/アウトカム構成比 
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11.3.2 アセスメントツール構成案の実践利用時に生じうる性能の変化 

「妊娠期」および「乳幼児期」の母子保健活動での活用を想定した「短縮版構成例」の性能指標を
元に、対象集団のアウトカム該当率を変化させた場合の陽性的中率の変化について、シミュレーシ
ョンした結果を示す。 
 第一に、「該当個数法」を用いた場合の、「妊娠期」および「乳幼児期」のアセスメントツール
における陽性的中率のシミュレーション結果を図11.31に示す。その結果、対象集団におけるアウ
トカム該当率(ベースレート: p(A))が25%の場合に、陽性的中率がそれぞれ38.1%と41.8%になると
いう結果が得られた。 
 

 
図11.31 該当個数法を用いた場合の陽性的中率のシミュレーション 

ツール適用の対象となる集団のアウトカム該当率を0%から25%に変化させた場合 
 
 第二に、「重み付け得点法」を用いた場合の、「妊娠期」および「乳幼児期」のアセスメントツ
ールにおける陽性的中率のシミュレーション結果を図11.32に示す。その結果、対象集団における
アウトカム該当率(ベースレート: p(A))が25%の場合に、陽性的中率がそれぞれ40.3%と41.8%にな
るという結果が得られた。 
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図11.32重み付け得点法を用いた場合の陽性的中率のシミュレーション 

ツール適用の対象となる集団のアウトカム該当率を0%から25%に変化させた場合 
 
 最後に、「機械学習」を用いた場合の、「妊娠期」および「乳幼児期」のアセスメントツールに
おける陽性的中率のシミュレーション結果を図11.33に示す。その結果、対象集団におけるアウト
カム該当率(ベースレート: p(A))が25%の場合に、陽性的中率がそれぞれ55.7%と58.7%になるとい
う結果が得られた。 
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図11.33機械学習を用いた場合の陽性的中率のシミュレーション 

ツール適用の対象となる集団のアウトカム該当率を0%から25%に変化させた場合 
 

11.4 結果の解釈 

11.4.1事例基礎項目の集計結果に対する解釈 
   母親の現在の社会的属性構成比では、無職がもっともアウトカム該当率が高かった。子育ての負
担感は専業主婦の方が有職者よりも高い傾向にあり（荒牧, 2008）、専業主婦は育児ストレスが高
く（村上, 2005）、また育児不安の強い母親の特性のひとつに専業主婦である母親が多く（宮本, 2
000）、在宅で子どもを育児している母親の方が「社会からの孤立」を感じている（井梅, 2017）
ことが伺える結果となった。一方、母親の現在の社会的属性別アウトカム構成比においては、安定
した職業がもっとも該当率が低く、無職、パートアルバイト等、学生の順に該当率が高くなってい
た。八重樫(2002)の報告によると、子育て不安得点は非常勤が最も高く，次いで専業主婦、常勤の
順に低くなっていく（八重樫, 2002）が、本研究においても、同様の結果となった。母親が常勤勤
務である家庭は、父親の家事・子育て参加が高く、さらに父親が家事・子育てによく参加している
場合、母親の子育て不安は低い（本保, 2003）ことから、母親が安定した職業である場合にはアウ
トカム該当率が低くなり、父親の家事や子育て参加が母親の虐待や養育不調に関連すると考えられ
る。また、妊娠・出産・育児に対する不安に共通して有意に関連している要因のひとつに、就業上
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の問題がある(大西, 2007)。親への移行期は、母親のメンタルヘルスにとって潜在的に脆弱な時期
であり、約9～21%の女性がこの時期に抑うつや不安を経験する。そして、女性の情緒的健康がよ
り危険にさらされる要因のひとつが女性の低収入である(McLeish, 2017)。非常勤は「ゆとりのな
いあせり感」と「不安・抑うつ感」が高い（八重樫, 2002）ことからも、パートアルバイト等の該
当率の高さの背景には、不安定な就業や経済状況からの育児不安、情緒的問題や養育不調が考えら
れる。そして、経済的支援のみならず、メンタルヘルスに関する支援の必要性も示唆される。 
 父親の現在の社会的属性別アウトカム構成比においては、安定した職業がもっとも該当率が低か
った。母親における出産後早期の愛情の高さは、パートナーが会社員などのフルタイム労働に就い
ていることが説明力をもっているとされる(三上, 2012)。父親の経済的安定は、母親の情緒的安定
につながり、養育不調の低下に繋がる可能性が示唆される。 
 世帯のきょうだいの人数別アウトカム構成比では、きょうだい数1人におけるアウトカム該当率
がもっとも低く、ついで０人（事例調査の対象児童のみ）、2人、3人の順に該当率が高くなってい
た。世帯に住む兄姉の人数別アウトカム構成比においても、同様に兄姉数1人、0人、2人、3人の
順にアウトカム該当率が高くなる結果となった。一方、世帯に住む弟妹の人数別アウトカム構成比
では、弟妹0人、1人、2人、3人の順にアウトカム該当率が高くなっていた。兄姉一人、対象児童
のみ一人、弟妹一人の順に該当率が上がり、きょうだい、兄姉および弟妹2人以上は、子の人数に
比例してアウトカム該当率が高くなる傾向にある。子どもの人数が少ないほど、父親の家事・子育
て参加は高い(本保, 2003)。また、複数の子の夫（父親）で心身の健康度が有意に低く、子が一人
の家庭よりも複数の子を持つ家庭で夫婦の健康度が低く、脆弱であると言われている（高木, 201
7）。そして、身体的虐待は、貧困家庭よりも多子家庭で生じやすい（周, 2019）。虐待と養育不
調は、子どもの人数とは無関係でないことはこの点からも十分に了解される。さらに、第2子妊娠
中の母親の育児意識および特性との関連は、第1子が4歳未満において第2子を迎え入れる準備にネ
ガティブに影響を及ぼしている(磯山, 2014)。弟妹1人におけるアウトカム該当率が高い要因とし
て、育児負担のほか、第2子妊娠中の育児意識による特性の影響の可能性も考えられる。 
ネグレクトは、低出生体重児のいる家庭やひとり親家庭で発生する確率が比較的多い（周, 201
9）。本研究においても、初婚におけるネグレクトの該当率が16.0%、未婚（入籍予定）15.8%に
対し、未婚（入籍予定なし・不明）における該当率が18.2%とやや多い結果となった。さらに本研
究では、再婚におけるネグレクトの該当率が20.0%となり、ネグレクトは再婚でもっとも割合が多
い結果も得られた。一方、DV面前暴力は、未婚（入籍予定）と再婚にやや多い傾向にあった。妊
婦に対するDVは、その後の新生児に対するネグレクトと関連がある(Chan, 2012)。また、北(202
1)の報告によると、妊娠中のDVは出産後におけるDV再発に有意な持続性(69.4%)があり、ネグレ
クトの割合は生後1か月で20.0%、さらに生後3か月で21.8%とわずかに増加する(Kita, 2021)。本
研究においては、再婚でネグレクトとDVがやや多い傾向にあった。 
 人工妊娠中絶回数0回におけるアウトカム該当率が85.8%に対し、1回が95.2%、複数回でほぼ10
0%となった。特定妊婦件数を増加させる強い説明変数は中絶数であり、ハイリスク妊婦のうち若
年や人工妊娠中絶回数が多いと特定妊婦群と選定されやすくなる（伊藤, 2020）。本研究において
も、人工妊娠中絶回数と虐待と養育不調の関連が見出された。 

11.4.2 事例基礎項目のアセスメントツールへの組み込みに関して 
 事例基礎項目の集計の結果、いくつかの項目のいくつかの選択肢において、アウトカムの該当率
が異なる様相が観察された。例えば、母親や父親が離別等による不在の状況下や、世帯のきょうだ
い等人数が2人を上回る場合において、本調査で収集された事例情報ではアウトカムの該当率が相
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対的に高いという結果が得られた。ただし、事例基礎項目についても、それらの条件に該当したか
らといって、直ちにアウトカムの発生が懸念されるわけではなく、項目単体や一部の選択肢単体に
該当することによる識別性は高くない、あるいは、識別性があると結論づけることはできないもの
が含まれている。これらの結果から、事例基礎情報をツールに組み込む際には、「一部アウトカム
との関連性があると想定されるもの」について、複数項目の組みあわせを前提に、ツールへの組み
入れを検討するのが自然な手続きとなる。またその際、例えば「母親や父親が離別等による不在」
という状況は、「家族構成に変化があった」といった項目に統合あるいは代替可能な可能性があ
る。当該視座から、本事業で得られた各種の知見を総合する中で、本章の事例基礎情報の結果を参
照しつつ、項目候補としての組み込みを検討する必要があるものと考えられる。 

11.4.3 ツール構成案の性能の変化に関して 
 感度および特異度を所与し、ツールの対象となる集団のアウトカム該当率を変化させた場合の陽
性的中率の変化についてシミュレーションをした結果、本事業調査データで得られた0.92~0.96等
の陽性的中率が大きく変化する様相が確認された。この結果から、「全ての妊産婦や子ども・家
庭」を対象に、その対象集団におけるアウトカムの該当率が一定低い場合、陽性的中率が低下し、
「偽陽性事例の増大による現場対応の負担」が大きくなる可能性が示唆された。なお、対象母集団
における「児童虐待または養育上の不調の発生」が生じる割合は未知である。よって、本事業のツ
ールに想定された利用法である「特定の条件・基準を満たした場合に、総合的なアセスメントの実
施を推奨する」ということを念頭に置いた場合に、どの程度の現場負担が発生するかについては、
現時点では想定が困難となる。試行的なツールの導入等により、本課題については丁寧に検討する
ことが望ましいと言える。 
 なお、検査自体の「感度」および「特異度」については、原則的に変化するものではない(ただ
し、調査データと同じ条件での評定や、アウトカムの測定の完全性など、条件によっては変化す
る)。そして、仮に「感度99%、特異度99%」の極めて優れたツールが実現された場合であって
も、アウトカムの該当率が1%であった場合、陽性的中率は50%となる。このような陽性的中率の
低下は、対象となる集団とアウトカムの該当率に依存し、悉皆的に実施する場合においては避けら
れない課題となる。ツールの適用にかかるコストと実益を鑑みた現場への実装が求められることと
なる。 
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第12章 アセスメントツールの構成手続きと今後の課
題および留意事項 
 第1章の4.3節でも触れた通り、アセスメントツールは、その作成意図や目的、適切な結果の理解
や利用法、あるいは限界点など、正しく理解した上での活用が求められる。また、適切な活用を促
す上では、レイアウトや但し書き等の案内にも工夫を講じる必要がある。本章では、調査結果やデ
ータ解析の結果を踏まえ、改めて本事業で作成したアセスメントツールの最終調整手続きと、当該
手続きを経て確認された限界点、そして今後検証等が必要になると考えられる事項について、本事
業内で想定される範囲で整理する。 

12.1 草案の修正と最終構成案の作成 
 第7章の表7.2から表7.5に示した各種ツール構成案の草案に関する議論では、下記の通り修正事
項が得られた。 
 
(1) アセスメントの対象となる子どもの視点から見た「母」や「父」、対象となる子どもの視点か
ら見た母の「パートナー」など、続柄等が正しく伝わるように記述方法を整理すること 
 
(2) 「短縮版構成例」の草案について、各項目の掲載順序を「母」や「父・パートナー」などの対
象別に再整理すること 
 
(3) 「短縮版構成例」の各項目の該当判断をする際の具体例について、その内容に重複等が発生し
ないよう簡潔に整理すること 
 
 当該修正点を踏まえた最終提出案は、本事業の成果物の一つである「事業サマリー」の第6章お
よび第7章に掲載する。 

12.2 今後必要となる研究上の手続きについて 
 本事業では、「母子保健活動で予防(未然予防・早期発見)可能な児童虐待と養育上の不調の発生
(支援や介入を必要とする状況)を、一例でも多く減らす」という目的のもと、「特に周囲による支
援や介入を必要とする子ども・家庭・妊産婦を的確に把握することを目指すアセスメントツール 
の構成案を作成する」という課題を設定し、その開発を実施した。単年度となる事業期間内で到達
可能な範囲や、調査等のデータ収集に係る制約や限界を踏まえ、本事業内では、(1)客観的な知識を
もって重大な事態を含めた社会的リスク事象の発生を予防するという観点を優先し、(2)各種アウト
カムに対する各項目やツールの予測的妥当性の評価までを達成範囲として設定した。これらは、
「アセスメントツールを作成する」という手続き全体から見たときに必要となる手続きの一部とな
る。このような前提と、具体的な調査結果等を踏まえて、「後続した調査・研究等での検証が必
要」となる主要な観点は次の通りである。なお、本節では研究上の手続きについて整理し、実際的
な運用を想定した場合の主要な検討事項については次項に記載する。 
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(1) データの蓄積と継続的な更新の枠組みを設計しておくこと 
 アセスメントツールとは、「求められるアセスメントの在り方」を、マネジメントの視点から簡
易的な形式に整理し、配布し、共有しようと試みるものである。したがって、その背後にある「求
められるアセスメントの在り方」そのものが、時代の変化や知識の更新などによって変われば、必
然、アセスメントツールの形式や内容にも変更が求められることになる。アセスメントツールには
完成がなく、更新を前提とする。 
 アセスメントツールの更新を試みる方法には、いくつかの手段がある。本事業の手続きを一例と
する調査や研究等により、更新を図ることもできる。更新が必要となった背景や、全く新しい視点
からのツールの開発が必要である場合など、目的に応じた調査や研究を設計できるという点で、こ
ういった更新方法には柔軟性がある。一方、一定の形式や用途等が定まったツールを部分修正する
などして更新することを目的とする場合、毎回の調査・研究を実施するコストは大きい。 
 部分的な内容の更新を含めた手段として、「アセスメントツールの適用・実施結果をデータベー
スに蓄積」し、当該データを活用した項目内容等の再評価を行うという方法も想定される。一例と
して、利用する自治体等で共通した項目と独自の追加項目を設定し、その適用データを保持しつ
つ、予測的妥当性・信頼性・利便性等の評価に優れた項目と、そうでない項目をデータから探索
し、必要に応じて組み替えるという方法などが考えられる。母子保健活動で得られる悉皆的なデー
タセットを用いた検証が可能になる点や、蓄積データが他の目的にも活用可能であるといった点で
有用性の高い手段だと言える。特に、妊娠期から乳幼児期、あるいはそれ以降の成育過程まで、首
尾一貫して蓄積された情報の価値は、長期的な視座から見て極めて高いと考えられる。ただし一方
で、そういったデータを蓄積するための電子システム等の基盤構築と自治体間等での情報連結な
ど、初期段階の全体設計に相応の工夫が求められるという点において、事前に整理が必要な課題は
多い。 
 単発的な調査・研究の実施や、データベース等への情報蓄積など、どのような手段を想定する場
合であったとしても、「アセスメントツールは更新が前提である」という視座から、それを実現す
るための枠組みをあらかじめ想定した設計をしておく必要があると考えられる。次に示す(2)から
(7)の検証事項は、更新を前提とした枠組みの中で、繰り返し評価・検討される主要な要素であると
整理されたい。 
 
(2) 無作為調査や悉皆的なデータによるカットオフ得点や項目の重み付け得点等の設定、それに
伴う予測的妥当性の(再)評価 
 本事業の調査は、設計上の制約から、項目評価の基礎となる事例データを無作為または悉皆的に
収集しておらず、対象となるアウトカムの該当率が母集団と大きく乖離している可能性を内包して
いる。アウトカムの該当事例群と非該当事例群のそれぞれのデータが、対象とする部分母集団の性
質を一定程度代表することはできているという仮定のもとで各種の解析等を実施している部分につ
いては、解釈の限界等で留保を置いているものの、特に「実際の運用時にどの程度の影響が生じう
るか」については、上記課題が直接的に大きな影響を及ぼしうるものとなっている。具体的には、
「すべての妊産婦」や「すべての乳幼児」を対象とするといったツールの利用を想定した場合に、
陽性的中率等の低下が想定され、偽陽性に伴う業務負担等がどの程度生じうるのかが未知となって
いる。限界を含む調査データを用いた閾値や重み付け得点などの値を付与することによって、この
点に対する悪影響が懸念されることから、本事業ではこれらの数値情報を付与していない。 



 182 

 上述の理由に基づき、アセスメントツールの適用対象となる母集団からの無作為抽出や悉皆デー
タ等を用いて、的確にバランスした閾値等の再計算や、どのようなアルゴリズムを用いるかなどの
検討、それに伴うアウトカムに対する予測性能の再検証が必要とされている。 
 
(3) 信頼性/反応性の評価 
 本事業では、第一に「重篤な児童虐待を含めたアウトカムの検出性能を最大限に確保する」とい
う視座から、アセスメントツールの予測的妥当性(predictive validity)の評価を優先的に実施した。
しかし、そもそも「項目の該当/非該当が正しく評定される」という測定・評定が適切に安定して
いなければ、想定された予測性能を実現することが叶わないという事態が発生する。「誰が、いつ
評定しても同じ結果が得られる」という表現に核心部分が集約される、アセスメントツール(また
は各項目)の信頼性に関する評価は、アセスメントツール等を作成する上での必須評価事項とな
る。一例として、複数の模擬事例や実事例を対象として、複数の評定者の項目の該当/非該当の判
断がどの程度一致するか、それが想定とどの程度乖離するか(バイアス)、異なるタイミングで評定
した結果が評定者内あるいは評定者間で一致するかなど、多面的な手続きが必要になると見込まれ
る。また、「評定対象となる事例側の変化(あるいは変化がないこと)に対応してツールや項目の適
用結果が変わる(あるいは変わらない)」という表現に要約されうる「反応性」に関する評価も重要
な役割を担う。何らかの支援や介入の結果、子どもや妊産婦、家庭等が抱える状況が改善したか等
を測り、評価する上では、ツールや項目が一定の反応性を有している必要がある。 
 
(4) ツールの利便性/解釈性の評価 
 妥当性や信頼性に関する評価が一定以上得られた場合であっても、そのツールが実運用上での利
便性を有していない限り、想定された効果を得ることはできない。また、ツールの利用に係る時間
的なコストが低いなどの利便性が得られたとしても、「得られた評定結果が理解しやすい、支援に
援用しやすい」といった解釈性が低ければ、結果を的確に活用する際の障害となる。ツールに含ま
れる各項目の数や内容、媒体の扱いやすさ、重み付け得点法などの計算方法、得られた結果の分か
りやすさや、支援への繋げやすさなど、ツールの利用者の視点に立脚した利便性・解釈性の評価が
必要になる。 
 
(5) 項目の再選定や洗練化 
 本事業では、一定の多面性を保持しながら、アウトカムの予測に寄与する項目の選抜・統合等を
実施することで、アセスメントツールの構成案を作成した。しかし、各項目に含まれる文言の個別
具体的な定義や表現等については、十分に議論や評価等がなされていない。また、複数の類似項目
を統合することによって項目内容の多重性が生じており、事例に生じている具体的な状況の弁別性
が十分に確保されていない。このような限界点に対して、実運用上の場面を想定した項目内容の定
義、追加や再選定、項目の分離や統合に伴うアウトカム予測への影響評価など、いくつかの洗練化
手続きが必要になると考えられる。 
  中でも、「未然予防」のための支援や介入を想定した場合、アセスメント項目には「適用時点で
全てが評価可能」であり、「項目が原因、アウトカムの発生が結果」であることが明らかになって
いるという要件を満たす必要がある。言い換えれば、相対する事例が未だ経験し得ない観点が含ま
れていてはならず(e.g. 生後1ヶ月の時点で、”生後5ヶ月までの持続的な泣きの有無”を問う項目が
あってはならない)、虐待や養育上の不調の結果として生じる観点を評価するような項目は未然予
防には活用することができない(e.g. ネグレクトに由来する発育不良や敗血症は早期発見には寄与
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しても、未然予防の観点にはならない)。当該視点から、「未然予防」を目指す支援につなげてゆ
くにあたり、時期区分に応じた項目の選定や、項目の文言・表現の吟味を行う必要がある。 

 
(6) 時間的前後関係を十分に考慮した研究、因果関係を扱う理論・説明原理を得るための研究等 
 本事業では、アセスメントツールの主たる設計目的の一つとして、児童虐待と養育上の不調の発
生に関する「未然予防と早期発見」を定め、それに対応した手段として調査や解析手続きを設計し
た。未然予防と早期発見の両方を考慮する場合、アセスメントツールに含まれる項目の内容が、例
えば「児童虐待の発生につながる原因」であっても「児童虐待の結果として生じること」であって
も、あるいは「原因や結果とは言えない第三の関連情報」であっても、予測や検出の機能を有する
ものであれば、目的を一定程度達成することができる。しかし、特に「未然予防」に焦点を当てた
場合や、事例の構造を的確に見立て、支援の選択とその効果を想定するためには、「アウトカムの
原因」であることの学術的な担保や、理論に基づく説明が求められることとなる。因果関係に関す
る知見を得る際には、研究手続き上の様々な要件を満たす必要があるが、少なくとも「時間的前後
関係のある情報」は必須となる(原因となる事象は、結果となる事象に対して、時間的に先行して
いなければならない)。(5)に前述した成育過程の各段階での使用に耐えうる項目文言の吟味に加
え、各段階での情報記録等を活用した継続的な研究をあわせて実施してゆくことが求められると考
えられる。 
 
(7) 複数の予防的アプローチの発展に向けた知見の創出と、特に効果的なハイリスクアプローチ
を実現するための基礎的研究 
 母子保健領域における2つの主要な予防的アプローチとして、ポピュレーションアプローチとハ
イリスクアプローチがある。本事業の文脈に照らして整理するならば、ポピュレーションアプロー
チは、「成育過程における諸課題に対して、集団全体に共通した予防的働きかけを実施すること
で、子育てや健康に関する基盤的な水準の底上げを図るもの」であり、ハイリスクアプローチは
「特に成育過程における健康や子育てに関する課題をすでに抱えている、あるいは抱えやすいと考
えられる集団(ハイリスク)を対象に、集中的な働きかけを実施することで、課題の予防を効果的に
実現しようとするもの」と記述されうる。児童虐待を含めた社会的リスク事象の予防を考える上で
は、ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチの両輪、あるいはそれらの課題点に対応
してバランスされた重層的なアプローチが必要になる。 
 本事業で作成した各種のツール構成案は、(重篤な)児童虐待だけでなく、一時的な養育上の不調
の発生も検出対象に含めている。ツール構成案の目的と性質を踏まえれば、「比較的軽度と考えら
れる予防対象をも範囲に含めたハイリスクアプローチを支えようとするもの」であり、アプローチ
対象となる集団の限定性としては、その基準が低く設定されている。こういった対象集団の基準設
定の低さ、つまり対象範囲の実質的な広さを鑑みれば、本事業のツール構成案は、ハイリスクアプ
ローチの中でも、性質的にはポピュレーションアプローチが目指すところに近しい位置付けにある
と事になる。 
 本事業のツール構成案を活用してゆく中で、各アプローチに対応した今後の発展を見据えた場合
の主要な検証事項は下記の2点が想定される。 
 
 
 
(7-1) ポピュレーションアプローチの特に重要な介入対象変数を把握するためのデータ解析 
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 アセスメントデータが蓄積されれば、(管轄地域で)悉皆的な情報を得ることができる。当該デー
タは、「(管轄地域)全体で、どのような課題を抱える妊産婦や子ども、家庭が多いか」や「どのよ
うな課題が、将来のアウトカムの発生に特に関連するか」といった知識を得るための資源となる。
アウトカムに強く関連し、かつ、該当例の多い課題に対する介入には、相対的に高い予防効果を期
待することができる。社会的リスクに対するポピュレーションアプローチを充実させてゆく上で、
こういったアセスメントデータの利活用方法についての議論と実践が必要になる。 
 
(7-2) より洗練されたハイリスクアプローチのためのデータ解析と支援体制の議論 
 ハイリスクアプローチは、「狭い」対象に限定することで効率性が得られ、効率性によって確保
された資源によって「深い」働きかけが可能となり、アウトカムの効果的な予防を実現する。した
がって、「介入対象をどのような集団に限定するか」は、当該アプローチ本来の効果を最大限発揮
させる上での根幹に関わる問題である。本事業では、養育上の一時的な不調から深刻な児童虐待ま
でを広範に扱っており、また、それぞれのアウトカムに関連する特徴を明確に区別せず全般的に扱
っている。すなわち、「効果的なハイリスクアプローチ」を目指す上での「限定性」が十分に与え
られていない。したがって、今後は「特に重点的な支援を必要とする対象集団の範囲(その基準や
水準等)」を設定するための定量的な検討を加えつつ、限定性を与える集団の規模や、予防対象と
なるアウトカムの重大さに応じた支援や介入の内容、そのために必要となる組織体制などについて
把握し、議論してゆく必要がある。この点は、「児童虐待による死亡事例の発生を防止する」とい
う極めて重大な課題にも直結する。当該観点を十分に考慮しながら、重大な事態を取りこぼさず、
集中的な支援を実現するための効率性が得られる基準や水準の吟味が必要になると考えられる。特
に、定量的な研究における具体的課題としては、「アセスメント項目情報リスト」の「個別アウト
カムの評価」に掲載された、「重篤な児童虐待」との関連性が検出された項目を軸として、最も集
中的な働きかけが必要な対象集団の条件や状態像を明らかにしてゆく作業が必要になると考えられ
る。 

12.3 今後の導入にかかる必要検証課題について 
 アセスメントツールを作成することと、それを導入することの間には乖離がある。第1章にも整
理した通り、母子保健活動を展開する自治体ごとに、その具体的な枠組みや実現体制は異なってい
る。このことを一つとっても、(導入・運用の可否を含めて)運用可能な範囲や様式は異なることが
容易に想像される。本節では、前節の「研究上必要となる今後の検証課題」とは切り分けて、実践
的な導入・運用に係る検証課題について、主要な論点を整理する。 
 
(1) 目的と手段の検討: 「重要なのは『知識の活用』であって『ツールを使うこと』ではない」 
 本事業では、主要アウトカムの発生予測や検出に貢献しうる項目情報を、全国調査やデータ解析
によって求めた。アセスメントツール(構成案)という形式に整理する上では、妊娠期や乳幼児期の
母子保健活動での利用を想定するといった時期区分を設けた上で、最も端的に「項目を並べる」と
いう形式への情報整理を行った。これは、データヘルスの文脈を考慮した整然な情報蓄積を補助す
る機能を想定したことや、「知識の伝達媒体」として端的な要約を試みたこと、ある種の利便性
(一望性)を得ることなどの背景要件に対応した形式となっている。しかし、本来の目的であるアウ
トカムの未然予防や早期発見を実現することに立ち戻れば、本事業で得られた各種の情報や知見が
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「アセスメントシートのような形式に整理されること」や「そのような形式で運用されること」
に、一定の合理性はあったとしても、必然性はない。 
 母子保健活動とその周辺領域においては、子どもや妊産婦、あるいは家庭全体を支援する際のア
プローチにも様々な種類があり、考え方が異なる部分がある。強み(ストレングス)を評価し、支援
の土台となる関係性を築くことを第一に捉える見方もあれば、「重大な事態を最大限発生させな
い」という視座から、「安全性」や「リスク」にとりわけ重点を置いた見方などもあるだろう。い
くつかのアプローチが想定される中で、例えば本事業で構成されたツールを導入・運用するとなれ
ば、必然的に齟齬や葛藤が生じうるものと考えられる。しかし、どのような立場やアプローチであ
っても、「知識を得て、それを活用する」という点については、共通した意義があるものと考えら
れる。養育上の不調の発生や児童虐待の未然予防と早期発見を目指す上で、おそらく不可欠になる
と考えられる「知識の伝達とその活用」が実現されれば、媒体や運用方法などの特定の使い方に固
執する必要はなく、主たる目的、あるいは副次的な目的を含めて、それらの充足が最大化される手
段が選択されることが望ましい。したがって、本事業で得られた知見についても同様にして、その
整理形式や使い方、導入・運用方法については、最大限に目的を充足するものであればその内容は
問わない。 
 次節以降に挙げる現時点で想定可能な主要な検証課題については、当該前提のもとで参照された
い。 
 
(2) 利用者の検討: 「誰が使うのか」 
 妊娠期から乳幼児期にかけて展開される母子保健活動には、様々な職種や勤務体制の支援者が関
わることとなる。アセスメントツール等の導入に際して、各場面で、どのような支援者がそれを利
用することが適切かについて、実態を踏まえた検討が必要になると想定される。 
 
(3) 利用する場面や枠組の検討: 「いつ、どこで使うのか」 
 母子保健活動の内容にも、様々なものがある。妊娠届出時の面談や各種訪問事業、乳幼児健康診
査など、元来の目的やタイミングが異なる活動の中で、いつ、どのような場面でツールを活用する
のかについて、実現可能性等を踏まえた検討が必要になると想定される。 
 
(4) 結果の評価や支援等への援用方法の検討: 「結果をどのように使うのか」 
 アセスメントツールに含まれる項目への「該当」や、全体の得点等などの結果について、それを
どのような場面で評価・共有し、結果を受けて次にどのような対応へと結びつけられるか等、結果
の評価、活用方法に関する検討が必要になると想定される。 
 
(5) 資源の必要検討: 「結果に基づく支援は可能か」 
 根本的な課題として、支援のために必要な各種資源がなければ、アセスメント(ツール)の結果に
対応した支援を展開することはできない。必要となる人的資源や地域資源等を含めた枠組やその規
模がどの程度必要になると見込まれるか等について検討と資源確保のための取組が必要になると想
定される。 
 
(6) 関係機関等との共有方法に関する検討: 「誰とどのように使うのか」 
 妊娠や出産、子育てに関して多様化したニーズに対応した支援を提供するためには、様々な関係
機関の関与が必要となる。異なる視点を持った組織間で一致した認識を得るためには、事前の協議
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に基づく合意や、協定等によるそれらの明文化が有効となる場合なども想定されうる。アセスメン
トツールを一つの”共通の物差し”として、複数機関で利用・共有する場合には、当該事項に関する
手続きの方法等について検討する必要があると考えられる。 
 
(7) 導入と維持に係る具体的な手続きに関する検討: 「導入・継続的活用には何が必要か」 
 上記以外にも、アセスメントツール等を導入するにあたっては、少なくとも部分的に業務のフロ
ーや体制などに変化が生じることになる。これらに伴う具体的な手続き等については枚挙にいとま
がないものの、特に次の観点については、あらかじめ必要性が想定される。第一に、現場支援者等
に対して、アセスメントツールの目的、内容、活用方法と、利点やコストについての十分な説明や
研修が必要になることが想定される。これは、ツール等を活用したアセスメントの定着や、前節に
掲載したツールの信頼性(「誰が、いつ評定しても同じ結果が得られる」)の向上を図る上でも必要
な取組であると考えられる。第二に、導入に係るシステムの改修(電子媒体を使用する場合)や、印
刷経費等(紙面媒体の場合)に関する予算措置などの手続きなどが必要になるものと想定される。こ
れらいずれの場合であっても、「導入時」のみに生じるものではなく、定期的・継続的な設計が必
要になる事項になるものと考えられる。 
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